
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2024-06-05

生産管理会計の実証的研究 : 生産システムにおける
情報選択

(Degree)
博士（経営学）

(Date of Degree)
2009-03-25

(Date of Publication)
2009-04-09

(Resource Type)
doctoral thesis

(Report Number)
甲4564

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/D1004564

※ 当コンテンツは神戸大学の学術成果です。無断複製・不正使用等を禁じます。著作権法で認められている範囲内で、適切にご利用ください。

新井, 康平



 

 

 

 生産管理会計の実証的研究： 

生産システムにおける情報選択 

 

 
新井康平



 

 

 

 

生産管理会計の実証的研究： 

生産システムにおける情報選択 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

2008年度 神戸大学大学院 経営学研究科 博士学位請求論文 

 

 

学籍番号：044B001B 

所属研究室：加登豊研究室 

氏名：新井康平(あらいこうへい)† 

                                                   
† 独立行政法人日本学術振興会特別研究員。住所：658-0044 兵庫県神戸市東灘区御影
塚町 3-11-4-501。E-mail：arai1125@ybb.ne.jp。なお，これらの情報はいずれも平成
20年度時点のものである。本論文の作成にあたっては，日本学術振興会より平成 20年
度科学研究費補助金(特別研究員奨励費，課題番号：20･11134)の援助を受けている。 



 
I 

 

 

目 次 

 
第１章  序 論 ................................................................................................. 1 
 

1.1  本論文の研究動機と問題意識 ...................................................... 2 
1.2  本論文の研究目的........................................................................ 3 
1.3  「生産管理会計」........................................................................ 4 
1.4  本論文の構成 ............................................................................... 6 

 

第２章  先行研究のレビュー....................................................................... 7 
 

2.1  「生産システム」の諸概念.......................................................... 8 
2.2  レビューのフレームワーク........................................................ 17 
2.3  生産における伝統的な会計情報 ................................................ 19 
2.4  生産における利益情報の活用 .................................................... 38 
2.5  生産における非財務情報の活用 ................................................ 67 
2.6  生産における情報選択の研究 .................................................... 78 
2.7  小括：生産管理会計研究の課題 ................................................ 90 

 

第３章  研究方法と記述統計.....................................................................91 
 

3.1  研究方法論 ................................................................................ 91 
3.2  サンプルの概略および記述統計 ................................................ 94 

 



 
II 

第４章  生産システムの情報選択 (1) : コーディネーション理論に 
         もとづく検討................................................................................107 
 

4.1  情報選択の理論 ....................................................................... 107 
4.2  比較制度分析の検討 ................................................................. 111 
4.3  小括：理論仮説の導出............................................................. 124 

 

第５章  生産システムの情報選択 (2) :  コーディネーション理論に 
         もとづく経験的検証....................................................................128 
 

5.1  仮説と分析モデル.................................................................... 128 
5.2  仮説の検証 .............................................................................. 133 
5.3  小括：分析結果についての議論 .............................................. 135 

 

第６章  生産システムの情報選択 (3) : エイジェンシー理論にもとづ 
         く検証............................................................................................139 
 

6.1  仮説の設定と分析モデル ......................................................... 140 
6.2  仮説の検証 .............................................................................. 146 
6.3  小括：分析結果についての議論 .............................................. 148 

 

第７章  生産における会計システムの設計 .........................................150 
 

7.1  仮説の設定と分析モデル ......................................................... 150 
7.2  仮説の検証および探索的分析の結果 ....................................... 159 
7.3  小括：分析結果についての議論 .............................................. 164 

 

 



 
III 

第８章  結 論 ............................................................................................166 
 

8.1  本論文の発見事実の要約 ......................................................... 166 
8.2  本論文の貢献と限界 ................................................................ 168 
8.3  実践的インプリケーションと今後の研究の展望 ...................... 170 

 

 

参 考 文 献 ....................................................................................................172 

付録 A  質問票.........................................................................................188 

付録 B  協力企業一覧.............................................................................198 

 

謝 辞 ..............................................................................................................199 
 



 
1 

第１章  序 論 
 

 「測定すること」，つまり，何らかの現象を数量的に把握し記録するこ
とが果たす役割は，多種多様な文脈において検討されてきたテーマであ
る。例えば，西ヨーロッパの経済的・文化的な成功は，複式簿記，絵画
における遠近法，音楽における楽譜のような，測定技術を発見した「数
量化革命」によるものであるという主張がある(Crosby, 1997)。経営
学・会計学の領域においても，組織の発展に伴って会計のような業績測
定システムが進展したというよりは，優れた業績測定システムの存在が
革新的な組織形態を企業にもたらしたという主張がある(Johnson, 
1986; Johnson and Kaplan, 1987)。 
 本論文は，工場における「生産」という限定的な文脈における測定実
践についての探求である。会計的な財務情報の測定システムはごく初期
の生産システムの一形態であるウォルサム・システムにおいてさえ実施
されていたし(上總, 1989)，米国における産業革命の立役者の多くは原
価計算システムを積極的に利用していた(Blackford and Kerr, 1986; 米
倉, 1999; 安部ほか, 2002)。だが，近年，これら生産における財務情報
の有用性についての疑義が生じているといってよい(例えば，Johnson 
and Kaplan, 1987)。 
 では，この生産における財務情報の有用性について，既存の研究では
何をどこまで明らかにし，どのような研究課題が残されているのだろう
か。本論文では，財務情報の測定システムと非財務情報の測定システム
の利用について，先行研究のレビューを実施し残された課題を明らかに
した上でそれらの一部を解決するための研究を実施する。 
 このような研究を実施するために，本章では序論として，本論文の研
究動機と問題意識，研究目的を明らかにする。また，研究目的を達成す
るためにどのように議論を行うのかを示すため，本論文の構成について
も述べる。 
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1.1  本論文の研究動機と問題意識 
 Johnson and Kaplan (1987) が 示 し た ， 「 有 用 性 の 喪 失 
(relevance lost)」とは，(1)管理会計研究者・教育者の管理会計実践に
対する有用性の喪失，(2)管理会計実務の有用性の喪失，の2点である(加
登, 1994)1。管理会計の枠内で有用性の回復を目指したとき，前者の有
用性については優れた管理会計実務を探求することによって，後者の有
用性については理論的に優れた管理会計技法を構築し進化させることに

よって，それぞれ進められた。これらは谷(2004) の分類である「実務
先行の管理会計システム」，「理論先行の管理会計システム」と対応し
ている。 
 「理論先行」，あるいは「実務先行」のいずれにせよ，管理会計の失
われた有用性は管理会計の対象とする範囲を拡大することで回復したと
いえる。例えば，財務情報だけでなく非財務情報まで含めた業績評価・
戦略マネジメントシステムであるバランス・スコアカード (Balanced 
Scorecard, 以下BSCと略す)，製造段階だけでなく開発段階まで遡るコ
ストマネジメント手法である原価企画，あるいは直接費だけでなく間接
費の適切な配賦を意図した活動基準原価計算 (Activity-Based Costing, 
以下ABCと略す)などが代表的だろう。 
 このようなBSCやABCのような革新的な管理会計システムの研究は，
伝統的に管理会計研究が研究対象としてきた生産というフィールドを拡
大して進展してきた。その一方で，「生産」を対象としてきた管理会計
研究は，皮肉にも，財務情報ではないいわゆる非財務情報が先進的な生
産において採用されているという研究結果を蓄積してきた(例えば，
Banker, et al., 1993; Ittner and Larcker, 1995; Perera, et al., 1997な

                                                   
1 典型的な指摘には次のようなものがある。前者の有用性喪失については，「今日の管理
会計情報は，企業の財務報告システムの手続きやサイクルで生み出されているが，非常

に遅延するし，概括的でかつ歪められているので，管理者が計画を設定したり意思決定

するのに適切ではない」(Johnson and Kaplan, 1987, 邦訳 p.1)。後者の有用性喪失につ
いては，「…1980 年までに不幸な状態に到達してしまった。大学の研究者は，単純で型
にはまった生産環境において，管理会計の高度に精巧なモデルを開発することに忙しか

った。研究が実際の企業現象によって動機付けられることもなかったし…企業からのデ

ータで検証されることもなかった」(Johnson and Kaplan, 1987, 邦訳 p.163)。 



 
3 

ど)。だからといって，かならずしも先進的な生産において財務情報が不
要であるとは言い切れない。つまり，クーパー, Rによって類型化され，
その後多くのケース研究が蓄積した，先進的な生産における利益情報の
活用で特徴づけられるミニ・プロフィットセンター(以下MPCと略す)の
存在である。 
 第二章での先行研究のレビュー結果を先取りすれば，先端的な生産に
おいて，非財務情報の有用性を主張した研究では，MPCのような利益情
報の活用の視点が欠落している。かといって，MPCの研究はほとんどが
ケース研究であるために利益情報が有用となる条件を明らかにしていな
い，という問題を指摘できる。このような先行研究の課題をふまえれば，
結局，本論文における研究の基本的な動機は次の点に求められる。それ
は，生産における財務情報および非財務情報の有用性について，理論的
に頑健で経験的に検証された分析が学術的に意義深く，何より実践的に
有用である，という点である。 
 

1.2  本論文の研究目的 
 Relevance Lost 以降の管理会計研究が外延を拡張することにより，そ
の有用性の回復を目指したことは明らかだろう。翻って，伝統的な管理
会計が対象にしていた生産における財務情報の役割について，我々は何
を明らかにし，何を明らかにしてこなかったのかを明示する必要もある。
そしてまた，明らかにされてこなかった問題を実証的に検証することこ
そが本論文における研究の目的である。 
 具体的な研究目的は，生産という文脈におけるさまざまなマネジメン
トコントロールシステムのもとで選択される財務・非財務情報の選択基
準を実証的に示すことである。これらシステムには，標準原価管理に代
表されるような伝統的な生産管理会計技法や，それに代替する革新的な
管理会計技法，あるいは非財務的な生産管理といったものが該当する。  
 この研究目的を達成することによって，学術的には MPC のような生
産における財務情報の利用の一般性についての検証が可能となり，実践
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的には生産におけるマネジメントコントロールシステムの情報選択につ
いての諸条件を明らかにする，といった貢献が期待できる。後者の貢献
は，実践家が生産におけるマネジメントコントロールシステムを設計す
る際のガイドラインを提供するだろう。 
 ところで，ここまでの研究目的の議論から本論文の研究対象を具体的
に示すことが出来る。つまり，Luft and Shields (2003)によって類型化
された分析レベル2の概念に従って，本論文の基本的な分析レベルを明ら
かにすることが可能となる。 
 Luft and Shields (2003)は，管理会計の典型的な分析レベルとして 4
つのレベルを指摘したが，本論文では，「部門レベル (subunit level)」
の分析を実施する。生産におけるマネジメントコントロールシステムの
分析には，生産部門を分析レベルとして設定することが妥当だからであ
る。「部門レベル」より上位の分析レベルである「組織レベル」というの
は，トップマネジメント以下を対象とする分析レベルであり，部門間レ
ベルのマネジメントの分析枠組みとみていいだろう。本研究では生産部
門を対象とするので，分析レベルは「組織レベル」ではなく「部門レベ
ル」となる。 
 その結果として，例えば，原価情報が他の情報と比してどれほど職長
の評価に用いられているかなどは扱うのだが，原価情報は生産だけでな
く開発職能にとって他の情報より有用だ，というような生産部門を超え
た部門間の情報活用の問題は扱わない。 
 

1.3  「生産管理会計」 
 ここで，本論文で議論する中心的な概念である「生産管理会計」につ

                                                   
2 ここで，研究の分析レベル(level of analysis)とは，管理会計研究の分析対象の類型で
ある。 Luft and Shields (2003)は， 2002 年以前の代表的な 6 つのジャーナル
(Accounting, Organizations and Society (AOS)，Contemporary Accounting Research 
(CAR)， Journal of Accounting and Economics (JAE)， Journal of Accounting 
Research (JAR)，The Accounting Review (TAR))に掲載された管理会計の経験的研究の
論文 275 本をレビューし，(1)個人レベル(individual)，(2)部門レベル(organizational 
subunit)，(3)組織レベル(organization)，(4)組織間レベル(beyond-organization)の 4 つ
の分析レベルに分類した。 
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いて，定義をしておくことは，本論の議論における無用な混乱を避ける
ために有効かもしれない。 
 生産管理会計という用語は，近年の管理会計の教科書においても用い
られている用語である。例えば，浅田ほか(2005)では，原価改善，原価
維持，原価企画を生産管理会計の要素としている。しかし，本論文では，
前節において明らかにしたように，開発職能や購買職能，営業職能にお
ける管理会計を対象とすることはないため，浅田ほか(2005)より狭い定
義を採用することになる。 
 その意味では，レビュー論文である”Management Accounting and 
Operations Management” (Hansen and Mouritsen, 2007)で取り上げ
られた内容こそが本論文における生産管理会計とよく一致している。彼
らは，「JIT，TQM，自動化といったオペレーションズ・マネジメントの
革新によって新しい管理会計が誕生した」(p.729) と述べ，生産におけ
る管理会計の(1)分権化，(2)非財務情報による業績評価，(3)原価計算，
(4)標準の設定，(5)報酬システム，などが研究対象となってきたことを指
摘した。本論文で取り上げる研究内容も主にはこれらと関連しており，
生産管理会計の範囲をよく表している。 
 そこで，Hansen and Mouritsen (2007)にもとづいて生産管理会計の
定義を行うと次のようになる。すなわち，「生産管理会計とは生産管理の
一環として実施されるマネジメントコントロールシステムであり，そこ
では必ずしも財務情報のみが用いられるわけではなく非財務情報も重要
な会計情報に含まれる」というものである。非財務情報を会計情報に含
める点については，アメリカ会計学会によって 1966 年に発表された
ASOBAT (A Statement of Basic Accounting Theory)による意思決定有
用性に基づく情報の定義にまでさかのぼって議論することも出来るかも
しれない3。だがここでは，これら定義自体を議論するためではなく，こ
れを定義しておくことにより無用な混乱を避けるためのものであるから，
この議論に深入りすることは避ける。いずれにせよ，本論文における生
産管理会計が，財務・非財務情報を用いるマネジメントコントロールシ
                                                   
3 ASOBAT については，Christensen and Demski (2003)や Scott (2006)のような標準
的な会計学の教科書における「情報」の議論を参考にしている。 
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ステムである点を確認するまでとする。 
 

1.4  本論文の構成 
 研究目的を達成するために，本論文では次のような構成で研究を実施
する。まず，次の第 2 章では先行研究のレビューを実施する。このレビ
ューの目的は，本論文が扱う研究対象について，現在までに何が明らか
にされて何が残された課題なのかを明示することにある。よって，第 2
章のレビューを通じて，本論文が取り組む具体的なリサーチクエスチョ
ンが明らかとなる。 
 第３章では，研究方法や記述統計について述べる。研究方法について
は，研究課題の解決のためには郵送質問票調査が最も有効であることを
指摘した上で，第４章以降の分析のための記述統計も示す。生産管理会
計の現状については，やや丁寧に記述統計を示しておく。というのも，
現在まで，工場という部門レベルで実施された生産管理会計の実態調査
は少なく，記述そのものに価値があると判断したからである。 
 第 4 章から第 7 章にかけては，リサーチクエスチョンに答えるための，
理論的かつ経験的な検証を実施する。第 4 章から第 6 章までは，比較制
度分析(第 4 章および第 5 章)，エイジェンシー理論(第 6 章)のような理
論に則って仮説を構築し，検証を実施する。第 7 章では会計システム選
択についての経験的かつ探索的な分析を実施する。 
 第 8 章は本論文の結論である。まず，発見事実を要約した上で，これ
ら事実がもたらした学術的あるいは実践的な貢献を整理する。そのうえ
で，本論文における研究が持つ限界について指摘し，今後の研究の方向
性について議論を実施する。 
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第２章  先行研究のレビュー 
 
 本章では，生産管理会計に関する先行研究のレビューを実施する。ま
ず，2.1 節では，本論文における議論の前提となる生産システムに関連
した主要な概念について整理し，「現代の生産システム」の特徴を明らか
にする。2.2 節では，レビューにおける社会科学的な立場を示した上で，
どのようにレビュー文献を選択し，それらを分類したのかを示す。2.3
節では伝統的な生産管理会計を，2.4 節では革新的な管理会計をそれぞ
れ取り上げ，その発生と機能をレビューする。2.5 節では，2.3 節および
2.4 節を受け，財務情報ではなく非財務情報を主に利用する生産管理の
代表的な事例として JIT 生産システムの発生と機能をレビューする。2.6
節では，生産管理会計における財務・非財務情報の選択問題を扱ったコ
ンティンジェンシー理論にもとづく研究をレビューする。2.7 節では，
本章の小活として，先行研究の残された課題を示し，それらのうち本論
文が取り組むリサーチクエスチョンを明らかにする。 
 なお，第 2 章における各節の役割と構成については，次の図 2.1 のよ
うになる。 
 

図 2.1 第 2 章の議論の構成 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

議論の前提 文献レビュー レビューの検討 

2.1 節 
議論の前提とな
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概念の整理 
 
2.2 節 
レビューにおけ
る社会科学的立
場の明示 

2.3 節 
伝統的な生産管
理会計の文献レ
ビュー 
 
2.4 節 
革新的な生産管
理会計の文献レ
ビュー 

2.5 節 
非財務情報を活
用した JIT 生産
システムの文献
レビュー 
 
2.6 節 
生産の情報選択
を扱った研究の
レビュー 

2.7 節 
レビュー結果の
総括と残された
研究課題の導出 
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2.1  「生産システム」の諸概念 
 本節の目的は，生産管理会計の議論に生産システムの視点を導入する
ための基礎的な概念を整理することである。まず，生産システムと生産
管理会計の基本的な関係を確認した上で，伝統的な生産管理会計が機能
していた生産システムである大量生産システムについての基本事項を整
理する。そして，伝統的な生産管理会計の逆機能が顕在化し，それに代
替するシステムとして登場した「現代の生産システム」4の概念を明らか
にする。 
 

2.1.1 生産システムと生産管理会計 
 ビッグ・ビジネスと言われる近代企業の成立に前後して，いくつかの
重要な生産システムの革新があった。初期には，アメリカ産業革命の担
い手であるスレーター, S.による家族全体を雇用するという特徴を持つ
「ロードアイランド・システム(Rhode Island system)」，これを受けて
ロ ー ウ ェ ル , F. C. の ボ ス ト ン 製 造 会 社 (Boston Manufacturing 
Company) に よって行われた「ウォルサム・システム (Waltham 
system)」，兵器生産から誕生した互換性部品を用いる「アメリカン・シ
ステム (American system)」などが代表的である (Pusateri, 1988; 
Hounshell, 1984; 安部ほか, 2002)。 
 それ以後大量生産の時代，いわゆるモダンタイムスにおいては，テイ
ラー, F. W.の科学的管理法による「テイラーシステム(Taylor system)」
や，フォード, H.の大量生産システムである「フォーディズム(Fordism)」
が発達した。わが国においても，大野耐一らによるトヨタ自動車におけ
るフレキシブル大量生産システムである「JIT(Just-in-Time)生産システ
ム」，あるいは「リーン生産方式(lean production system)」と呼ばれる

                                                   
4 本論文における「現代の生産システム」は，明らかにそれまでの生産管理会計の在り
方を変化させたといえる(Hansen and Mouritsen, 2007)。なお，Hansen and Mourit-
sen (2007)は，現代の生産システムを新しい生産のパラダイムである”integrated 
manufacturing”として概念化している。 
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生産システムが誕生した(Hounshell, 1984; 安部他, 2002; Womack et 
al., 1990; 藤本, 2001)。 
 歴史的には，このような生産システムでは財務情報が重要な役割を果
たしていた。例えば，初期の生産システムの一形態であるウォルサム・
システムにおいてさえ，原価諸勘定が採用され管理会計が行われていた
(Johnson, 1986; Johnson and Kaplan, 1987; 上總,1989)5。また，鉄
鋼王といわれたカーネギー, A.は，カーネギー・スティール社の工場管
理を緻密な原価計算によっていた(Blackford and Kerr, 1986; 米倉, 
1999; 安部ほか, 2002)。 
 しかし，主たる研究対象である Relevance Lost 以降の生産システム
では，生産を管理する上では財務情報は何ら有用ではないという主張も
ある(Johnson, 1992; Johnson and Broms, 2000)。そこで，2.3 節では
伝統的な大量生産システムのもとで行われていた伝統的な生産管理会計
のメカニズムとその機能，あるいは逆機能についての検討を行う。また
2.4 節では，Johnson が主張したような伝統的な生産管理会計が機能し
なくなったような生産システムにおいて登場した革新的な生産管理会計
についてのレビューを実施する。また，2.5 節では非財務的なマネジメ
ントコントロールの例として Just-in-Time 生産システム(以下，JIT 生産
システム)を取り上げる。 
 なお，伝統的な大量生産システムに対する現代の生産システムが，JIT
生産システムのように何か特定の生産システムを指しているのではない
点に注意が必要である。ここでの「現代の生産システム」とは，あくま
で伝統的な生産管理会計が機能しなくなった新しい生産システムの総称
である。もちろん JIT 生産システムも含まれるが，JIT 生産システムが
現代の生産管理の全てではない6。 

                                                   
5 Johnson が研究対象としたライマン・ミルズ社(Lyman Mills Corporation)は，ボス
トン製造会社に出資したボストン・アソシエイツによって 1854 年に作られ，その工場 
はウォルサム・システムを採用した紡織一貫工場だった(上總, 1989)。 
6 JIT 生産システムが現代の生産システムで普遍的なものではない，という主張につい
ては，詳しくは IMD et al. (1997)のオペレーションに関する議論を参照されたい。特に
コリンズ, R. らの JIT の普遍性を検討しているコラムでは，「JIT は，製造の万能薬でも
なければ，製造の錬金術のようなものでもない。JIT の導入によって利益が生まれるか
どうかは，…企業や製造プロセスの種類によって強く影響されるのである」とある。 
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＜非財務的な生産管理手法としての「JIT 生産システム」＞ 
 ここで，なぜ非財務的な生産システムの代表例として JIT 生産システ
ムを取り上げるかを説明する必要があるだろう。 
 生産管理において，財務情報を重視せず非財務情報を中心とする手法
を用いている例は多い。かんばんといった非財務情報を用いる JIT 生産
システムに限らず，全社的品質管理(total quality control; TQC)や，資
材所要量計画(material requirement planning; MRP)，制約条件の理論
(theory of constraints, TOC)などである(藤本, 2001)。これらの手法は，
いずれも生産管理の実践にインパクトを与えたし，実際に使用されてい
ると考えられる。 
 だが，ここでは，財務情報を用いる生産管理会計の比較対象としての
反例として JIT 生産システムをレビューするにすぎない。結局，(1)生産
管理の分野だけでなく管理会計の研究分野でも研究が蓄積されている，
(2)発生論的，機能論的な研究が蓄積されている，(3)生産における会計情
報を批判する直接の根拠を与えた7，という 3 点をもって，非財務情報を
用いた生産の代表例として JIT 生産システムを取り上げることとする。 
 

2.1.2 伝統的な大量生産システムとは何か 
 生産管理会計の議論を進める前に，「伝統的な大量生産システム」と
「現代の生産システム」と便宜的に呼ぶ 2 つの生産システムの特徴につ
いて，既存の代表的な研究などをもとに，それぞれの特徴を整理してお
こう。まずは，「伝統的な大量生産システム」についてである。ここでは，
伝統的な大量生産システムとして，テイラーシステムとフォーディズム
を取り上げる。 
 伝統的な大量生産システムとは，思想的側面ではテイラーの科学的管
理法を基礎として，フォードによってはじめて実践された生産システム
である(Hounshell, 1984; 宗像, 2000)。具体的には，1910 年代のフォ
ード社の T 型モデルを起源としている生産システムである。 

                                                   
7 Johnson and Kaplan(1987)の第 9 章，Johson(1992)，Johnson and Broms(2000)を
参照されたい。生産管理における財務情報の情報価値の陳腐化に対して，卓越した非財
務情報を利用した生産の例として，JIT 生産システムが多く検討の対象となっている。 
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 大量生産システムは，互換性部品に特徴を持つアメリカン・システム
の影響などを受けつつ発展したが8，その思想的基盤はテイラーによる科
学的管理法に求めることが出来る(Hounshell, 1984)。具体的には，
1913 年に起きた労働問題を機会に事実上のテイラーシステム，科学的
管理法に接近する(藤本, 2001)。 
 伝統的大量生産システムの思想的な起源である科学的管理法について，
テイラー自身の著作や生産管理の教科書からその要点を簡単にまとめる
(Taylor, 1911; 金房, 2000; 藤本, 2001)。ここでの科学的管理法は，19
世紀後半に米国で起きた能率能率増進運動(efficiency movement)の中で
形成されたものである。つまり，科学的管理法の目的は能率の増進に他
ならなかった。テイラーは，労働者の気まぐれや成り行きによることな
く，科学的な基準をもって労働者を管理しようとした。彼の科学的管理
法は体系的な管理法であり，労働者側がそれまで有していた計画や統制
といった機能を管理者側へ移転するものだった。 
 具体的には，課業の最適な遂行のための動作を追求したり(動作研究)，
その動作にかかる時間を測定したりした(時間研究)。これらの測定され
た値は，管理者側からも労働者側からも独立したものであり，これをも
って管理法が「科学的」とされる。とにかく，いったん恣意性を排除し
た基準が決まれば，それをもとに統制活動が行われることになる。この
体系的管理の下では，職長から管理の権限を剥奪した計画・統制職能が
出現した。結局，鈴木(2000)によれば，テイラーシステムは課業の最適
遂行のための作業の細分化と，それを支えるための計画と実行の分離を
組織にもたらした9。 
 大量生産システムは，おそらくはテイラーの考え方に強く影響を受け
たフォードによって実現した。1910年1月に操業を開始したミシガン州
のハイランド・パーク工場は，1927年までに1500万台ものT型社を製造
した(Crainer, 2000)。様々なそれ以前の生産システムの流れを汲みつつ

                                                   
8 「フォードは間違いなく偉大な大量生産の代表的人物ではあるが，彼が使用したシス
テムの期限は長く古くにまでさかのぼる」(Crainer, 2000, 邦訳 p.28)。 
9 なお，この科学的管理法の発展形態が標準原価管理である(上埜ほか, 2005)。具体的
な標準原価管理の生成プロセスについては，次節を参照されたい。 
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も10，ハイランド・パークで実施された流れ作業組み立てラインによる
生産は，大量生産システムのさきがけとなった。 
 フォードによる大量生産システムの技術的特徴は，以下のようなもの
である(Hounshell, 1984; 鈴木, 2000)。つまり，専用工作機械を中心と
した部品加工工程の品種別ライン配置と，組立工程のライン配置と機械
的搬送手段による連結(移動組み立て式ライン)である。具体的にハイラ
ンド・パーク工場では，部品加工部門は品種別加工ラインとなり，工作
機械も汎用機中心から単能・専用機械へかわっていった。結果的に，T
型フォードの値段は劇的に低下し，「大量生産＝大量消費社会」，いわゆ
るモダンタイムスを出現させることになる。 
 また，藤本(2001)によれば，大量生産システムの要件は以下の 4 点に
まとめることが出来る。 
 
1) 互換性コンセプトの確立 
2) 社内モデル間の部品共有化 
3) モデルチェンジ 
4) 部品の標準化(専門部品企業の発達) 
 
 1)の要件は，ある製品内で同一部品の交換が可能な状態を指す。2)と
3)の要件は，モデル間・世代間での部品の共有化である。4)の要件は，
特定の企業に関係特殊的ではない汎用部品の登場である。いずれも部品
の性質の問題であり，この様な部品の登場なくして大量生産システムは
実現しなかったという。実際，これらの要件を満たした最初の大量生産
システムはフォードの生産システムだった(藤本，2001, p.68)。 
 以上，大量生産システムの概略を見た。この様な生産システムのもと
で作業者は，科学的に設定された標準を設定され，標準と実績の差異に
基づいて評価されるという体系的な課業管理によって管理されていた。
後に 2.3 節でみるように，これは標準原価計算にもとづく管理手法と同
一のものである。つまり，大量生産システムのもとで，具体的なマネジ
                                                   
10 テイラー・システム以外の大量生産システムの起源については，Crainer (2000)の邦
訳 pp.28-34 を参照されたい。 
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メントコントロールの 1 つの手段として伝統的な生産管理会計は普及し
ていくことになる。 
 

2.1.3 伝統的大量生産システムから「現代の生産システ
ム」へ 

 1900 年代の最後の四半期に，伝統的な大量生産システムに替わる新
しい生産システムが登場する。 
 伝統的な大量生産システムが抱えた問題点が 1970 年代ごろから顕在
化し，「組織的な麻痺 (organizational paralysis)」の状態となった
(Crainer, 2000)。実際の大量生産システムが抱える問題点は 1960 年代
には明らかだったが(鈴木, 2000)，基本的な問題点は Abernathy (1978)
で指摘されたような生産性の硬直である(宗像，2000)。1975 年以降に
は，「モノづくりのあり方，生産システム，生産体制の編成原理自体の特
性を直接対象とする議論が時を追って産業界においても，学界において
も国際的に盛んになり，『産業・製造のルネッサンス』と呼ばれるように
なった」(宗像，2000, p.20)。ここではまず，伝統的な大量生産システ
ムの問題点としての「生産性のジレンマ(productivity dilemma)」につ
いて整理を行う。そして，伝統的な大量生産システムとは異なる新しい
生産システムの特徴を整理する。 
 
＜「生産性のジレンマ」：大量生産システムの問題の顕在化＞ 
 アバナシー, W. J.が提唱した「生産性のジレンマ」は，生産性とイノ
ベーションにトレードオフ関係があり，生産性の極端な追及はイノベー
ションを追いやってしまうというものである(Abernathy, 1978)11。実際，
自動車産業が生産性を追い求めて伝統的大量生産システムを推進してか
                                                   
11 藤本(2001)によれば，「生産性のジレンマ」は製品・工程ライフサイクル説から導か
れる重要な仮説であるという。製品・工程ライフサイクル説とは，「ある製品(例えば自
動車やそのエンジン)とその生産工程の誕生から成熟化までの技術発展史に，一定のパタ
ーンが当てはまる」(p.58)という学説である。この説に従えば製品と工程は，「製品革新
期」，ドミナントデザインの誕生による「工程革新期」，最後の「標準化期」という非可
逆なライフサイクルを辿るという。生産性のジレンマは，標準化期において「工程は特
定の製品モデルに特化し，その結果，学習効果の累積などにより生産性を高めるが，同
時に製品設計の変化に対するフレキシビリティ(柔軟性)を失ってしまう」(p.61)ことを意
味する。 
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ら 1970 年代までの間，革新的な製品のイノベーションは，1930 年代の
オート・トランスミッション以降起きていないという。また彼は，生産
性の追求がイノベーションだけでなく様々な要素とトレードオフである
と主張した。具体的には，生産ライン特性，生産能力，管理組織といっ
た要素である。 
 いずれにせよ，伝統的な大量生産システムのもとでの工場の専門性の
高度化，投資の高額化は，製品設計変更に伴う償却負担を上昇させるこ
とになり，以下の 2 つの傾向を促進させた(鈴木, 2000)。1 つ目は，生
産量確保の至上命題はいくつかの犠牲を伴って達成されるようになった，
という傾向である。犠牲になったのは製品品質や作業意欲など様々なも
のだった。2 つ目は，製品設計の硬直化である。これは，部品の世代
間・モデル間の極端な共有である。先に引用した藤本(2001)の大量生産
の要件が，極端なまでに追求された結果ともいえる。 
 つまり，伝統的大量生産システムは，そのシステム設計上，生産性を
追及する際にいくつかのジレンマが存在するということだ。このジレン
マは，多くの米国企業がそうしたように無視されてしまうか，あるいは
新しい生産システムの要請を企業に意識させた。 
 このような自動車産業の伝統的な大量生産システムのジレンマは，
1960年代以降の米国の自動車消費者市場の輸入車選好として顕在化した
(Abernathy et al., 1983; Crainer, 2000; 藤本, 2001)。ここにいたって，
産業界と学界は大量生産システムの再検討をはじめることになる。 
 
＜「インダストリアル・ルネサンス」：現代の生産システムへ＞ 
 「近年アメリカの産業面でのパフォーマンスがさえない主因は，多く
の伝統を背負った製造業が新たに当面している厄介な一連の競争の実情
に適合できなかったことにある」という指摘から始まるアバナシーやク
ラーク, K.B.らのインダストリアル・ルネサンスは，アメリカ製造業の
復活へ向けた議論のさきがけとなった。 
 このような伝統的な大量生産システムへの批判とその処方箋には，大
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きく 3 つの見解があるという12。藤本(2001)によれば，それらは，「累積
進化説」と「革命的変化(パラダイムシフト)説」，「リーン・プロダクシ
ョン仮説」である。累積進化説と革命的変化説については次の表 2.1，
リーン・プロダクション仮説については表 2.2 のようにまとめられた。 
 これらの表から分かるように，生産管理論の分野では伝統的な大量生
産システムから発展した新しい生産システムについて異なる見解が存在
している。だが研究関心に照らせば，個々の発展形態の差異の議論とい
うよりは，とにかく従来の大量生産システムとは異なる生産システムが
少なくとも 1970 年代の日本には存在していたということが重要である。 
 また，現代の生産システムについて，生産管理論の議論では，クラフ
ト方式への回帰やリーン・プロダクション仮説といった様々な仮説が提
示された。現代の生産システムが何か一つの優れた生産システムに収束 
 

 
表 2.1 大量生産システムの進展に関する学説 

 
 累積進化(evolution)説 革命的変化(revolution)説 
主な論者 アバナシー(Abernathy)ら スキナー(Skinner)ら 

累積進化(evolution)とみる パラダイムの不連続的変化
(revolution)とみる 

学習(learning)を重視する 学習棄却(unlearning)を重視す
る 

生産システム発展
に対する基本的な
考え方 

直面する問題に対して小刻みに
「問題解決」が行われる 

古いパラダイムがしぶとく残
り，これが問題を覆い隠す 

アメリカの生産システムの土台
は健在：途中から方向性を誤っ
ただけ 

アメリカの生産システムは土台
からおかしくなっている 

「もの造り」の基本に帰れ 部分的には 19 世紀の技術系経
営者の伝統に帰れ 

1990 年代のアメ
リカ製造業に対す
る診断と処方箋 

基本をしっかりやっている日本
企業があればそこから学べ 

古い大量生産パラダイムを根本
から棄却し，新しいパラダイム
へ移行せよ 

(出典)藤本隆宏(2001)『生産マネジメント入門 I』日本経済新聞社, p.84 より一部改変。 
 
 

                                                   
12 また，MIT の産業再生委員会による Dertouzos et al.(1989)も 3 つの仮説には含まれ
ないがこの種の議論の代表的なものである。上記の 3 つの仮説が主として自動車産業を
対象としたのに対して，彼らは半導体やコピー機のような情報家電製品から化学，繊維
産業まで幅広い産業を対象とした日米欧の比較研究となっている。 
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表 2.2 生産システム間の特徴の比較 

 
属性 ＼ 生産 

方式 
クラフト 
生産方式 

もともとの純粋
フォード方式 

近年のフォード
方式 

トヨタ生産方式
(リーン生産) 

作業標準化 低 高 
(管理者による) 

高 
(管理者による) 

高 
(チームによる) 

統制スパン 幅広い 狭い 狭い 中程度 
在庫量 大 中 大 小 
バッファー量 大 小 大 小 
修理エリア 生産と一体 小 大 非常に小 
チームワーク 中程度 低 低 高 

(出典)藤本隆宏(2001)『生産マネジメント入門 I』日本経済新聞社, p.85 より一部改変。 

 
したというよりは，様々な生産システムが台頭してきたことが示唆され
ているといえる13。これら多様な生産システムを，本論文では便宜的に
「現代の生産システム」と呼んでいる。 
 ここまでの伝統的な大量生産システムの議論から，2.3 節，2.4 節のレ
ビューの背後にある生産システムの概念とその変化を明らかにしてきた。
研究関心は，生産システムそのものではなく，そこでのサブシステムと
してのマネジメントコントロールシステムの変化にある。だが,これらの
システムの上位の生産システムの特徴を，代表的な文献に限られるとは
いえ，整理しておく事は有用だろう。例えば，伝統的な生産管理会計の
逆機能の顕在化において，背後にある生産システムそのものが抱えるジ
レンマが存在することをレビューしたことには次のような意義がある。
それは，逆機能の顕在化が，伝統的大量生産システムが抱えていた本質
的な問題点を克服し新しい生産システムへ移行する際に起こったのは，
異なる生産システムの下で同一の生産管理会計を用いたことによる必然
的な出来事だったと理解できるからである14。 
 よって，本論文においては，伝統的な生産管理会計の背後に伝統的な
大量生産システムの興亡と現代の生産システムの登場を，新しい生産管

                                                   
13 例えば，Abernathy et al.(1987)では，日本の自動車産業のフィールドスタディを行
ったうえで，「日本のメーカーがすべてまったく同じ方法で競争しようとしているわけ
ではない」として，「そこには，製造工程全体を首尾一貫した総合システムとして機能
させようとする不断の努力が存在するだけである」と述べている(邦訳 pp.138-139)。 
14 この議論の詳細は，2.3 節を参照されたい。 
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理会計の背後には現代の生産システムを位置づけることになる。 
 

2.2  レビューのフレームワーク 
 ここまで整理した生産システムの視点は，生産管理会計の有用性の検
討の際にその背後に想定されている生産システムを明示した点で意義が
あるが，本節ではもう一つの異なる次元のレビューの視点を議論する。
それは，レビューにおいて文献を検討する際に採用する社会科学の立場，
つまり，パースペクティブについての概念的なものである。よって，本
節の議論は，2.3 節から 2.5 節にかけてのレビューがどのような社会科
学的な立場に基づいて行われるのかを説明することにある。 

 
2.2.1 発生論と機能論 
 生産システムのダイナミックな発生・進化の過程を検討する際，「発生
論」と「機能論」という異なるパースペクティブから分析が行われるこ
とがある。 
 JIT 生産システムについての発生・進化を研究した藤本(1997)は，こ
の 2 つの異なるパースペクティブを明確に区分した上で分析を行ってい
る。そこでは，発生論とは「ある先行構造が，新しい構造(システム)に
変異する過程を説明するロジック」であり，機能論とは「システム存続
のロジック」であるとする。なぜこの分類が重要であるかといえば，
Merton(1968)が強調しているように15，「機能は構造(システム)の結果で
あって動機ではない」からである(藤本, 1997)。つまり，「一つの事実が
何にとって有益であるかを明らかにしても，この事実がいかにして発現
し，またいかにして現在のように存在するのかを説明したことにはなら
ない」ので(Durkheim, 1895，邦訳 p.125)，発生論と機能論という分析
上の異なる視点が必要になる。 

                                                   
15 マートン, R. K.が主張しているのは，「動機という主観的範疇と機能という客観的範
疇」を混同すべきではない，ということで，機能や逆機能は行為者の意図とは明確に区
分すべきというものである。この「意図」と「機能」の区分は，「意図せざる結果(潜在
的機能)」という概念を定義する上で欠かせない。 
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 また，この機能論と発生論という 2 つの視点に立った分析は，管理会
計研究でも有効な分析フレームワークである。挽(2007)では，事後的合
理性を持つ花王株式会社と京セラ株式会社の管理会計システムについて，
環境制約，事前合理性，事後合理性，企業理念，経営哲学および組織風
土・文化の観点から，その進化の過程を分析した。いずれにせよ，この
機能論と発生論というパースペクティブは，生産管理論や管理会計論に
共通して有効な，分析フレームワークであるといえる。 
 研究目的であるシステムが持つ有用性についての検討には，機能論的
な視点が必要である16。システムの持つ機能・逆機能を整理し，それら
の「正味の差引勘定」(Merton, 1968)として有用性を検討することにな
る。しかし，機能論と発生論は補完的な関係にあるので17，次節以降の
レビューにおいては機能論的な分析に軸足をおきつつも，適宜，発生論
的な歴史分析を行う。 
 
＜機能，逆機能とシステムの存続＞ 
 ここで，Merton (1968)に基づいて「機能」と「逆機能」についての
意味を整理しておく。機能とは，一定の体系の適応ないし調整を促す観
察結果である。また，逆機能とは，この体系の適応ないし調整を減ずる
観察結果である。そして，「どのようなばあいであれ，一つの項目は機能
的結果と同時に逆機能的結果をもつので，総結果の正味の差引勘定を秤
量する」必要がある(邦訳 p.102)。この機能と逆機能の「差引勘定」こ
そが，あるシステムの持つ「有用性」と考えることが出来る。この概念

                                                   
16 これは，発生論的視点が重要ではないという意味ではなく，研究関心に照らせば機能
論的な分析を採用したほうがいい，と主張しているに過ぎない。逆に歴史的な視点から
は，なぜ，ある特定の行為者が現状のシステムから「逸脱した」システムを構築すると
いう意思決定を行ったのかが重要になる。例えば，経営史学では「累積される一瞬一瞬
の瞬間に環境にイナクト(enact)する経営主体の主体的意思決定こそが重要な意味を持つ」
(米倉, 2002, p. 9)という主張がある。 
17 この補完性は以下の状況下では成立しない。(1) システムの変異がすべて偶然の結果
であり，しかもその変異の数が無数であるため，存続可能なすべてのシステムがランダ
ムに発生しているとき，(2) システム自身，あるいはシステム創造者による事前合理的
なシステムであるとき，(3) 発生したシステムがすべて生き残るとき，という状況下で
ある(藤本, 1997, pp.13-15)。つまり，行為者に意図が存在しない，意図せざる結果が
存在しない，システムが全て機能的である，という特殊な状況下以外では，システムの
存在を説明するのに 2 つの視点は補完的である。 
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は，藤本(1997)や挽(2007)における「事後的合理性」とほぼ同一のもの
である。 
 そして，システムが有用性を持っているときは，そのシステムは存続
すると考えることが出来る。この機能論的な存続のロジックとは，藤本
(1997)によれば，「構造(安定的なシステム)の存続に貢献するようなシス
テムの挙動やアウトプットを『機能』と呼び，ある『構造』がある『機
能』を生み出し，その結果システムが安定的に存続するという一連の流
れを，事後的に因果関係として説明する」(p.152)ことである。 
 

2.2.2 先行研究のレビューのフレームワーク 
 以上のような観点から，先行研究の貢献と残された課題を明らかにす
るレビューを行う。そのために次節以降では，機能論的な視点だけでな
く，補完的に必要であると位置づけた発生論的な視点にももとづいて，
生産管理会計の文献をレビューする。発生論的な視点に立った場合，特
にシステムの生成に携わった行為者の意図・生成の動機に注目する。 
 対して，「機能論」的な視点に立ったレビューにおいては，各システム
の構造・メカニズムとそれが果たす機能・逆機能，システムの存続を説
明する。ここでは，発生論的なレビューのような史的事実の整理とは異
なって，先行研究に対して批判的なレビューを実施する。 
 また，本論文においては，残された研究課題の経験的な検証を試みる
第 4 章以降においても一貫して機能論的な立場に立ち続ける。これは，
現実に存在するシステムに対して積極的にその機能を認識するという意
味で機能論的であり，また，この機能論的な立場は会計研究における実
証的研究のパースペクティブと同一のものとなる18。 
 

2.3  生産における伝統的な会計情報 
 本論文においては，伝統的な生産管理会計として標準原価計算とそれ
にもとづく原価管理をとりあげる。以降これらを標準原価管理と総称し，
                                                   
18 ここでの会計研究がとる方法論的な立場については，加登ほか(2007)における議論に
もとづいている。 
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本節においては，この標準原価管理に関する先行研究のレビューを実施
する。レビューの目的は，標準原価管理が現代の生産システムにおいて
持つ有用性の探求である。この目的を達成するために，まず，発生論的
なレビューを実施し，その上で，標準原価管理の機能論的なレビューを
行う。機能論的なレビューでは，標準原価管理の構造を明らかにした上
で，その機能や逆機能についての整理を行う。 
 

2.3.1 標準原価管理の発生論 
 まず，研究の主たる関心である「機能論」的な視点の分析に先立ち，
それを補完する「発生論」的なレビューを行う。ここでのレビューは，
批判的なものというよりは，史実や行為者の意図を整理することに重点
を置く。 
 伝統的な管理会計は，「標準原価管理」と「予算統制」の完成をもって
成立したといえるが(溝口, 1987; 廣本, 1993)，生産管理会計と密接に関
連しているのは標準原価管理である。ここでは，標準原価管理の歴史的
な発生・衰退のメカニズムを既存の歴史研究をもとに明らかにする。こ
れらは，システムの生成に関わる行為者の「動機」に特に注目して行わ
れる。 
 
＜標準原価管理の生成と発展＞ 
 標準原価管理の歴史的な変遷をたどる上で，重要なプレイヤーは「能
率技師(efficiency engineer)」，「会計士」，そして「技術者」である。そ
れぞれは，標準原価計算を生成し，発展させ，その限界を指摘する，と
いう役割を果たしている。 
 標準原価計算の生成においては特に重要な役割を果たすのは，会計士
ではなく，能率技師たちだった。能率技師とは，テイラー19など科学的
管理法を実践する技術者たちのことである。能率技師たちは，19 世紀末
                                                   
19 1890 年代のジョンソン社の革新的な管理会計システムの構築者は，他ならぬテイラ
ー自身だった。この時点では未だ標準原価計算と呼べるほどの原価計算ではなかったが，
「原価計算が必ずしも一般化していない当時のアメリカにおいて，整備された原価計算
を基礎として，月次損益計算書を商品セグメント別に実施するシステムを推奨していた
ということは，会計人としてのテイラーの先駆性を物語る」(田中, 1982, p.58)。 
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の原価計算の現状に不満を持ち，能率技師の 1 人であるエマーソン, H
によって最も初期の標準原価計算が誕生した20。また，同時期に会計士
たちの手によっても同様の原価計算が誕生した。注目すべきは，この時
期の米国における標準原価計算生成の能率技師，会計士それぞれの動機
である。 
 岡本(1969)は，標準原価計算の発達史を主題とした文献である。能率
技師，会計士が標準原価計算を生成・発展させた動機について，それぞ
れ首尾一貫した記述がある。エマーソンにとっては，既存の歴史的原価
計算が(1)ころがし計算のため計算自体が遅延する，(2)歴史的原価が原価
管理上なんら有効な情報を提供できない，という 2 点が標準原価計算を
誕生させる動機となった。能率技師たちがこのような「原価管理上の欠
陥」に動機付けられたのとは対照的に，会計士たちは「真実の原価」を
追求する上で標準原価計算を誕生させることとなった。会計士たちにと
っては，歴史的原価計算のもつ価格計算・損益計算上の欠陥こそが標準
原価計算を誕生させる動機となったのである。 
 伊藤(1970)は，岡本(1969)と同様に標準原価計算を生成した際の「動
機」について記述している。岡本(1969)ほど一貫的ではないが，伊藤
(1970)では，特にエマーソンの標準原価計算の生成の動機を詳細に記述
した。つまり，エマーソンは既存の原価計算を「検死的原価計算(post-
mortal cost accounting)」と呼び，報告の遅延と計算の不正確さを批判
した点を指摘した。そのうえで「作業能率の増進という現実の要請」と
「科学的管理の未来志向的な方法論」の 2 点が，標準原価計算の成立の
根拠であったとしている。 
 辻(1988)は，標準原価計算の生成・発展における能率技師と会計士の
役割を，より対立させて記述した。エマーソンといった能率技師たちが
物量計算を中心に独自に開発した原価計算が，初期の標準原価計算であ
る。これは，当時の「会計士の原価計算」に対しての厳しい批判から生
まれた。しかし，この標準原価計算の目的は能率測定であり，能率技師
たちが指向した完全操業を目指すものだった。それは，1900 年以降幾
                                                   
20 当時の米国の工場管理の現状から能率技師たちの誕生，そして標準原価計算の誕生に
至るまでの記述は，上總(1989)の第 5 章，第 6 章を参照されたい。 
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度か繰り返される恐慌時には，適切な基準を提供することができなかっ
た。そのため，会計士側からの働きかけにより，会計士たちが誕生させ
た標準原価計算と合流し，標準原価計算が発展した，と主張した。 
 
＜小括：標準原価管理の発生論＞ 
 以上，岡本(1969)，伊藤(1970)，辻(1988)をはじめとする標準原価計
算の生成と発達についての発生論的な知見を，既存の歴史研究から整理
した。発生論的なインプリケーションとして以下の点を挙げることがで
きる。 
 
1. 1900 年代のごく初期に，既存の原価計算が「能率」についての情

報を提供しないことに不満を持つ能率技師によって標準原価計算が
生成した。 

2. ほぼ同時期に，価格計算や期間損益計算のために会計士たちによっ
ても標準原価計算が誕生した。 

3. 恐慌時の低操業度においては，能率技師たちによる標準原価計算は
適切な標準を提供しなかった。 

4. 会計士の標準原価計算が，能率技師による標準原価計算を取り込み，
標準原価計算が完成した。 

 
 遅くとも 1930 年ごろまでには完成した標準原価管理は，着実に普及
していったと考えられる。レレバンスロストが指摘される以前の 1984
年の加登(1989)の実態調査によれば，米国の「フォーチュン 500 社」の
87.4%もの企業が原価管理に標準原価計算を用いていた。また，その利
用に高い満足を得ており，「数多い原価管理の方策のうちでも標準原価計
算が原価管理手法として中枢的な役割を担っている」という(加登, 1989, 
p.85)。同時に行われた，わが国の東証一部上場の鉱・製造業(建設業を
除く)を対象にして実施された調査によると，79.0%の企業で標準原価計
算が何らかの形で実施されていた。そして，「標準原価計算の経営活用は
わが国企業においては，定着しているといえる」と結論付けている
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(p.108)。 
 発生論的には，能率技師という技術者から会計士へとふれた「生産管
理会計の生成」の振り子は，もう一度，技術者たちに戻ってくることに
なる。なぜなら，標準原価管理に代替する生産システムは，いずれにせ
よ技術者たちの手によるものだったからだ。彼らはまた，標準原価管理
が抱える限界を様々な形で示すことにもなる。なお，この点は，2.4 節
と 2.5 節のそれぞれにおける発生論的なレビューにおいて検討する。 
 

2.3.2 標準原価管理の機能論 
 テイラーの科学的管理法のひとつの発展形態として誕生したのが，標
準原価計算に基づく管理，標準原価管理である。このシステムは，伝統
的な大量生産システムのもとで普及したが，伝統的な大量生産システム
の問題点の顕在化とともにシステムの逆機能も議論されるようになった。 
 ここでは，まず標準原価管理の構造を明らかにする。続いて，その構
造が持つ機能と逆機能の研究についてレビューする。 
 「構造を明らかにすること」とは伝統的な標準原価管理の基本的なメ
カニズムを明らかにすることである。標準原価管理とは，標準原価計算
とそれに基づく差異分析などの一連の経営管理活動であり，理念型とし
ての標準原価管理については原価計算の研究者の間に一定のコンセンサ
スがあるだろう。それは，「原価計算基準」の第三章に標準原価計算につ
いての記述がある，という制度的な要因があるからかもしれない。いず
れにせよ，いくつかの原価計算の教科書21を比較しても，説明の多少の
差こそあれ，基本的なメカニズムについては「コンベンショナル・ウィ
ズダム(conventional wisdom)」22が確立していると言える。そこで，標
準原価管理の持つ構造については，その概略を示すに留める。 
 続いて，標準原価管理のもつ機能と逆機能をレビューする。ここでは，
標準原価管理のもつ「有用性」について，既存研究の批判的レビューを
                                                   
21 溝口(1985)，加登・山本(1996)，廣本(1997)，小林(1997)，岡本(2000)，上埜ほか
(2002)など。 
22 管理会計においてコンベンショナル･ウィズダムとは，管理会計の領域を明確化する
ために，ア・プリオリに境界を決めるのではなく，既存の教科書などから帰納的に導か
れた共通知識のことである。詳しくは，Scapens (1985)や加登(1999)を参照されたい。 
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踏まえて整理を行う。「機能」については，発生論的なレビューを踏まえ
て既存の教科書的な機能の説明を整理する。「逆機能」については，
Relevance Lost 以降いくつかの研究が実施されており，それらを批判的
にレビューする。これらを踏まえ，標準原価管理が持つ現代的な意義，
有用性をまとめる。ここでは，「構造(安定的なシステム)の存続に貢献す
るようなシステムの挙動やアウトプットを『機能』と呼び，ある『構造』
がある『機能』を生み出し，その結果システムが安定的に存続するとい
う一連の流れを，事後的に因果関係として説明する」(藤本, 1997, 
p.152)という機能論的な分析を標準原価管理に対して行う。 
 
＜標準原価管理の構造＞ 
 標準原価管理の基本的なコントロールのプロセスをまとめると，原価
標準の設定，標準原価による製品原価の算定，標準原価差異分析，の大
きく 3 つのステップを経る(溝口, 1985; 廣本, 1997; 岡本, 2000)。  
 「原価標準の設定」とは，製品単位当たりの標準原価である原価標準
(cost standard)を決定することである(廣本, 1997; 岡本, 2000)。そして，
原価標準は，次の 3 つの特徴を持つ(廣本, 1997, p.270)。1 つ目は，能
率の尺度となるように予定されることである。2 つ目は，科学的・統計
的な調査によって算定される。3 つ目は，物量標準と価格標準から算定
される，ということである。算定された原価標準は，その「規範として
の水準」について 3 つに区分できる(溝口, 1985)。それは，「理想標準原
価」，「現実的標準原価」，「正常標準原価」であり，後者にかけて達成可
能水準が低くなっている。 
 「標準原価による製品原価の算定」とは，上記のステップで設定され
た「原価標準に，当期の生産実績を乗じて計算される」(上埜ほか,  
p.114)。これら標準原価は，直接材料費，直接労務費，製造間接費につ
いて計算される。 
 「標準原価差異分析」とは，標準原価と実際原価の差異とその原因を
分析することである。その差異の把握には，「パーシャル・プラン」，「修
正パーシャル・プラン」，「シングル・プラン」などがある(溝口，1985)。
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これらは，「標準原価をどの計算段階で複式簿記機構の中に組み入れるか」
の違いである。具体的な差異分析は，費目ごとに行われる。直接材料費
については材料消費価格差異と材料消費数量差異が，直接労務費につい
ては賃率差異と作業時間差異が，間接経費については予算差異と能率差
異と操業度差異として計算される(加登・山本, 1996)23。標準原価管理で
は，このように計算された差異がなぜ発生したのかを究明し，その情報
がフィードバックされ，是正行動がとられる。 
 標準原価管理では，各々のステップで「事前原価管理」と，「日常的原
価管理」，そして「事後ないし原因別原価管理」と呼ばれる原価管理活動
を行っている(岡本, 2000)。適切な標準原価を示すことは，組織成員が
達成すべき基準を明確にすることになり，これが事前原価管理となる。
また，期中では，作業データが収集され標準原価と比較され日常の管理
が行われるが，これが日常的原価管理である。そして，差異分析での結
果を踏まえて是正措置がとられることになるが，これが事後ないし原因
別原価管理である。差異分析は，例外的に発生した経営現象の是正を意
図しているが，これは標準原価管理が「例外管理」であるとする根拠で
ある(岡本, 2000)。 
 このような標準原価管理の構造について，実際の企業においてどれほ
ど教科書的な，あるいは教科書から離れたシステムが運用されていたの
かについては，経験的な証拠がほとんどない。この点は既存の原価計算
研究は批判されるべきだろう。次節でレビューするいくつかの実態調査
は，標準原価管理が教科書的な構造で運用されていることを前提として
いるとも言える。だが，実際の企業での標準原価管理がどのような構造
で行われていたのかを示す経験的な証拠の欠如は，標準原価管理の有用
性を経験的に検討する際に結果の信頼性を低下させることになる。 
 
＜標準原価管理の機能＞ 
 「原価計算基準」第三章四○による標準原価計算システムの機能は次

                                                   
23 ここでの間接経費の差異分析は，公式法の変動予算の三分法によっている。他にも，
二分法や四分法による差異分析，あるいは固定予算を用いた差異分析の方法がある。詳
しくは，先述の原価計算の教科書を参照されたい。 
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の 4 つである。 
1. 原価管理を効果的にするための原価の標準として標準原価を設定す

る。これは標準原価を設定する最も重要な目的である。 
2. 標準原価は，真実の原価として仕掛品、製品等のたな卸資産価額お

よび売上原価の算定の基礎となる。 
3. 標準原価は，予算とくに見積財務諸表の作成に，信頼しうる基礎を

提供する。 
4. 標準原価は，これを勘定組織の中に組み入れることによって，記帳

を簡略化し，迅速化する。 
 
 このうち，研究関心に照らせば，1 番目の機能である原価管理機能が
主要な検討の対象である。つまり，標準原価計算システムが果たす機能
のうちの 1 つが原価管理機能であり，その標準原価管理が具体的にどの
ような機能を持っているかをさらに詳細に検討するのがここでの目的で
ある。 
 ここで，注意しなければならないのは，標準原価計算システムと標準
原価管理の違いである。標準原価管理の有用性の問題と，標準原価計算
システムの存続は，次元が異なる問題である，ということだ。もし，現
実の企業で標準原価計算システムが存続していたとしても，それが一体
どのような機能によって存続しているかを示すことが出来なければ，標
準原価管理が有用であるとすることは出来ないのである。なぜなら，標
準原価計算システムが存続していても，その理由は記帳が簡略化できる
とか，財務諸表作成目的だとか，原価管理とは異なる側面で機能的であ
るかもしれないからである。 
 以上の注意点を踏まえて，以下では，標準原価計算システムが果たす
原価管理機能について先行研究をレビューして，より具体的な機能と逆
機能を整理しよう。 
 
＜標準原価管理の具体的な機能＞ 
 標準原価管理の歴史的な発生経緯を踏まえれば，標準原価管理に期待
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されていた役割は，能率の管理であった。しかし，標準原価管理の差異
分析では，能率に限らない多様な差異分析が行われている。 
 では，それぞれの差異分析によって一体どのような例外管理が行われ
るのだろうか。加登・山本(1996)は，それぞれの差異の原因を列挙した。
表 2.3 は，標準原価管理が管理可能な経営現象を示していることになる。 
 表 2.3 からもわかるように，標準原価管理の差異分析から選択可能な
是正活動の範囲は広い。また，この事後原価管理活動以外にも事前や期
中にも原価管理活動が行われる。このため，標準原価管理の機能は原価
管理において多様である。これをもって，標準原価管理が「現代におい
て，原価管理に最も適した原価計算方法である」とも言われている(岡本, 
1994, p.407)。 
 
＜標準原価管理の実態調査＞ 
 いくら標準原価管理が優れた原価管理手法であると教科書が主張して
も，その機能がどれほどなのかは経験的事実によって確認する必要があ
る。ここでは，1990 年代以降に行われた実態調査として，日本大学商
学部会計研究所(1996)と鳥居(1999)をレビューする。 
 日本大学商学部会計研究所(1996)は，原価計算実践の総合的データベ
ースの構築のため，1993 年から 1994 年にかけて行われた東証一部上場
製造業 703 社とサービス・非製造業 530 社を対象にした，のべ 6 回に
及ぶ郵送質問票調査の報告である。回収率は，概ね 28％前後だった。こ
の調査では，製造業の 64％が標準原価計算を実施していることが判明し
た。標準原価計算の実施目的は，回答製造業 203 社中，原価管理目的が
103 社だったのに対して，財務諸表作成目的・予算編成目的の使用は 96
社である。ただし，この回答が複数回答可能なものなのかは，報告から
は不明である。また，原価標準は 53％もの企業が半年から 1 年で改定
するとした。標準原価計算の記帳方法はシングル・プランが 38％，修正
パーシャル・プランが 31％，パーシャル・プランが 26％となっている。
最後に，標準原価計算の必要性が問われたが，必要と答えたのは 133 社
(66％)で，そのうち引き続き採用するとしたのは 124 社(62％)である。 
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表 2.3 標準原価差異の発生原因の例 

 
費目 差異分析 推定される原因 

材料消費価格差異 

・ 価格標準設定方法や計算上の誤り 
・ 市場価格の予想以上の変動(為替変動なども含む) 
・ 購買部門の責任に関係する予定した購買条件と
異なる条件での購買 

直接材料費 

材料消費量差異 

・ 消費数量標準の設定方法や計算上の誤り 
・ 規格外や品質不良の材料の使用 
・ 製品規格の変更 
・ 機械設備や工具，生産方法・手順の変更 
・ 仕様書・設計図の不備 
・ 作業員の能率の低下 

賃率差異 

・ 標準賃率の設定方法や計算上の誤り 
・ 賃金の水準の変動 
・ 予定した労働等級以外の作業員の使用 
・ 時間外など緊急の必要による高い賃率の支払い 直接労務費 

作業時間差異 ・ 作業時間標準の設定方法や計算上の誤り 
・ 作業能率の低下 

予算差異 

・ 予定価格の見積もりの誤り 
・ 間接材料などの市場価格，電力量などの料率，
間接賃金の賃率など，価格要素の変動 

・ 燃料など発生に季節的変動があるもの 
・ その他管理可能な原因によるもの 

製造間接費 

操業度差異 

・ 製造や販売が特定の時期に集中する季節商品を
製造する時のような季節的変動 

・ 景気状況など，一般的な市場の状況の変化 
・ 販売部門の不振 
・ 機械設備の整備不良などによる操業停止 
・ 他の製造部門のトラブルによる製造部門間の活
動調整 

・ 労働意欲の低下 
・ 不時の災害やストライキなど 

出典：加登豊・山本浩二(1996) 『原価計算の知識』，日本経済新聞社の pp.114-121 を
もとに作成。なお，製造費間接費差異は三分法のとき。能率差異は，「実際作業時間と
標準作業時間との差が製造間接費に反映されたものであり…製造間接費の費目別に調査
する必要」はない(加登・山本, 1996, p.121)。 
 
 
もっとも，これらの分析では，なぜ企業が今後も採用し続けるのかにつ
いては明らかにされなかった。 
 鳥居(1999)は，伝統的管理会計技法が電気・精密機器業界においてど
れほど利用され続けているかについての調査である。1998 年に『日本
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会社人名録』(上場会社および店頭・未上場会社)に掲載されている，電
気機器 281 社，精密機器 50 社の合計 331 社に対して実施された。回収
率は 30.3％であり 99 社から返答があった。短期原価統制目的の標準原
価計算については 89％が有益性を認め，74.5％の会社が実施していた。
しかし，その他の目的の標準原価計算の使用と，原価管理目的の標準原
価計算をどのように区分したのかは報告からは不明である。 
 以上の実態調査からも分かるように，企業は標準原価管理の機能を高
く評価している。しかし，その標準原価管理の計算メカニズムが教科書
的なものとどれだけ乖離したものかについては，調査されていない。ま
た，一部で調査内容が原価管理目的とその他の目的が適切にコントロー
ルできていなかった点も指摘できる。 
 
＜標準原価管理の逆機能＞ 
 多様な標準原価管理の具体的な機能にもかかわらず，標準原価計算を
生産管理上の原価管理に用いることは，現代的な意義を失いつつあると
いう主張がある。レレバンスロスト以降，標準原価管理に限らず既存の
会計システムについての有用性の検討が行われ，特に製造業における問
題点は，表 2.4 のようにまとめられた。この表にあるような「伝統的な
会計測定の問題点」は，全てが標準原価管理に原因があるものではない。
だが，伝統的な会計測定が過剰在庫や原価増，機会損失，品質低下など
をもたらしていると指摘しており興味深い。 
 以下では，伝統的な会計測定の問題点の中でも標準原価管理の現代的
意義の喪失に関わる研究をレビューし，その逆機能を整理する。本節で
は便宜的に「逆機能」を，機能を果たさなくなった状態である「機能不
全」と，機能を果たさなくなっただけでなく意思決定を誤導している状
態である狭義の「逆機能」に分類しておく。この分類は，標準原価管理
の逆機能を整理するうえで便利なのである。 
 先行研究によれば，標準原価管理が機能を果たさなくなっている，と
いう機能不全の主張は，「生産環境の変化」と「製品特性の変化」という
2 種類の変化によって引き起こされている。「生産環境の変化」とは，
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FA (factory automation)化の進展であり，「製品特性の変化」とは，多
品種少量生産の進展，製品ライフサイクルの短縮，の 2 点である。 
 また，生産環境や製品特性といった「環境要因」による標準原価管理
の機能不全とは別に，標準原価管理が本来的に持っている逆機能も先行 

 
表 2.4 製造の最適化を妨げる伝統的な会計尺度 

 
測定 行動 結果 

購入価格 品質・配達を無視して価格を引
き下げるための発注数量の増加 

過剰在庫，在庫費の増加，最良
の品質・配達を提供するサプラ
イヤーが無視されるかもしれな
い 

機械の稼働率 
監督者は，機械の稼働率を高め
るために毎日の必要量を超えて
機械を稼動させる 

過剰在庫，悪品質の在庫 

標準段取 大量生産の助長 過剰在庫 

標準仕損発生率 差異が発生しなければ，監督者
は行動しない 

標準の引上げ，最小の仕損限界
の組み込み 

標準配賦間接費 
監督者は，発生額を超える間接
費の配賦を実現するために過剰
生産を行う 

過剰在庫 

直・間人員比率 
マネジメントは，トータル・コ
ストではなく，比率をコントロ
ールする 

間接労務費標準の好ましくない
設定，トータル・コストは管理
外 

仕損額 仕損額が是正活動で重視される 現場に対する直接的なインパクトが金額の中に隠されてしまう 

コスト・センター
の報告 

マネジメントは，活動ではな
く，コスト・センターをコント
ロールする 

共通活動が無視され，原価低減
の機会が見逃される 

作業報告 
マネジメントは，固定的で少額
の直接労務費に焦点を当て，変
動的で巨額な間接費を無視 

原価低減機会の喪失，大きな間
接費を伴う活動が表面化されな
い 

稼得労働所得 
監督者は，稼得労働所得を最大
化し，作業者の多忙さを軽減し
ない 

在庫過剰，スケジュールの達成
は軽視，アウトプットの重視 

間接比率 トータル・コストではなく，レ
ートをコントロール 

間接費水準の不適当な設定，高
コスト活動が隠蔽される 

出 典： Tom Pryor, Motorola, Inc./ Berliner, C. and Brimson, J. (1988) Cost 
Management for Today's Advanced Manufacturing, Harvard Business School Press. 
p.170 より。なお，日本語訳は邦訳版ではなく小林(1993)の p.57 によっている。 
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研究によって主張されている。それは，工程の分断を促進してしまう，
というものである。標準原価管理は「個々の生産場所での作業能率の向
上やその効率性の測定を主たる目的にしてきた」(小林, 1993, p.56)ため
に，生産工程の前後の流れの管理などを阻害する恐れがある，というこ
とである。 
 そこで，以下「生産環境の変化による機能不全」，「製品特性の変化に
よる機能不全」，「工程分断の逆機能の顕在化」，の 3 つについての先行
研究を整理しよう。 
 
＜生産環境の変化による機能不全＞ 
 FA 化の進展によって，標準原価管理のような生産段階での原価管理
活動の効果が少なくなることを指摘した初期の文献には，牧戸(1979)が
ある。そこでは，「特に自動式機械・装置を多く使って大量生産を行って
いる企業」について「生産段階に入ってからの原価低減活動は，その効
果が極めて少ないことが多い」と述べている。その原因としては，「製品
の計画段階において，生産組織，生産設備，生産方法，生産技術等の各
種の生産条件がほとんど与えられてしまうことに求められる」。その対応
策として，牧戸(1979)は科学的な予定原価である標準原価ではなく，「過
去の経験または担当者の勘によって予定した原価」である見積原価の使
用を説明している。 
 その後の，FA 化の進展によって生産段階での原価管理活動の効果が
減少する，という議論は，標準原価管理の機能不全の問題よりは，新し
い原価管理手法である原価企画へと関心が移っていく24。 
 だからといって，標準原価管理の機能不全についての議論が全く行わ
れなかったわけではない。レレバンスロスト以降では，例えば，小林
(1993)や中根(1996)，Sakurai and Scarbrough (1997)が FA 化と標準原
価管理の意義の低下について議論している。 
 小林(1993)では，「FA 設備は，作業の自動化を通じて直接労務費を減
少させるが，設備の減価償却費だけではなく，その設備の稼動・保全等
                                                   
24 原価企画の網羅的なレビューについては，吉田(2003)の第 1 章，Ansari et al.(2007)
などを参照されたい。 



 
32 

に関する共通費も増加させる」としている。これは，「伝統的な標準原価
計算は直接労務費を主たる管理対象としているので，直接労務費の減少
とそれに代わる間接費の増大は，原価管理のためのツールとしての標準
原価計算の意義を相対的に低下」させてしまう原因となる。 
 Sakurai and Scarbrough (1997)では，最近の管理会計にとって最も
重大な環境の変化が FA 化であると主張した。まず 1980 年代に日本企
業でなぜ FA 化が進んだのかについて，次の 4 点を挙げている。それは，
高齢化による労働力の不足，若年労働者の製造業への就職の忌避，急速
に進んだ円高，新興工業国の台頭である。そして，この変化によって直
接労務費が減り，標準原価管理などの伝統的管理手法は「完全に
(entirely)」役目を終えたと述べている。 
 一方，中根(1996)では，標準原価管理についての歴史的な比較分析を
している。そこでは，科学的管理法時代と現代での管理の必要性の差に
焦点を当てている。科学的管理法時代の代表例である金属加工業につい
ては，反復的な作業ないし標準作業の継続的生産を行っており，標準化
された安定的な生産条件の下で，人間の作業時間と産出量とのあいだに
比例的な関係が存在した(pp.282-283)。対して，現代の FA 化が進んだ
製造業では，人間が人間を管理するシステムではなくコンピュータが機
械を管理するシステムとなり，反復的作業の減少，標準製品の不必要化
をもたらし，直接工の減少により人間の作業時間と産出量のあいだに比
例的な関係がなくなっていく(p.283)。その結果，「標準原価計算の原価
管理上の意義も，FA 化により標準原価計算の成立基盤が崩壊していく
過程とともに低下していかざるをえない」と結論付けた。 
 このような標準原価管理の有用性の低下の議論は，いずれも概念的な
ものであった。仮説検証型の実証研究は次に述べる李 (1999)，
Lee(2000)を除いてほとんど見当たらない。その理由としては，レレバ
ンスロスト以降，標準原価管理の機能低下が研究者の間で「共有知識」
となってしまっていたことが考えられる。また，標準原価計算自体が，
原価管理目的以外の機能(財務諸表作成目的，記帳の簡略化など)により
以前として企業経営上の有用性を持っていたことが，標準原価管理の経
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験的な逆機能研究を阻害していたとも考えられる。 
 いずれにせよ，李(1999)，Lee(2000)は，わが国の FA 化と標準原価管
理について行われた数少ない実証的研究である。この研究では，「仮説
1：自動化が進むにつれて，標準原価による能率管理の役割は低下して
いる。」という仮説を設定し，それを検証した。実証分析は，1997 年 5
月に実施された。製造業を中心とした 500 社の経理財務部門にアンケー
トを送付し，109 社から回答を得た。以下，実証結果をレビューしよう。 
 まず，標準原価の言語的な意味の分析が行われた。ここでは，標準原
価，目標原価，予定原価などの用語と，理論数値から現実をどれだけ反
映させたのかのいわゆる「タイトネス」との関係について分析が行われ
た。ここでは，材料消費量の原価目標以外では，原価目標値の用語とタ
イトネスの間には決まった傾向は認められなかった。 
 続いて，仮説 1 についての検証であるが，材料消費量における自動化
の程度と原価目標値のタイトネスとの間には有意な差を見つけることは
出来なかった。つまり，「自動化環境では，いったん製造工程・方法が確
立されれば，材料加工に人手を介在しないという意味での材料消費の無
駄がなくなり，直接材料費標準の設定の意味がなくなっている」という
仮説は支持されなかった。しかし，作業時間と操業度においては，自動
化の程度と原価目標値のタイトネスとの間には有意な差が認められた。
これは，「産業用ロボットが作業の主体となる CIM 環境では，現場作業
員をせきたてて働かせるのに効果的な標準原価計算による能率管理の必
要性が低下した」という仮説は支持されたことを意味する。 
 以上より，李(1999)，Lee(2000)では，「作業時間と操業度においては，
自動化が進むほど，原価目標値の水準は『理想的な数値』から『過去の
実績平均値』に移行している」としている。これは，仮説 1 がある程度
妥当であることを示している。 
 この李(1999)，Lee(2000)は，標準原価管理に関する研究では数少な
い仮説検証型の研究であり，その貢献は大きい。また，各企業で使用方
法が異なるであろう会計用語についても，タイトネスの観点から適切に
コントロールされている。しかし，統計処理において，原価目標のタイ
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トネスを原価管理の有用性と等しく捉えている点には注意が必要だろう。
理論数値に近い目標原価が設定されていたとしても，それが原価管理の
有効性を必ずしも保障するものではないからである。 
 
＜製品特性の変化による機能不全＞ 
「消費者ニーズの多様化と競争の激化は，多品種少量生産化を促進し，
絶えざる新製品開発の必要性を生じさせ，製品のライフサイクルを短く
して」いる(加登・山本, 1996, p.123)。このような状況下での「標準原
価計算の前提となる標準事態を設定することの困難性」(p.123)によって，
標準原価管理は機能不全に陥ると言う考え方がある。 
 小林(1993)によると，多品種小ロット生産では「間接作業は多様な製
品を顧客に迅速かつ弾力的に提供するために必要な活動であり，その間
接費は製品生産量よりも製品の種類に関連して発生する原価であって，
その原価発生の源泉を捉えて管理する必要がある」(p.60)という。つま
り，標準原価管理は直接費の管理にこそ有用性を発揮するのだが，段取
時間など間接業務の増大は標準原価管理では機能不全となるという。 
 また，製品ライフサイクルの短縮については，「綿密な科学的分析を通
じて各種の原価標準が設定されたとしても，その標準の適用期間が短く，
標準設定にかかるコストにくらべて，そこから得られるベネフィットが
小さい」(小林, 1993, pp.60-61)ために標準設定の意義が低下するのであ
る。 
 これらの主張についても，李(1999)，Lee(2000)では仮説検証型の実
証研究が行われた。そこでは，「仮説 2：多品種少量生産により，原価標
準の能率設定は困難である」と，「仮説 3：製品ライフ・サイクルの短縮
化により，原価標準の能率設定は困難である」という仮説について実証
分析が行われた。結果は，いずれの仮説も支持されなかった。理由とし
て，仮説 2 については「良好能率水準を，多品種での生産量の多少と関
係なく，努力目標値として設定が可能で必要であるため」と推定してい
る。 
 経験的データに基づいた検証によれば，製品特性の変化によっても小
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林(1993)や加登・山本(1996)が指摘した標準原価の設定の困難性につい
ては，企業にとってはそれほど問題ではないといえる。 
 
＜工程分断の逆機能の顕在化＞ 
 Johnson (1992)の標準原価管理に対する批判は，各工程が自工程の能
率を維持しようとする行為のために，逆に全工程でのコスト高という状
況に陥る，というものである。これは，各々の工程が前後の工程に関係
なく能率を追求し生産を続けることによって，工程間に仕掛品がたまっ
たり，あるいは需要を無視して能率を追求することにより在庫が過剰に
なる状態を指している。標準原価管理が工程ごとの能率を管理する仕組
みである限り，工程間の調整については逆機能を持つのである。だが，
この Johnson の主張について，管理会計研究者たちはあまり重要視しな
かったし，この主張の経験的な証拠を探求した研究はほとんど存在しな
い。 
 
＜小括：標準原価管理の機能論＞ 
 標準原価管理の機能論的なレビューを通じて，その特徴をまとめると
以下の 3 点を挙げることができる。 
 1 点目は，標準原価管理の「構造」についてである。標準原価管理の
メカニズムには，研究者の間でコンベンショナル・ウィズダムが確立し
ていると言っていい。ただし，このメカニズムが実際の企業において経
験的に確認された研究はほとんどない。むしろ，標準原価管理について
の多くの実態調査が，このメカニズムを前提として行われていた。 
 2 点目は，標準原価管理の「機能」についてである。前述の問題点が
あるとはいえ，実態調査によれば標準原価管理に対する企業の満足度は
高い。ただし，標準原価計算システムと標準原価管理の違いを企業側が
理解していたかどうかで，この結果の信頼度が異なる点に注意が必要で
ある。 
 3 点目は，標準原価管理の「逆機能」についてである。経験的な証拠
で確認された逆機能は，「自動化が進むにつれて，標準原価による能率管
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理の役割は低下している」という仮説だった。ただし，Johnson (1993)
で主張された「工程分断の逆機能」については，標準原価管理に代替す
るシステムを構築した大野や稲盛のシステム生成の動機と一部は一致す
るものであった。 
 本節では，標準原価管理の現代的意義について先行研究のレビューを
もとに整理した。ただし，この作業は 2.2 節での生産システムの視点と
はかなり独立したものだったので，以下では 2.3 節のまとめとして生産
システムと標準原価管理の関係について議論する。 
 

2.3.3 大量生産システムの生成・発展と標準原価管理 
 まず，大量生産システムの生成，発展と標準原価管理の普及について
のまとめである。これは，大量生産システムのもとで標準原価管理がそ
の機能を発揮していたことが推測できる。このことは 2.3.1 項での歴史
的研究のレビューによって支持されている。 
 実際，作業の標準化と細分化，計画と実行の分離といったテイラーシ
ステム以降大量生産システムに受け継がれた生産システムの特性のもと
では，標準原価管理が良く機能するといえる。作業の標準化と細分化は，
作業者の原価標準の作成を容易なものとしただろう。また，計画と実行
の分離のもとでは，作業者について「原価差異」という同一次元で比較
可能な業績情報を提供できる標準原価管理は高い親和性を持っていたと
推測できる。 
 
＜大量生産システムの問題の顕在化と標準原価管理の逆機能＞ 
 続いて，大量生産システムの問題点と標準原価管理の逆機能について
の関係である。これについては，標準原価管理は大量生産システムから
異なる生産システムへと変化したときその逆機能が顕在化している，と
結論付けることが出来るだろう。 
 これは，逆機能あるいは機能不全が，いずれも伝統的な大量生産シス
テムにはない新しい生産システム上の要因によって引き起こされている，
ということからも明らかである。 
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 伝統的な大量生産システムはそもそも工程を細かく分断することを意
図したものだった。しかし，このことが逆機能として指摘されるのは，
生産システムが，伝統的なそれとは異なっていると考えることが出来る
だろう。つまり，工程が細分化された伝統的な大量生産システムのもと
で有効だった標準原価管理は，新しい生産システムのもとでも伝統的大
量生産システムのように作業を分断してしまう，という意図せざる逆機
能を顕在化させたのである。 
 
＜標準原価管理の現代的意義＞ 
 機能論的な立場から，生産システムとの関係も含めて，標準原価管理
の現代的意義をまとめる。まず，多くの企業で現在標準原価管理が実施
されているので，やはりそれは原価管理目的にも有用性があることにな
る。ただし，機能より逆機能が上回るようなときは，つまり FA 化が進
展していたり仕掛品・在庫のコストが大きくなっていったりするときに
は，生産管理会計は標準原価管理に代替する別のシステムになる。よっ
て，標準原価管理の持つ現代的意義は，生産システムとの適合性に影響
される，ということになる。 
 しかし，機能論的な立場にたって主張したこの現代的な意義について
は，その社会科学的な立場ゆえの限界がある。 
 具体的には，機能論的な立場では「存続しているシステムは必ず機能
を持っている」という前提がある。そのため，最適ではないという意味
で有用性を喪失したシステムが存続していることについては，説明の対
象外となってしまう25。ここで指摘した現代的意義とは，機能的ではな
いが存続しているシステムについては説明することが出来ない，という
限界を持っている点に注意されたい26。 

                                                   
25 「本質的合理性は，機能主義者によって，社会の本質的合理性に関する説明」に用い
られる(Burrel and Morgan, 1979)。有用性を喪失したシステムの存続は，合理性の枠
外におかれる。これこそが，発生論と機能論が補完しあう根拠である。もしそれが非合
理的なシステムなのに存続しているとすれば，発生論的な行為者の意図の分析によって，
存続の理由はある程度明らかになると考えられる。 
26 この限界を克服するために，機能論的な立場だけにたたない，より仮説探索的な研究
が必要ということである。機能／発生論の立場だけでなく，制度論や認識論といった本
論文のレビューの際に用いなかった視点による現代的意義の探求も必要だろう。 
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 このような限界を踏まえたうえでも，本節のレビューによって，標準
原価管理の現代的意義が生産システムと関係がある，という可能性は提
示できる。さらに標準原価管理の現代的意義の探求においては，それに
代替するような生産マネジメントコントロールシステムの構造や機能を
明らかにする必要がある。そこで次節では，伝統的大量生産システムか
ら現代の生産システムに移行する過程で生成した標準原価管理に代替す
るような生産管理会計について，その発生，構造と機能を明らかにする。 
 

2.4  生産における利益情報の活用 
 標準原価管理に代表される伝統的な生産管理会計の逆機能を克服する
ために，生産において利益情報を用いる経営実践が誕生した。これは，
クーパー, R.によって MPC (microprofit center)と類型化された(Cooper, 
1995)。本節では，このような MPC と呼ばれる革新的で利益情報のよう
な財務情報を積極的に採用する生産管理会計のレビューを行う。レビュ
ーの構造は前節と同様であり，まず，発生論的な視点からシステム生成
の動機などを明らかにする。その上で，MPC の構造，機能と逆機能を明
らかにする。 
 

2.4.1 MPC の発生論 
 MPC は，工程のような比較的に小さい単位を利益責任単位としたもの
である。また，MPC を用いたマネジメントそのものを，以下 MPC と呼
ぶ。MPC 自体の研究は，2.4.2 項で検討するように 1990 年代以降に行
われたものが多い。そのため，それらの史的展開を研究した例はこれま
でほとんどなかった。しかし，挽(2007)においては MPC の一例である
京セラのアメーバ経営の進化過程が明らかにされているし，そのシステ
ムの設計者である稲盛和夫氏による著作でも生成の動機などを明らかに
することが出来る。ここでは多様な MPC の 1 つであるアメーバ経営の
生成・進化に焦点を合わせ，その生成・進化について発生論的な探求を
行う。 
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＜挽(2007)にもとづくアメーバ経営の発生論＞ 
 挽(2007)は，藤本(1997)のフレームワークをもとに，それらに組織風
土・文化などの要素を加えるなどの若干の変更を踏まえた上で27，管理
会計研究の文脈に適応している。 
 特に，京セラアメーバ経営における「京セラ会計学」について，「一対
一対応の原則」，「筋肉質経営の原則」，「ダブルチェックの原則」，「完璧
主義の原則」，「採算向上の原則」，「ガラス張り経営の原則」の 6 つの原
則をとりあげ，このような原則が生成し，そして進化した過程を明らか
にしている。また，アメーバ経営そのものについても，「製造部門」，「営
業部門」「海外子会社」，「国内子会社」，「研究開発部門」，「物流部門」，
といった 6 つの組織を分析単位として，生成・進化の過程を明らかにし
ている。その際，「知識移転」，「環境制約」，「事前合理性と事後合理性」，
「企業理念」，「経営哲学」，「組織文化・風土」の各視点から進化の過程
が明らかにされた。 
 挽(2007)では，時間当たり採算という当初製造部門で生成した仕組み
が様々な職能へ広がる過程を明らかにした。そこでは，製造アメーバに
アメーバ経営が導入された当時から京セラ会計学が成立していたという
よりは，「経営哲学に基づく会計学を実践させるルールや組織が次第に整
備されたことに伴って，導入当時にはなかった機能を発揮」することと
なったと，結論づけている(挽, 2007 , pp.285-286)。 
 
＜京セラアメーバの発生論：稲盛(1998)＞ 
 稲盛(1998)によると，彼がアメーバ経営を考案した動機の一つは，正
しく既存の会計システムに対する限界を克服するためだった。彼が認識
した既存の会計システムが持つ限界とは，おおよそ資産の評価に関わる
もの，つまり経営的に価値がないものを評価してしまう会計システムに
ついてのものである。 

                                                   
27 藤本(1997)に対する挽(2007)の分析フレームワークの相違点は，次の３点である。1
点目は「意図していた効果」を「事前合理性」とし「意図していなかった効果」を「事
後合理性」としたこと，2 点目は「企業家的構想」を「企業理念および経営哲学」とし
たこと，3 点目は組織風土・文化を追加したこと，である(挽, 2007, p.83)。 
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 具体的に既存の標準原価計算に対して，2 つの問題点を指摘している。
1 点目は，生産管理上の焦点が「個々の製品の原価」に集中してしまう
という点である。つまり，「(生産管理上の)主役は最小の経費で最大の売
上をもたらすような知恵を絞る『人』の集団」(p.129)であるという前提
ため，人を費用の一部とみなすのではなく，工程をコストセンターから
プロフィットセンターへ転換した管理を行うことになる。 
 2 点目は，仕掛品を評価してしまうという点である。つまり，稲盛は
「製品は，客先に出荷できる状態にして初めて」市場価値を生むものと
考えたのに対して，「通常の会計上は製造途中の仕掛品も完成品と同じよ
うにその原価で評価」されてしまうことを問題視したのだ(p.130)。 
 後者の仕掛品の評価の問題は，「資産か費用か」という問題として，標
準原価計算に拘わらずアメーバ経営で既存の会計に対する疑問点として
呈示されている。例えば，「キャッシュベースで経営する」(稲盛, 1998, 
第１章)や，「セラミック石ころ論」(稲盛, 1998, p.82)などはその典型で
ある。 
 また，標準原価計算のような伝統的な生産管理会計に限らず会計全体
に対しては，経営管理目的の会計データの遅延を危惧している点にも注
意が必要である。つまり，「いかに正確な決算処理がなされたとしても，
遅すぎては何の手も打てなくなる」ので，アメーバ経営ではデータの適
時性が重視される28。 
 
＜小括：MPC の生成＞ 
 MPC については，2.5 節で検討する JIT 生産システムに対する藤本
(1997)のようにさまざまな生成要因を体系的に分析した研究として挽
(2007)が果たした貢献は大きい。また，自らによって語られた稲盛
(1998)におけるシステム生成の動機も，研究上興味深いものだったと言
えよう。 
 この発生論的なレビューで示された最も重要な点は，システム発生の
基本的な動機の一つには，既存の生産管理会計に対する不満が存在して
                                                   
28 実際，アメーバ経営では「その日の実績は，次の日にはアウトプットされ，現場に渡
される」(三矢ほか, 1999, p.121)。 
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いた点である。よって，事後的にはシステムには意図せざる機能を有す
ることになったとはいえ，システム発生の動機として伝統的な生産管理
会計に対する逆機能の認識があった点を踏まえたうえで，システムの存
続のロジックについて機能論的な考察を加えることが重要となるだろう。
これは，伝統的な生産管理会計の逆機能は，MPC の生成動機とは独立し
た形で，本当に克服されたのかを検証する作業となる。 
 なお，稲盛(1988)で明らかにされたシステム生成の動機は，2.5 節で
明らかにされる JIT 生産システムの生成の動機と多くの共通点を有して
いる。結果を先取りすれば，これら革新的なシステムの設計者は標準原
価管理システムが仕掛品の統制に有用ではなかった点を，新しいシステ
ムを設計しようとした動機として，共通して挙げているのである。 
 

2.4.2 MPC の機能論(1)：概念の登場 
 MPC(microprofit center：ミニ・プロフィットセンター)とは何か。本
節では，この MPC の基本的な構造と機能を明らかにするために，先行
研究のレビューを行う。まずは，MPC についてのケーススタディを整理
する。このレビューでは，MPC が持つ基本的な構造や企業間における
MPC の構造の異同を理解することを目的としている。続いて，MPC の
概念的な研究を整理する。 
 
＜MPC 概念の登場＞ 
 MPC という概念をはじめて明示したのは 1995 年のクーパー, R によ
る When Lean Enterprises Collideである。日本企業におけるフィール
ドスタディによって，彼は MPC というカテゴリーに分類可能な，ある
程度共通の仕組みを持つマネジメント手法を発見した。そこで，まずク
ーパーによる研究を批判的にレビューする。 
 Cooper (1995)は，彼自身による日本企業 20 社の管理会計・原価管理
手法についてのフィールドスタディである。一連の研究によって競争直
面戦略(confrontation strategy)やサバイバル・トリプレット(survival 
triplet) と い っ た 概 念 が 提 示 さ れ た り ， 原 価 企 画 や VE(value 
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engineering)のケースが紹介されたりしている。そして，MPC を日本企
業が原価企画や原価改善といったコストマネジメント技法に対してさら
なるコストマネジメントのために採用する技法として，しかも根本的に
異なるコストマネジメント技法として位置づけて定義した。 
 ここで，彼の MPC 研究の概要を整理する前に，前提としていた生産
システムに対する考え方をみておこう。まず，Cooper は，伝統的な大
量生産システムからリーン生産システムへの完全な移行を仮定している。
つまり，20 世紀には「最初は大量生産システム，次にリーン生産システ
ム」という 2 回の製造についての革命が起きているという(Cooper, 
1995, p.3)。この記述や本のタイトルから，Cooper が 2.1 節でいう「リ
ーン・プロダクション仮説」によって現代の生産システムを評価してい
ることがわかる。 
 リーン(lean)という言葉が「無駄のない，贅肉のない」という意味か
らもわかるように，Cooper は一連のフィールドスタディでリーンな日
本企業が採用する管理会計・原価管理の技法を，どのように無駄を減ら
すのかという視点から記述している。この視点は，Cooper (1995)で分
析される様々な管理会計手法に対して，首尾一貫した視点を提供する。
原価企画のようにある程度の研究の蓄積があれば，既存の研究を整理す
るために首尾一貫性は有用だろう。だが，この視点だけでは研究上新し
く登場した MPC の概念を説明しきれないかもしれない，という点は注
意すべきだろう。この点については後でレビューするように，三矢
(2000), 三矢(2003a)で批判されている。 
 もう 1 つ，Cooper が「リーン・プロダクション仮説」に基づいて研
究を展開する際に注意する必要がある。それは，藤本(2001)が批判した
ように，この仮説は「やや一方的な日本企業礼賛」であり「開発・生
産・販売を同じコンセプトで切るなど，話を単純化しすぎる」ので注意
が必要だということだ(p.81)。 
 以上のような前提をもとに，Cooper(1995)における MPC 研究の概要
を整理しよう。彼によれば，MPC はまずコストセンターをプロフィット
センター化することによって，「擬似 MPC(pseudomicroprofit centers)」
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となる。続いて，企業を無数の高度に自律的な単位に分解することによ
って「真 MPC(realmicroprofit centers)」となる。このとき，擬似 MPC
が真 MPC となる条件は以下の 3 つに集約できるという(Cooper, 1995, 
p.280)。 
 
1. プロフィットセンターをマネジメントする技術を持つ人材を特定す

る能力 
2. プロフィットセンターの中間生産物を買う意思を持つ外部顧客の存

在 
3. プロフィットセンターの中間生産物を外部へ販売しようとする意思 
 
 ヒガシマル醤油やキリンビール，オリンパスはこれらの条件を満たし
ていないので擬似 MPC に，京セラと大陽工業はこれらの条件を満たし
ているので真 MPC に分類される。クーパーは擬似 MPC と真 MPC の分
類の意義についてどのように考えていたのだろうか。 
 擬似 MPC については，クーパーは導入理由として次の 2 つを挙げて
いる(p.283)。1 つは，プロフィットセンター化することによってリーダ
ーやメンバーを，コストと同様に利益に対しても責任を持たせることは，
品質や生産性といった要素の改善をうながすということである。もう 1
つは，損益に対するインパクトを直接示すことでコストマネジメントを
促進させるということである。このような効果がある擬似 MPC の例と
して，ヒガシマル醤油，キリン，オリンパスを挙げている。いずれの企
業も従来はコストセンターである工程などをプロフィットセンター化し
ている。3 社ともプロフィットセンターについては月次のサイクルで管
理を行っている。しかし，プロフィットセンターは企業の外部と取引す
る権限を与えておらず，振替価格は(もし存在すれば)市場価格と乖離す
ることになる。これをもって，彼は 3 社を擬似 MPC とした。 
 擬似 MPC の効果については，先に挙げた導入理由以外にも「最も優
れた変化」として，グループをプロフィットセンター化することによっ
て，むしろグループ間のコーディネーションが促進された点を挙げてい
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る(p.301)。それは，各グループが協力することが各グループ単位での利
益の向上に結びつくと理解したからだという。具体的なコーディネーシ
ョンは，仕事の分担やグループ間での原価低減プロジェクトなどである。 
 次に，真 MPC についての Cooper の説明を整理する。真 MPC は，擬
似 MPC と異なり企業の外部との取引に関する意思決定の権限が付与さ
れている。このときとりあげられた真 MPC の例は，京セラと大陽グル
ープである。京セラでは「アメーバ(Amoeba)」といわれる MPC を，大
陽グループでは実際に分社した法人格を持つ MPC を持っている。特に，
京セラについては，「アメーバの統廃合の仕組み」，「振替価格の設定方
法」，「簡単な原価計算」，「コミュニケーションの維持」，そして「アメー
バの業績評価の仕組み」といった側面について説明している。 
 これらの企業の真 MPC が，先述の擬似 MPC の効果以外に果たす役割
は，企業家精神の育成と組織の官僚的側面を削減である(p.326)。そして，
組織は大量生産の組織よりも効率的だがより小さいサイズの組織を構築
できる，と主張している。 
 以上，クーパーによる MPC の研究を概観したが，彼の研究の意義や
貢献を整理する前に，もう一つのクーパーらの MPC 研究，Kaplan and 
Cooper (1997)をレビューしよう。なぜなら，Cooper (1995)，Kaplan 
and Cooper (1997)は比較的初期の MPC 研究であり，これらの研究を
紹介，批判，再検討する形で日本人研究者らの現在までの MPC 研究が
進められているからだ。 
 
＜Kaplan and Cooper (1997)：MPC の概要＞ 
 Kaplan and Cooper (1997) の "Stage3, System for Learning and 
Improvement : Kaizen Costing and Pseudoprofit Center"でも，MPC，
特に擬似プロフィットセンター29についての検討が行われた。原価改善
と擬似プロフィットセンターを「従業員に直接，財務的なフィードバッ
ク情報を提供する」仕組みとして捉えており，Cooper らは擬似 MPC を
コストマネジメントの技法として明確に位置づけている。彼らは，従業
                                                   
29 ここでの擬似プロフィットセンターは，Cooper (1995)における擬似 MPC とほぼ同
様の意味である。 
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員の作業チームが「自分たちの業績についての財務的なフィードバック
を受け取る」ことの効果を以下のように要約している。 
 
1. 自分たちの行動が原価および収益にどのような影響を与えるのか理

解することが出来る。 
2. 継続的改善活動に優先順位をつけ，判断しなければならないトレー

ドオフを正しく評価することが出来る。 
3. 将来の業務費用を削減し，品質およびサイクルタイムを向上させる

ような投資案件について理解することが出来るようになる。 
4. 財務的シグナルによって，従業員が全社的な業績を最大化させる行

動を現場で取るように権限委譲が進められる。 
 
 また，以上の要件うち最も重要なことは 4 だと主張する。この種のコ
ストマネジメントは，「組織階層の上層部で設定した標準を達成できるよ
う従業員を管理するため」のシステムの次の段階に位置する，「従業員に
業績を絶えず改善するための業務に関する権限を委譲するために，マネ
ジャーは適切でカスタマイズされた財務的および非財務的な情報を提供
する」システムと位置づけた。 
 この Kaplan and Cooper (1997)は，擬似 MPC に限った研究だが，
Cooper (1995)よりも概念的に整理された MPC が登場する。しかし，基
本的な MPC に対する研究は Cooper (1995)がベースにあるようで，何
か新しい発見があったというよりは，1 つのコストマネジメント手法と
しての位置づけとその機能を明確化したものといえるだろう。 
 
＜クーパーの MPC 研究に対する批判的考察＞ 
 クーパーの一連の研究の貢献は，なんといっても MPC 概念の創出に
あるだろう。これら企業の個別のシステムの特徴はすでに様々な形で知
られていたが，「彼の最大の貢献は，むしろ『小さなプロフィットセンタ
ー』という特徴を抽出し，MPC 概念を創出したことにある」といえる
(三矢, 2003b, p.111)。 
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 もちろん，Cooper が創出した概念についてはいくつかの批判がある。
彼の MPC 概念と，真-擬似 MPC の分類の妥当性についての代表的な批
判として，三矢(2000; 2003a)をあげることができる。 
 ここでの MPC 概念そのものについての批判とは，Cooper の理論的根
拠の脆弱性についてのものである。これら批判の論点は，次の 3 つに集
約できる。 
 1 つ目は，MPC と既存のプロフィットセンターとの相違点を明らかに
していない点である。プロフィットセンターとミニ・プロフィットセン
ターの境界は何なのかという点や，MPC と類似する経営手法との相違点
は何なのかという点が明らかになっていない，という批判である。 
 2 つ目は，MPC を原価企画やカイゼン活動に対する「さらなる」コス
トマネジメントと述べている点である。原価企画やカイゼン活動は，
MPC とは直接的な関係にはない。 
 3 つ目は，MPC の目的が「コストマネジメント」にあるのか，「企業
家的人材の育成」にあるのか明確ではない点である。どちらとも意図さ
れた目的であるにしろ，上位の目的はどちらなのか不明である。 
 以上が三矢(2000; 2003a)による MPC 概念の批判である。1 点目は，
既存のプロフィットセンターである事業部制やカンパニー制とは異なる
MPC だが，その異なる点を明示しなかったことについての批判である。
この批判については，特に京セラの事例について，上總・澤邉(2005)が
プロフィットセンターと MPC の区別の可能な概念モデルを示している。
2 点目の批判は，Cooper がリーン・プロダクション仮説にもとづいた研
究を展開した上で，避けることの出来ない批判だろう。つまり，「リーン」
なシステムの探求においては，研究関心は無駄なコストをどう低減する
のかといったコストマネジメントに集中してしまい，MPC の持つ多様な
機能を描ききれなかったことによる。3 点目の批判については，注意す
べき点がある。それは，システムを作った行為者がそのシステムに期待
した意図のことなのか，それとも客観的に観察可能なそのシステムが果
たす機能のことかを分けて考える必要があるということだ。第 2 章で示
したように，この批判に答えるには機能論的な探求と発生論的な探求が
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必要となるだろう。 
 このように，MPC の概念についてはいくつかの問題点がある。だが，
それが既存のプロフィットセンターとは明らかに何かが違う，というこ
とについての批判は少ない30。つまり，MPC はただのプロフィットセン
ターではないということについては，問題がないといえる。問題なのは，
何が違うのか，という点にあるようだ。これについては，個別のケース
ごとの研究を踏まえた上で，もう一度検討することにする。 
 また，三矢(2000; 2003a)では，真-擬似 MPC の分類についても批判
している。それは，真-擬似 MPC をわける基準のうちの，企業の外部顧
客の存在についての条件である。自律的単位に組織が分割されていれば，
内部顧客しか存在しなくても売上をたてることが出来て，独立採算が可
能になるのではないか，という批判である。 
 クーパーはなぜ外部顧客の存在を重視したのだろうか。これは推測だ
が，実務的な区分というよりは研究上のモデル化のための区分かもしれ
ない。あるいは既存の振替価格の議論にならって，市場価格の有無によ
る振替価格の設定問題を考慮しての分類かもしれない31。いずれにせよ
推測の域を出ないが，そもそもこの区分は果たしてどれだけ意義がある
ものかについては，やはり個別のケースごとの研究をレビューした後，
再検討する必要があるだろう。 
 ここまで，初期の MPC 研究の概要とその批判をみた。強調すべきは，
真であれ擬似であれ MPC という活動が日本の製造業でのユニークな管
理手法でありながら，その嚆矢的研究が海外の研究者らによって行われ
た点だろう32。しかし，Cooper(1995)，Kaplan and Cooper (1997)以後
は，わが国の研究者の手でケース研究によって MPC についての知見が
蓄積された。そこで，続いて，比較的研究が蓄積されている京セラのア

                                                   
30 MPC と既存の日本企業におけるプロフィットセンターの概念にほとんど差がないと
いう立場からの批判としては，例えば廣本・挽(2005, p.122)がある。 
31 ここでの振替価格の問題については，谷(1987)を参照されたい。理論的に最適な振替
価格は機会原価を含む限界価格だが，現実的には設定が困難であるとして，「実際には，
原価基準，原価プラス基準またが市価基準による振替価格」が用いられているとい(谷, 
1987, p.33)。 
32 もちろん，それ以前に日本の研究者による調査が行われている。例えば京セラについ
ては Hamada and Monden (1989)，濱田(1989)などがある。 
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メーバ経営を中心とする MPC の研究をレビューする。そして，同様に
研究が蓄積されている住友電工を中心とする擬似 MPC の研究について
もレビューを行う。さらに，それ以外の企業についての研究をレビュー
した後で，MPC についてのケーススタディの概要を整理する。 
 

2.4.3 MPC の機能論(2)：京セラアメーバ経営のケース
スタディの蓄積  
 真 MPC の代表例である京セラのアメーバ経営のメカニズムは，
Cooper (1995)だけでなく，それ以前の Hamada and Monden (1989)や
濱田(1989)から管理会計研究の対象だった。また，Cooper(1995)以降，
かなりの研究の蓄積があったといえる。ここでは，既存研究を批判的に
レビューすることによって，何を明らかにしたか，そして何を明らかに
してこなかったかを検討する。 
 
＜クーパー以前：Hamada and Monden (1989)と濱田(1989)＞ 
 Hamada and Monden (1989)と濱田(1989)は，京セラのアメーバ経
営を会計学の立場から研究した最も初期のケーススタディである。そこ
では，(1)アメーバの特性，(2)業績評価方法，(3)その効果としての原価
削減のメカニズム，を明らかにした。また，(4)JIT 生産システムとの異
同，も検討されている。 
 (1)のアメーバの特性としては，利益責任単位であり，「規模を小さく
すれば損失を発見しやすく，アメーバ間の調整さえうまくいけば，効率
を高めることができる」という，「スモールメリット」を挙げている(濱
田, 1989, p.47)。また，アメーバが日常的に統廃合することも明らかに
した。(2)の業績評価方法については，利益計算が日次で行われること，
人件費を考慮しない計算方法だということ，アメーバ間での取引の計算
メカニズム，そして時間当たり付加価値の導出方法まで明らかにしてい
る。(3)の原価削減メカニズムとは，アメーバを通じた原価削減が「作業
手順の標準化」と「作業目標の非標準化」を通じて行われるという。(4)
の JIT 生産システムとの異同については，JIT 生産システムを採用して
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いた光学機器メーカーのヤシカの買収を通じて両者が邂逅したことに関
する考察である。両者の概念的な違いを述べ，両者が混在する生産シス
テムがどれほどうまく機能するかは，今後の課題とした。 
 このように，Hamada and Monden (1989)と濱田(1989)では,現在ま
で議論されてきた京セラアメーバ経営の仕組みの基本的な要素をほとん
どすべて明らかにした。研究の貢献は大きいにも拘らず，現在までの
MPC 研究がこの研究をレビューしていない点は不当な評価といえるかも
しれない。 
 だが，最も初期の研究としての価値は高いが，もちろん批判点はある。
まず，研究方法についての記述がない点である。一体どれほどの期間研
究したのか，研究方法は参与観察なのかインタビューなのか，といった
研究方法に関する記述の欠如は，研究の信頼性を低下させてしまう。ま
た，Cooper に対する批判と同様の批判なのだが，アメーバ経営を「原
価削減の仕組み」として捉えることは，その他の様々な機能を捨象して
しまうだろう。企業家精神の育成といった，アメーバ経営が他にも多様
な側面を持つことを明らかには出来なかった。 
 
＜MPC 概念の探求＞ 
 Cooper の MPC 研究以降，京セラのアメーバ経営に関するケーススタ
ディは，主に神戸大学の谷武幸と三矢裕によって進められた(谷・宮脇, 
1996; 谷, 1996, 1997, 1999, 2000, 2005; 三矢, 1997a, b, 2003a, 
2004, 2005; Miya, 1998; 三矢ほか, 1999)。一連の研究では，MPC の
メカニズムの理解や導入の効果が調査，検証された。これら一連の研究
では，コストマネジメントというよりは，むしろ「エンパワメント」あ
るいは「任せる経営」としての側面が強調された。アメーバ経営のこの
側面を強調することは，Johnson (1992)が主張した「管理会計はエンパ
ワメントを阻害する」という主張に対しての重要な反証となった。以下，
これら研究の要点を整理していこう33。 
 
                                                   
33 なお，MPC 以外の管理会計手法を用いても Johnson (1992)の主張への反論がある。
詳細は，挽ほか(2008)の第３節を参照されたい。 
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＜エンパワメントの管理会計としての MPC：谷・宮脇(1996)，谷
(1996, 1997)＞ 
 谷・宮脇(1996)，谷(1996, 1997)において，MPC は既存の事業部制の
ようなプロフィットセンターとは別の発想によるものだとし，そのマネ
ジメントの特性についての探求が行われた。そして，MPC がエンパワメ
ントを促進する管理会計実務であるとし，それが組織の活性化につなが
ると主張した。これらの研究の問題意識は，(1)ミニ・プロフィットセン
ターによって組織はなぜ活性化するのか，(2)管理会計が組織の活性化に
貢献するのか，という 2 点を明らかにすることである。 
  (1)の問題意識については，「全員参加の経営」，「組織のカルチャー」，
「成功体験の蓄積」という要件が備えられた組織が必要であると推測し
ている。(2)の問題意識については，Johnson (1992)が会計情報は現場の
エンパワメントを阻害すると主張したことに対する検討である。つまり，
彼が主張するように「会計スタッフがオペレーションの会計データを収
集して，これを会計情報として要約して提供していた」のでは，現場は
タイムリーなリアクションを起こすことが出来なくなる。ならば組織の
活性化のためには，彼の言うとおり会計情報を用いたコントロールから
組織は脱却すべきなのだろうか。しかし，谷・宮脇(1996)をはじめとす
る一連の研究は「現場で自ら会計情報を使ってアクションを起こさせる
こと」によって，エンパワメントは促進されると主張している。このと
き，管理会計に必要とされる要件は，「理解が容易な情報をタイムリーに，
しかも現場で成果を確認しながらアクションを起こせる」ことである。
また，その他に管理会計が必要とする要件として「水平的インターラク
ションの促進」，「マーケット情報の共有」，「垂直的インターラクション
の仕組み」を挙げている。 
 
＜メカニズムの理解：三矢(1997a,b), Miya (1998)＞ 
 三矢(1997a,b), Miya (1998)は，管理会計的側面にこだわらずにアメ
ーバ経営の全体を俯瞰できるように，そのメカニズムの解明に焦点を当
てた研究を行った。 
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 「会社の内部に企業家を育てたい」という目的で誕生したアメーバ経
営は，「任せる経営」を実践するための仕組みがある。そのため，アメー
バのリーダーが果たすべき役割として一連の論文では，社内売買の意思
決定などを通じて「企業家としての意思とセンス」を身につけること，
「経営することを実感する」こと，「潜在能力を引き出す」ことが必要だ
と指摘されている。 
 また，そのための環境整備として，見えるように組織を小さく分ける
ことや，時間当たり採算を実行し結果をすぐにフィードバックすること，
の 2 点を指摘している。 
 また，これらのエンパワメントに対して「任せて任せっぱなしにしな
い」ためのシステムとして，「数字で隅々までガラス張りにする」，「判断
基準を共有する」，「成果と金銭報酬をリンクさせない」を挙げている。
これらのシステムは，分権化によって企業全体がバラバラになるのを防
ぐために設計されていることになる。 
 以上の研究成果に対して，残された課題として三矢(1997b)は，(1)関
連領域の体系的なレビュー，(2)仮説の妥当性の実証，(3)導入研究，(4)
ミニ・プロフィットセンター各種の比較ケース分析，を挙げている。 
 
＜MPC についての仮説の整理：谷(1999, 2000)＞ 
 谷(1999, 2000)は，(1)谷(1997)でのアメーバ経営のケースを補足し，
(2)MPC の要件についての仮説を整理すること，の 2 点を目的としてい
る。アメーバ経営のエレメントとエンパワメントの関係についての仮説
を要約すると，図 2.2 のようになる34。 
 ここで新たに提示された「一対一対応の原則」とは，アメーバ経営に
おいてモノの流れには必ず伝票が伴う一方，それでもって費用・収益を
認識するという原則である。この原則は，目標達成のために理解が容易 
 
                                                   
34 本論文の研究関心である生産工程での分権化には「集団メンバーに対する理解容易な
プロセス情報の提供や業績測定指標への参加，集団ベースの業績評価・報酬」という特
徴を持つ生産管理会計手法が必要だという(島, 2004, p.244)。この特徴は，アメーバ経
営のエレメントとエンパワメントの関係についての仮説と完全に一致してはいないが，
かなりオーバーラップしているといえる。 
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図 2.2 谷(1999)の仮説の要約  

 

 

 
出典：谷武幸(1999)「ミニプロフィットセンターによるエンパワメント」，『国民経済雑
誌』第 180 巻第 5 号，p.56 より。 
 
 
である，タイムリーに提供される，成果が自ら確認できる，といったメ
リットがある。 
 また，「任せる経営」とそれを動かす仕組みである「時間当たり採算に
よる採算表」と「一対一対応の原則」がエンパワメントについてのエレ
メントであるのに対して，アメーバを統合する仕組みが「マーケットイ
ンの価格設定と忌避宣言権」，「徹底した PDCA」，「高い目標」，「階層的
会議体」というエレメントである。 
 
＜アメーバ経営論：三矢(2003a)＞ 
 関連領域の先行研究のレビューも含めて研究課題を抽出し，京セラに
おけるケース研究をもとに，アメーバ経営のメカニズムを解明したのが
三矢(2003a)である。MPC 研究における貢献は大きいが，この領域の残
された課題を抽出するに際して，批判的な検討を行う。この研究におい
ての研究関心と研究課題は次の表 2.5 のように整理された。これらの研
究課題に対する調査については，参与観察や質問票調査といった複数の
調査方法が用いられている。 
 第一の研究関心である「アメーバ経営のメカニズムの理解」について
は，「リーダーの育成」，「ミニ・プロフィットセンター」，「時間当たり採 
 

任せる経営 

時間当たり採算による採算表 

一対一対応の原則 
マーケットインの価格設定と 

忌避宣言権 

高い目標 

徹底した PDCA 

階層的会議隊 

組織カルチャー 

共通言語としての会計 

水平的情報共有 

垂直的情報共有 
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表 2.5 三矢(2003a)における研究関心と研究課題 
研究関心 研究課題 

アメーバ経営のメカニズムの理解 
組織構造 
管理者行動 
コントロール・システム 

アメーバ経営の導入プロセス・導入効果の把握 システム導入 
出典：三矢裕(2003a)『アメーバ経営論：ミニ・プロフィットセンターのメカニズムと
導入』，p.48 より。 
 
 
算」，「アメーバ経営の運用」，「アメーバ組織」の順に記述されている。
「リーダーの育成」とは，そもそもアメーバ経営が企業家精神を養成す
ることを狙ったものであることを示した上で，アメーバが任せられる組
織のサイズであると述べている。「ミニ・プロフィットセンター」では，
利益は営業側で生まれるのではなく製造段階で生まれることを特徴とし
ており，アメーバ間の取引は交渉による値決めによるマーケットメカニ
ズムに基づいていることが述べられている。また，アメーバ間の取引順
序は必ずしも工程どおりでなくてもよいことや，アメーバは社外との取
引も可能であることも明らかにされた。「時間当たり採算」では，アメー
バは貸借対照表ではなく損益計算書のみに責任を負っていることが指摘
され，その損益計算のメカニズムが明らかにされている。「アメーバ経営
の運用」では，計画策定の手順や，月次予定の組み方などが明らかにさ
れている。「アメーバ組織」では，アメーバが分裂と統合を柔軟に行う組
織であることが指摘されている。また，新規プロジェクトの事業化につ
いてのアメーバ組織の役割も明らかにされた。 
 研究課題ごとに整理すると，「組織構造」については人材育成の観点か
ら優れた分権性の組織であることを指摘している。「管理者行動」につい
ては，自律的な適応行動を各アメーバが取ることで戦略実施を促進する。
「コントロール・システム」については，誰もが理解できるような家計
簿並みにシンプルな採算表を用いることで，成員の財務的な理解を容易
にさせることが指摘されている。 
 また，第二の研究関心に関連した研究課題である「システム導入」に
ついては，「管理者行動」，「垂直的インタラクション」，「水平的インタラ



 
54 

クション」，「リーダーのマインド」，「業績」という各項目のいずれにつ
いても改善が見られた。調査対象となった 3 社の企業については，いず
れも 1 年程度でシステムが軌道に乗ることも示された。つまり，京セラ
以外の企業におけるアメーバ経営の外的妥当性が確認された35。 
 そして，このような研究から得られる貢献として，「アメーバ経営のメ
カニズムの解明」，「アメーバ経営の導入プロセスと導入効果についての
調査・研究」，「研究方法論上の貢献」を挙げている。研究の残された課
題としては，「アメーバのメカニズムの更なる分析」，「理念の意義」，「分
析フレームワークの問題」，「データの収集方法のような研究方法上の問
題」を挙げている。 
 以上が，三矢(2003a)の概要である。この研究について批判的な視点
から検討を加える。それは，以下の 3 点である。 
 1 点目は，三矢(1997b)で示された残された課題である「仮説の妥当性
の実証」についての検討が行われなかった点である。三矢(1997b)では，
「定性的調査は，これまで解明されていない未知の領域の探索には力を
発揮するものの，仮説の検証に利用するには十分でない」と指摘しつつ，
三矢(2003a)では京セラの単一ケースのみの研究で MPC のメカニズムが
解明されたと結論付けている。 
 2 点目は，MPC 概念についてである。つまり，既存のプロフィットセ
ンターと MPC の明確な違いを示すことが出来なかった。 
 3 点目は，導入研究では 3 社の成功事例が示されたが，そこからアメ
ーバ経営が「汎用性の高い経営システムであることが証明できる」と結
論付けることが出来るのかについて，結論の一般性について疑問が残る。 
 以上のような残された課題があるとはいえ，三矢(2003a)をもって京
セラアメーバのメカニズムの全容が解明されたし，それについての研究
上の貢献は多大なものである。 
 
＜MPC 概念の批判と PCM：上總・澤邉(2005)＞ 
 上總・澤邉(2005)は，京セラのアメーバを既存のチャンドラー・モデ
                                                   
35 このように，京セラのアメーバ経営が他の企業での有効かどうかを検証した他の研究
として，KCCS のコンサルティングを受けたハリマ化成を対象とした菅本(2004)がある。 
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ルと比較し，このチャンドラー・モデルでは説明不可能な革新的な組織
形態としてアメーバを捉えている。チャンドラー, A.D.の主張を要約す
ると，組織は発展すると職能制組織から事業部制組織になると主張した。
これは通常ならば市場で執り行われる取引を組織内部に取り込むことか
ら内部化理論とも呼ばれている(安倍ほか, 2002)。上總・澤邉(2005)は，
三矢(2003a)が事業部制組織の発展形態としてアメーバを捉えており，
これはアメーバが事業部制の下の職能別部門のさらに下位の組織として
存在することに反している，と批判する。そのうえで，アメーバは「職
能別部門組織が発展した組織として位置づけるべきである」と主張する。
つまり，職能別組織において分権化を進めた形態としてアメーバを位置
づけている。 
 また，事業部，職能別部門，アメーバと下位の部門まで全てプロフィ
ットセンター化されていることを踏まえて，上總・澤邉(2005)はこれを
「連続プロフィットセンター化」と呼ぶ。また，これによるマネジメン
トを「利益連鎖管理: PCM(profit chain management)」と名づけた。 
 これら主張について検討すると，まず，連続プロフィットセンター化
というアメーバの考え方は，他の MPC 組織についても拡張できるかど
うか，という問題が残されているといえる。とはいえ，職能別部門のさ
らに下位概念としてアメーバを位置づけたのは，既存研究にはない視点
であり研究上の貢献は大きい。 
 
＜小括：真 MPC としてのアメーバ＞ 
 ここで，京セラのアメーバ経営についてのケーススタディから得られ
た知見を整理しよう。ケーススタディから得られた多くの知見のうち注
目すべきは以下の 4 つである。 
 
1. プロフィットセンターとしてのアメーバは，通常の製造部門よりも

エンパワメントされている。 
2. プロフィットセンターとしてのアメーバは，通常の製造部門よりも

水平的インタラクションが多い。 
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3. プロフィットセンターとしてのアメーバは，マーケット志向のコン
トロールである。 

4. アメーバとは，職能別部門よりも下位概念である。 
 
 1 つ目は，Johnson(1992)に対する有力な反証であり，注目すべきだ
ろう。つまり，管理会計を用いたマネジメントコントロールシステムに
おいてもエンパワメントは促進されるということだ。2 つ目は，既存の
生産管理会計である標準原価管理とは決定的に異なる効果であり，注目
すべきだろう。先に指摘したような，標準原価管理が持つ「工程分断の
逆機能」の克服である。3 つ目は，伝統的な生産管理会計と異なり36，市
場の価格変化が各々のアメーバに直接影響する。これは，営業だけでな
く製造でもマーケットの情報に敏感になるということだ。4 つ目は，ア
メーバが通常のプロフィットセンターと比較したときに持つ重要な性質
である。事業部のようなプロフィットセンターが持つ自己充足性を持っ
ていないような小さな部門にまで利益責任を細分化させる，というアメ
ーバの性質を表している。 
 また，いくつかの残された課題もある。まず，真 MPC と Cooper が
分類したもののうち，圧倒的に研究が蓄積されたのが京セラのアメーバ
経営だが，それ以外の真 MPC についてほとんど研究が蓄積されていな
いという点だろう。もう 1 点は，既存研究が機能の評価に偏りがちで，
逆機能の検討がされていない点である。システムが持つ意図せざる結果
の探求は，システムのより深い理解につながるだろう。 
 

2.4.4 MPC の機能論(3)：疑似 MPC のケーススタディ
の蓄積 

 擬似 MPC とクーパーが呼んだシステムについても，わが国の研究者
らによってケース研究が蓄積されてきた。研究対象となったのは，NEC
埼玉，住友電工，キリンビールなどである。その中でも研究の蓄積が多
いのが住友電工とそのグループ会社におけるラインカンパニー制である。
                                                   
36 いわゆる計算擬制的な伝統的生産管理会計とアメーバとの具体的な計算メカニズムの
違いについては，谷(2005)を参照されたい。 
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ここでは既存の住友電工のラインカンパニー制の研究と，その他の擬似
MPC についての研究をレビューする。 
 
＜住友電工におけるマネジメント仕組みとエンパワメント要件の探求＞ 
 日本の研究者による住友電工グループのケーススタディも，初期はメ

カニズムの理解やエンパワメントの用件の確認を目的としていた(松木, 
2000, 2003a,b, 2005; 吉田・松木 , 2001, 2005; 菅本・伊藤 , 
2003)。 
 松木(2000)は，擬似 MPC の運営とマネジメントコントロールの仕組
みを明らかにすることを目的としている。住友電工へのインタビューに
よって，その MPC がコストセンターの特徴を残す擬似 MPC であること
を示した。 

 吉田・松木(2001, 2005)は，谷・三矢(1998)で示された MPC による
エンパワメントのための 11 要件37の追試を住友電工への訪問調査で実施
した。結果は，概ね谷・三矢(1998)と同様の結果であった。つまり，「擬
似 MPC は，従業員の満足度を向上させるが，必ずしも垂直的インター
ラクションは促進しない」ことが示された。 
 菅本・伊藤(2003)は，ヒアリングと観察を通してケースの記述を行い，
実務から得られる所見を提供する，ことを研究目的としている38。ケー
スには，導入の内部要因・外部要因，導入プロセス，ラインカンパニー
制の仕組み，損益管理計算の仕組みなどが記述されている。また，この
ケース研究から得られた所見には，(1)管理可能性に基づく伝統的な責任
会計論の再検討，(2)QDC の非財務指標を財務指標に一元化，の 2 点が
ある。(1)は，擬似 MPC が通常のコストセンターと同様の権限しか持っ
ていないのに利益責任を負っているため，管理可能の枠を超えてインタ

                                                   
37 ここでの 11 要件とは，以下の通りである。組織の要件として，1.全員参加の経営，2.
組織のカルチャー，3.トップ・マネジメントとプロモーターのコミットメント，4.成功
体験の蓄積の 4 要件が，管理会計の要件として，1.理解の容易性，2.成果の確認，3.情
報のタイムリーネス，4.共通言語としての管理会計，5.水平的インタラクション，6.マ
ーケット情報の共有，7.垂直的インタラクションの仕組みの 7 要件，合計 11 要件であ
る。 
38 ケースから得られる所見は「極めて限られた実務を基盤とするため相当の危険は予想
の上で」提供されている点に注意されたい(p.43)。 
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ラクションが促進されることを示している。(2)は，品質や納期などの非
財務指標を，財務指標という利益数値と意図的に結び付けることによっ
て，指標の一元化をはかることができることを示している。 
 松木(2003a)は，真-擬似 MPC の先行研究のレビューを通じて，
(1)MPC におけるマネジメントコントロールのタイプを明らかにする，
(2)管理会計システムが果たすインタラクティブコントロールの促進を明
らかにする，という 2 つの研究課題を設定したフィールドスタディであ
る。前者の課題については，コントロールにおいて「組織文化」の果た
す役割の重要性を指摘した。後者の課題については，情報共有だけでな
く価値共有としてインタラクションを考えたとき，垂直的インタラクシ
ョンは観察されたが，水平的インタラクションは観察されなかったとい
う39。 
 松木(2003b)は，住友電工の擬似 MPC が(1)経済的効果と従業員に対
する動機付けとして機能しているか，(2)どのような仕組みで機能してい
るのか，という 2 つの研究課題を設定し，インタビュー調査を行った。
その結果，コスト低減や生産性の向上，柔軟な人員配置などの効果を確
認したが，在庫の削減やサプライヤーとの協働は確認できなかったとい
う。また，擬似 MPC は各々の損益計算書に対して責任を持っており，
それは手続き的には予算差異分析とよく似た計算方法である。だが，そ
れが予算差異分析と異なるのは，次の 3 点である。1 点目は，費目別の
差異分析ではなく全体としての損益に注目する点であり，もう 1 点は本
社費のような固定費，共通費も負担している点である。3 点目は，擬似
MPC の損益計算にはマーケット情報が反映されるという点である。 
 松木(2005)は，マーチャント, K.のマネジメントコントロール概念を
用いて住友電工の MPC を記述した。そこでは，伝統的なプロフィット
センターが「結果によるコントロール」が中心だったのに対して，MPC
では「人事的，組織文化，行動のコントロール」としてのマネジメント
                                                   
39 水平的インタラクションが観察されなかったことは，松木(2003a)がインタラクショ
ンを価値共有まで含めた厳しい条件で定義したことによるのかもしれない。また，吉
田・松木(2001)では，調査対象となった関西方面の住友電工の工場より導入経験が長く，
しかも工場単位で導入されている関東方面の住友電工では水平的インタラクションが存
在すると報告している。 
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コントロールが行われていたという。 
 以上，住友電工におけるフィールドスタディを中心としたケーススタ
ディである。構造や機能については，研究結果の間に大きな隔たりはな
く，その構造や機能は仮説としてある程度固まったともいえる。そこで，
続いて住友電工を対象とした一連の仮説検証型の実証研究をレビューし
よう。 
 
＜仮説検証型の実証研究：住友電工のラインカンパニー制のケース＞ 
 2004 年以降，住友電工のラインカンパニー制を対象にした仮説検証

型の実証研究が実施されてきた(渡辺, 2004, 2005a,b; 渡辺・菅本, 
2004)。この一連の検証では，MPC の内発的動機付けに関する仮説，組
織文化が MPC の効果に与える影響などの仮説を実証した。 
 一連の研究の研究方法はラインカンパニーのリーダーを対象とした質
問票調査であり，サンプル数は概ね 70-80 名だった。これらの研究結果
は以下のようになっている。 
 渡辺(2004)は，ラインカンパニー制が内発的動機付けにどのように影
響を与えるかについて分析を行った。結果は，リーダーが情報を有用だ
と認知しているとき，情報特性や運用方法は有能感(仕事に対する遂行能
力の認知)を媒介に内発的動機付けに正の影響を与えた。だが，これら情
報を自らの行動を規定する制御的事象と感じている場合，情報特性や運
用方法は強制されているという認知である強制感を媒介に内発的動機付
けに負の影響を与えていた，というものである。また，この研究からの
インプリケーションとして渡辺・菅本(2004)は，リーダーが仕事に対し
て高い興味を持つと内発的動機付けに対する効果も高まるということ，
リーダーの仕事に対する興味の度合いによってラインカンパニー制を有
効に機能させるための方策が異なる，という 2 点を指摘した。 
 渡辺(2005a)は，ラインカンパニーの効果に対して組織文化が持つ影
響を分析した。具体的には，組織的な認知に対して組織文化が与える影
響が考察の対象となった。その結果，利益第一主義的文化，自律性支援
型文化，暖かみの程度の高い文化の醸成が，ラインカンパニー制の効果
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に正の影響を与える組織的認知のために必要だったということが明らか
になった。 
 
＜その他企業を対象にした擬似 MPC 研究＞ 
 谷・三矢(1998)は，一連のミニ・プロフィットセンターに関する実態
調査の 1 つとして実施された研究である40。調査の目的は，谷(1997)で
示された MPC の仮説を，NEC 埼玉の事例と照らしあわせるためである。 
 NEC 埼玉のケースを，要約すると次のようになる。1993 年に開始さ
れた生産改革，SIP(Saitama's Innovation of Production)では，第一ス
テージで生産システムをリーン生産に転換し，第二ステージでラインカ
ンパニー制による損益管理面の強化を行った。具体的には，第一ステー
ジではリードタイムの短縮，多品種中量生産，原価低減，高品質化に対
応するために，リーン生産方式を採用した。結果として，生産性は 50％
程度上昇し，生産リードタイムは 4 分の 1 になり，在庫は半減した。第
二ステージでは，第一ステージでの改善をさらに進めるために，その効
果を実感するような仕組みをつくる必要があると考え，ラインカンパニ
ー制を導入した。ラインカンパニーを経営する上で，カンパニーの「社
長」にとってはコスト・マネジメントが最重要となった。また，特に人
件費の管理のためカンパニーごとに人員の貸借をするようになった。「社
長」は仕掛にも責任を負うので，生産計画や出荷管理もラインとのイン
タラクションがみられるようになった。 
 この NEC 埼玉では，谷(1997)で示された MPC の仮説は，管理会計の
要件のうち「垂直的インターラクションの仕組み」を除いてほぼ確認で
きた，としている。 
 結論として，組織の要件として「全員参加の経営」，「組織のカルチャ
ー」，「トップマネジメントとプロモーターのコミットメント」，「成功体
験の蓄積」が，また管理会計の要件として「理解の容易性」，「成果の確
認」，「情報のタイムリーネス」，「共通言語としての管理会計」，「水平的
インターラクションの促進」，「マーケット情報の共有」が成り立てば，

                                                   
40 彼らは，真-擬似 MPC の明確な区別をせずに調査を行っている。 
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少なくとも現場の活性化に管理会計が貢献する，とした。 
 なお，「垂直的インターラクションの仕組み」が観測されなかった理由
として，(1)現時点では導入の日が浅く発展段階にあるため，(2)総合的利
益管理システムを志向するのではなく現場の活性化を目的としている，
のいずれかの解釈が可能である，述べている。 
 伊藤(1998)では，擬似 MPC が導入後 4 年間で廃止されたキリンビー
ル京都工場の事例41を扱っている。ここでの研究目的は，擬似 MPC 導入
の目的と擬似 MPC 廃止の原因を明らかにすることである。 
 伊藤(1998)では，インタビュー調査によって，キリンビールが擬似
MPC を採用したのは次の 3 点の目的を達成するためであること示した。 
 
1. 原価改善活動を促進するために理解しやすい包括的なフィードバッ

ク情報を提供する。 
2. 原価改善活動の優先順位の判断に役立たせる。 
3. 原価改善活動に関する意識を向上させる。 
 
 1 については，利益尺度による業績評価が結果として逆に現場を混乱
させてしまうという事態を引き起こした。また，工場が独自に採用した
擬似 MPC の仕組みと，企業全体が採用していた標準原価計算の仕組み
という，「2 つの異なった管理会計システム」がその混乱を加速させた，
という。2 については，利益情報では適切で具体的なアクションが起こ
せない，という批判を招いた。逆に，職場の原価構造の理解を助けた，
という意見もあったようだ。3 については，所期の目的は達成されたよ
うである。 
 以上のように，当初の目的に反しいくつかの逆機能が出現したことに
より，工場は擬似 MPC を 4 年で廃止することになった。しかし研究自
体は，擬似 MPC の逆機能の実例を記述したものとして，意義深いもの
といえる。 
 窪田ほか(2004)は，MPC を「伝統的な責任会計の考え方に反し，自律
                                                   
41 伊藤(1998)ではキリンビール京都工場の社名が伏せられ A 社 B 工場となっているが，
その後の菅本・伊藤(2003)では実際の社名が掲載されているのでそれを採用している。 



 
62 

的調整活動によって部門間の相互依存関係のマネジメントを強化する仕
組み」と捉えた。そして，電子部品メーカーA 社において導入された擬
似 MPC であるブロックカンパニー制度についての，経時的なケースス
タディを通じて順機能と逆機能を抽出した。 
 ここでの順機能は，リーダーの意識変化，重点管理の実現，コミュニ
ケーションの円滑化，である。逆機能は，業務負担の増大，原価低減努
力の不可視化，原価低減手法の不足，である。この逆機能の存在は，中
国への進出という環境の変化とともに，相互依存関係のマネジメントの
展開を方針転換させる原因となった。 
 
＜小括：擬似 MPC 研究の知見＞ 
 真 MPC が圧倒的に京セラアメーバ経営の研究だったのに対して，擬
似 MPC では複数の企業を対象とした調査が行われていたし，フィール
ドスタディだけでなく，仮説検証型の実証研究もあった。これらの結果
は，原価低減や従業員のモティベーションに正の効果があるということ，
水平的インタラクションがみられること，マーケット志向であること，
など真 MPC で得られた知見と程度の差こそあれ決定的に異なるもので
はなかった42。つまり，真 MPC と擬似 MPC の分類43の妥当性について，
再検討する必要性があるということである。 
 

2.4.5 MPC の機能論(4)：概念的研究 
 MPC 研究については，フィールドスタディ以外にも，既存の MPC や
その他管理会計の研究をもとにした概念的な議論がされている。これら
研究は MPC の機能に直接言及しているわけではないが，MPC に対する
議論を整理するうえで有用だろう。概念的研究は大きく，MPC の定義に
関するもの，MPC の計算メカニズムに関するもの，ミクロ・マクロ・ル
ープに関する議論に分類できる。 

                                                   
42 この他の擬似 MPC の機能として，伊藤(2002)では組織学習の促進を挙げている。 
43 Merchant (1997)では，プロフィットセンターの真性と擬似性を区別する基準として，
売上高に対する管理者の影響の有無を挙げている。しかし Merchant (1997)での区別に
よって，どのような機能の差異が生じるのかについては記述がない。 
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＜MPC の定義＞ 
 MPC の定義についての議論を整理する。だが，その前に既存のプロフ
ィットセンターの定義について整理しておこう。これは，MPC が既存の
プロフィットセンターを何が違うのかを議論するうえで欠かせない作業
であるが，既存の研究では不十分だった点かもしれない。 
 そもそも，プロフィットセンター(profit center)という呼称を初めて用
いたのは，最も初期に事業部制を採用した企業の1つであるGMの社長を
務めたスローン, A. P.であるという(Atkinson et al., 2004)。スローンは,
いくつかの企業のゆるやかな複合体だったGMをより戦略的にコントロ
ールするために事業部制を生み出したのである(Chandler, 1962)44。ス
ローン自身は，プロフィットセンターは「各事業の効率を共通の尺度で
判断」される必要があると考えて，ROIの概念を用いたプロフィットセ
ンターの評価を行っている(Sloan, 1997, 邦訳p.57)。そして，このよう
なプロフィットセンターの概念は，「管理者が，彼らの組織が提供する製
品・サービスのコストと売上の両方を統制可能な責任センター」とされ，
その特徴として社内の他の事業と自事業の業績がある程度独立している
点を挙げている(Atkinson et al., 2004, p.534)。この点は，管理可能な
ものについてしか責任を負わせないという「管理可能性原則
(controllability principle)」45にもとづいたプロフィットセンターの定義
といえる。  
 MPC は確かに利益責任を負った責任センターだが，このような既存の
プロフィットセンターの性質を満たしてはいない。つまり，事業部制の
ような販売部門や調達部門といった複数の部門を持つ自己充足的な組織
                                                   
44 この GM における事業部制は，同時代に事業部制を誕生させたデュポン社の組織形態
と非常に似通っている。だが，この 2 社は資本関係こそあったものの「まったく別個に
組織変革を進め，その理由も異なっていた」点に注意が必要だろう(Chandler, 1962, 邦
訳 p.202-203)。つまり，GM が行き過ぎた分権を是正するためにプロフィットセンター
と位置づけた事業部制を採用したのに対して，デュポン社は職能別組織から分権化を進
めるために事業部制へと組織変革を行っている。また，チャンドラーは 1989 年に
Chandler (1962)に付記した序文で，Johnson and Kaplan (1987)を引用した上で，こ
の時期の事業部制に対する現在の事業部制では経営陣が各事業部の業績を評価する能力
が停滞している，ということを指摘した。 
45 「管理者は，自身が管理可能な費用，あるいは利益，投資にしか責任を負わない」
(Atkinson et al., 2004, p.585)という原則である。この仕組みを会計的に保証する業績
評価のような仕組みを，責任会計という(加登, 1999, p.47)。 
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ではなく，上總・澤邉(2005)がアメーバに対して指摘したように，MPC
は職能部門以下に採用される組織である。当然，利益責任を負担するほ
ど，業績は他の部門と独立していないし，それはつまり他の MPC と高
い相互依存性を持つことと同義になる。これこそ，MPC が伝統的な管理
可能性から逸脱した組織である，という主張の直接の根拠である(松木, 
2001; 菅本・伊藤, 2003)。 
 とりあえずここまでのレビューを通じて，本論文で前提とする MPC
を定義することが出来る。MPC の特徴は，利益責任を持つ責任センター，
低い自己充足性と高い相互依存性，高い自律性，市場志向性である。そ
こで，「MPC とは，事業部のようなプロフィットセンターより下位の，
通常はコストセンターとなるような低い自己充足性の責任センターに，
高い自律性と業績の市場志向性を付与し利益責任を負わせた責任センタ
ーである」と定義しよう。この定義に従えば，例えばアメーバ経営にお
いて，職能部門より上位のアメーバは，MPC ではなく既存のプロフィッ
トセンターとなるが，職能部門を含めたそれ以下のアメーバは MPC で
ある。また，この定義に従えば，真-偽 MPC の区別はそれほど重要では
なくなる。 
 
＜MPC の計算メカニズム＞ 
 伊藤・菅本(2003)，伊藤(2005)は，MPC の擬似的な損益の計算メカニ
ズムが多様である点を指摘して，その原因を以下の 3 点に求めた。 
 
1. 未実現利益の取り扱い：原価改善活動の方向付け 
2. 擬似プロフィットセンターの編成方法 
3. 事業戦略遂行上の課題 
 
 特に，未実現利益の取り扱いについては従前の議論ではほとんど指摘
されていない点である。図 2.3 にあるように，MPC を通じた原価改善の
効果は，まず有形の効果(リードタイムの改善，在庫の圧縮など)と無形
の効果(意欲の向上，経験の蓄積)という，計量可能性によって分類でき
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るという。また，有形の効果とは，物量尺度か貨幣尺度かによる分類が
できるという。MPC の採用は，効果の貨幣尺度での測定領域を拡大する
という。また，これら貨幣的効果についても「実現効果」と「未実現効
果」の分類が可能だという。これは，改善した能力である余剰分が，実
際に他の用途に転用されたかどうかによる基準である。未実現効果も測
定することは，「企業にとっての『将来の潜在的収益力』をしめす」ため
に有用だという(伊藤・菅本, 2003, p.239)。また，このような貨幣尺度
による効果の測定は，部分最適から全体最適を促すという。 

 
図 2.3 原価改善活動の効果 

原価改善の効果 
有形の効果(計量可能な効果) 無形の効果(計量不能な効果) 

貨幣的に測定される効果 物量的に測定さ
れる効果  

実現した効果 未実現の効果   
出典：伊藤克容・菅本栄造(2003)「擬似プロフィットセンターの多様性に関する考察」，
『会計』第 163 巻第 3 号，p.238 より。 
 
 
 他に，計算メカニズムの多様性に影響与える要因として，MPC の編成
がある。これは，工程別，製品別といった編成方法の違いのことである。
また，事業戦略も改善効果を方向付けるために計算メカニズムに影響を
与える要因となるという。 
 
＜ミクロ・マクロ・ループ問題＞ 
 廣本(2004, 2005)は，MPC のミクロ・マクロ・ループの問題を指摘し
た。MPC，具体的には京セラのアメーバを自律的組織であるとして，
「自律的組織における管理会計の役割期待を考えるとき，最も重要であ
ると思われるのはミクロ・マクロ・ループの構築である」と主張した(廣
本, 2004, pp.17-18)。 
 そもそもミクロ・マクロ・ループとは，今井・金子(1988)といった組
織論研究によって示された概念でもある。つまり，「構成員の自発的行動
がネットワーク全体の脈絡を生成するには，マクロレベルとミクロレベ
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ルの間に相互作用のサイクルが成立することが必要だ」と指摘した上で，
「全体の脈絡は個々の解釈を束ねて構成されたものである一方，個々の
解釈を形成するのに全体の脈絡が必要だというサイクル」としてミク
ロ・マクロ・ループを定義した(p.216)。 
 このミクロ・マクロ・ループ問題について，廣本(2004, 2005)では，
従業員の意思決定と行動に財務的視点からの判断を加味させるよう影響
を及ぼす役割を管理会計は果たす必要があり，個と全体の間に脈絡を作
り出すことの重要性を指摘した。これらの主張は，具体的には各アメー
バが自身の業績と全体の業績を考慮した行動をとるような仕組み，ある
いは自身の業績を追及することが部分最適にならずに全体最適となるよ
うな仕組みの構築が必要だ，という主張と考えることが出来るだろう。 
 
＜小括：現代の生産システムにおける MPC の機能＞ 
 ここまで，製造業に限定してはきたが，特にそれ以外の制約を受けず
に既存の MPC 研究の網羅的なレビューを行った。 
 以下では，特に生産システムの視点にもとづいて，製造のマネジメン
トコントロールシステムとして MPC の機能を整理しよう。既存の生産
管理会計と比べた製造における MPC の特徴は，市場志向性と自律性の
2 点である。 
 標準原価管理が持っていた「工程分断の逆機能」については，MPC は
これを克服したといって言いだろう。また，標準原価管理における標準
設定の機能不全の問題も利益責任の時にはそれほど問題にはならないの
かもしれない46。MPC が標準原価管理のような伝統的な生産管理会計に
対して持っていた有用性は以下のようにまとめることが出来る。 
 
1. MPC の「構造」は，標準原価管理と違って自らの業績が前後の工

程，そして外部市場の変化に強く依存する。 
2. MPC の「機能」は，市場志向の利益管理である。MPC はその構造

                                                   
46 例えば，松木(2003b)では，業績評価では細かい差異分析というよりも全体としての
損益が重視されると指摘している(p.44)。 
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ゆえに自工程の業績を向上するためには他の MPC と協調行動をと
る必要が出てくる。これらのコーディネーションは自律的に行われ
る。また，製造といえども業績は市場の影響を受けるので，市場の
変化に対して敏感になる。 

 
 MPC は，次節でレビューするような JIT 生産システムとは異なり財務
情報を用いたままで，既存の生産管理会計の限界を克服した。この事実
は，Johnson (1992), Johnson and Broms (2000)の生産における財務
情報からの脱却，という主張に対する反証となるだろう。 
 

2.5  生産における非財務情報の活用 
 標準原価管理のような伝統的な生産管理会計の諸問題の克服の方法と
して，MPC のように財務情報を洗練させるのではなく，他の非財務情を
中心的に用いるという方策は自然な対応なのかもしれない。本節は，マ
ネジメントコントロールにおいて非財務情報を中心に用いる仕組みにつ
いての議論である。2.2 節のレビューで明らかにされたように，伝統的
な大量生産システムに替わる革新的な生産システムとして登場した生産
システムの代表例は JIT 生産システムである。そしてまた，この点は本
節のレビューからも明らかにされるのだが，JIT 生産システムこそ非財
務情報を中心に用いるマネジメントコントロールの仕組みの代表例であ
る。本節では，このような JIT 生産システムの文献レビューを行う。レ
ビューの構造は前節，前々節と同様であり，まず，発生論的な視点から
システム生成の動機などを明らかにする。その上で，その構造，機能と
逆機能を明らかにする。 
 

2.5.1 JIT 生産システムの発生論 
 JIT 生産システムとは，トヨタ生産方式とも呼ばれ，トヨタ自動車に
よって開発された生産システムである(門田, 1991b)。ここでは，藤本
(1997)をもとに JIT の発生論を整理する。さらに発生の動機については，



 
68 

JIT 生産システムの「発明者」(Liker, 2004)，あるいは「創始者」(門田, 
1991b)である大野耐一氏による(大野, 1978)をもとに検討する。 
 
＜藤本(1997)にもとづく JIT 生産システムの発生論＞ 
 藤本(1997)による JIT 生産システムの発生論の研究は，歴史的事例を
素材としてシステムの「創発過程および進化能力の存在」を論じたもの
である(藤本, 1997, p.52)。システム創発を「合理的計画」，「環境制約」，
「企業者的構想」，「知識移転」といった経路のパターンにわけ，「ジャス
トインタイム」，「多工程待ち，多能工化，製品別工程レイアウト」とい
った事例をこれらのパターンに当てはめることによって生成を論じてい
る。 
 その上で，「システムの発生・進化の要因は複合的であり，またそのパ
ターンはどのケースをみても多様である」と結論付けている(藤本, 1997, 
p.79)。豊田喜一郎の企業者的ビジョンや大野耐一のシステム化のアイデ
アのほかにも，日紡をはじめとした繊維業界からの知識移転，フォーデ
ィズムにもとづく工程同期化思想の移転，狭小な市場制約などによる在
庫累積などが，システム進化の要因であった。このような，複合的な要
因を持つシステム進化について，「それぞれの事例がどのような進化経路
をたどって形成されるかを事前に予見することは困難」であるとも述べ
ている(藤本, 1997, p.81)。 
 
＜システム生成の動機：大野(1978)をもとに＞ 
 多様な経路により発展した JIT 生産システムだが，大野(1978)では創
始者自身の手により JIT 生産システムの説明が行われている。 
 彼自身の生産に関する哲学は，ムダの排除であった47。特に，「企業の
なかのムダは無数にあるが，つくり過ぎのムダほど恐ろしいものはない」

                                                   
47 1950 年の豊田英二をはじめとするトヨタ幹部によるフォードの工場見学のときに，
彼らは大量生産固有の欠陥を発見した(Liker, 2004)。この欠陥とは，分断された工程と，
工程間に大量に滞留する仕掛品であった。このような経験から，大野耐一は JIT 生産シ
ステムの基本的な哲学に辿りつく。詳しくは，Liker (2004)の第 2 章を参照されたい。
また，この様な哲学を実践するために具体的な仕組みとしてのカンバンを開発したキッ
カケについては，Womack et al. (1990)の第 2 章を参照されたい。 
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という(大野, 1978, p.28)。JIT 生産システムの基本的な発想は，この
「つくり過ぎのムダ」の排除を目指している。そして，「ムダを徹底的に
排除する」ための基本的な考え方として以下の 2 点を挙げている(大野, 
1978, p.36)。 
 1 点目は，能率の向上についてである。それは，「能率の向上は，原価
低減に結びついてはじめて意味がある」。そのためには，「必要なものだ
けをいかに少ない人間で作り出すか，という方向に進まなければならな
い」ということである。 
 2 点目は，「能率を一人一人の作業者，そしてそれが集まったライン，
さらにはラインを中心とする工場全体という目で見ると，それぞれの段
階で能率向上がなされ，その上に全体としても成果が上がるような見方，
考え方で能率アップが進められなければならない」ということである。 
 発生論的な視点からは，上の 2 点がシステム生成の動機であると考え
ることができるだろう。 
 しかし，なぜ既存の生産管理，特に我々の関心である生産管理会計は，
この動機を満たすことが出来なかったのだろうか。彼自身は「計算上で
は単価がかなり安く出来る」48ことを批判し，これが「つくり過ぎのム
ダ」をうみ，「見かけの能率アップ，つまり計算上の能率アップ」を促進
してしまうことを危惧している(大野, 1978, p.109)。ここで，「計算」と
は単価を求めるための原価計算と推測できる。つまり，原価計算が提供
する能率の情報では，見かけの能率向上しか出来ない，と主張している
ともいえる。 
 
＜小括：JIT 生産システムの生成＞ 
 以上，藤本(1997)と大野(1978)をもとに，JIT 生産システムの発生論
的な知見を整理しよう。たった 2 つの文献のレビューだが，得られた知
見は少なくはないし，いずれも興味深い。特に，藤本(1997)はひとつの
生産システムの生成要因を体系的に分析した数少ない研究としての貢献
は大きい。大野(1978)と藤本(1997)から得られた知見をまとめると，以
                                                   
48 ここでは，取引関係にある会社の焼入れ工場の生産状況を批判してこう述べている
(大野, 1978, p.119)。 
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下の 3 点となる。 
 
1. JIT 生産システムの発生要因は，「企業者的構想」から「環境制約」，

「知識移転」など多岐にわたる要因の合成である。 
2. JIT 生産システムの創始者である大野耐一に注目すれば，彼は生産

システムの目的をムダの排除，特につくり過ぎのムダの排除と考え
た。 

3. 既存の標準原価管理を含めた生産管理システムではつくり過ぎのム
ダを克服することは出来なかったことは，JIT 生産システムの生成
の動機のひとつである。 

 
 会計的な視点からは，JIT 生産システムが財務情報を主要な情報とし
て用いずに生産管理を行った理由をどのようなものだろうか。それは，
財務情報，ここでは原価計システムが提供する原価情報は大野が考えた
生産システムの目的に対して，有用な情報を提供しないどころか，「見せ
かけの能率」を追求させてしまうという有害なものであったからである。
そのため，大野をはじめとするトヨタの技術者は，「会計情報に頼らない」
生産システムを構築することになったといえる49。 
 いずれにせよ，MPC であれ JIT 生産システムであれ，伝統的な生産管
理会計の限界を克服しようという生成動機を部分的には共有していた。
ただし，JIT 生産方式はそれをカンバンという道具を用いる非財務情報
によりコントロールしたのに対して，MPC は会計システムそのものを変
革しあくまで財務情報を中心とした点に特徴がある。ここに，標準原価
管理の限界を克服した 2 つの生産管理システムの違いをみてとることが
出来るだろう。 
 
                                                   
49 これは，JIT 生産システムが全く会計情報を用いた生産管理をしていないということ
ではないようだ。確かに，Johnson (1992)，Johnson and Broms (2000)などは，JIT
生産システムにおける会計情報の利用を限定的に捉えている。しかし，トヨタの原価管
理でも原価計算は機能しており(門田, 1991a)，トヨタですら生産管理に会計情報を全く
用いていないということはない。それでもなお，JIT 生産方式においては会計情報では
なく非財務情報が重要な役割を持っていると主張することが出来る。詳しくは，2.5.2
以降の議論を参照されたい。 
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2.5.2 JIT 生産システムの機能論(1)：構造のレビュー 
 以下では，JIT の理念的な構造と機能を明らかにする。その際，いま
までに確認した既存の標準原価管理の逆機能を，JIT 生産システムがど
のように克服したのかについて重点的に整理する。 
 JIT生産システムは，トヨタ自動車の生み出した生産システムである。
だが，JIT生産システムは一社固有の生産システムという枠を超えたイン
パクトを持っていた。アメリカでは，日本の産業の競争優位性を示した
Dertouzos et al. (1989)や，日本の自動車産業の生産方式が持つ生産シ

ステムの優位性を分析したWomack et al. (1990)などは，JIT生産シス
テムを高く評価した。また，1900年代のマネジメントの歴史を扱った
Crainer (2000)においては，「リーン生産方式」を伴ったトヨタ自動車は
世界に新しいパワーバランスを生み出した企業の一つであると高く評価
した。 
 研究関心は，このような JIT 生産システムが持つ総合的な競争優位性
ではなく，標準原価管理に対して持つ比較優位性にある。発生論的な分
析で示したような大野耐一が持っていた標準原価管理の限界の認識に対
して，実際の JIT 生産システムは，どのような構造でそれを克服したの
だろうか。そこで，本節では JIT の構造とそれが持つ機能を明らかにす
る際に，工程間の管理の構造とその機能に注目し既存研究のレビューを
行う。 
 
＜JIT 生産システムの構造＞ 
 JIT 生産システムの基本的な概念は，「自働化」と「ジャストインタイ
ム」である(大野, 1978; 門田, 1991b; Liker, 2004)。 
 「自働化」とは，「自動的に不具合を関しならびに管理するメカニズム」
である(門田, 1991b)。これは，不良品が前工程から後工程に流れるのを
防ぐ仕組みである。 
 「ジャストインタイム」とは，「必要なものを，必要なときに，必要な
だけ」作るという考え方である(大野, 1978)。「どのような種類の部品が
どれだけの量必要であるかは『かんばん』と呼ばれる下げ札状のカード
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に書かれる」ので，工程間の調整は以下のようにされる(門田, 1991b, 
p.49)。つまり，後工程が前工程に必要な量だけ取りに行き，次いで前工
程は，引き取られた部品を補充するため引き取られた分だけの部品を生
産する。この方式が，「プル・システム」である。 
 このかんばんによるプル・システムは，いくつかの前提条件に支えら
れている。まず，工程間の調整システムであるプル・システムを支えて
いる前提条件の「平準化」について述べ，またもう 1 つの前提条件であ
る「自働化」がなぜジャストインタイムと並ぶ基本的な概念なのかをま
とめる。次に，かんばんを利用した工程間の調整の仕組みを明らかにす
る。最後に，伝統的な生産管理会計である「標準原価管理に代替する」
という本論文での JIT 生産システムの位置づけが妥当なものなのかどう
かについて，門田(1991a)をもとにトヨタ自動車における標準原価計算
の役割を明らかにする。 
 
＜プル・システムを支える平準化，自働化＞ 
 ここでは，ジャストインタイムを支える重要な概念である，平準化と
自働化について簡単に説明する。 
 まず，平準化とは，「かんばんを利用した生産にとっても，また労働力
と設備の遊休時間や，仕掛け品の在庫を最小限にするうえでも，一番重
要な前提条件になる」概念である(門田, 1991b, p.53)。つまり，平準化
とは，最終組み立てラインが各種製品を毎日サイクルタイムに従って均
等の量を作っていくことが可能となるように，全ての工程が適切に設計
されている，ということである。このとき，部品ラインでの引取量にお
けるバラツキは最小限に抑えられ，部品ラインも一定量の生産を維持で
きる。この平準化は，段取り替え時間の短縮と機械レイアウトの効果的
設計，作業の標準化，多能工化が要となる50。 
 次に，自働化の概略を説明する。いくら生産が平準化されたといって
も，部品の品質が悪かったらジャストインタイムに部品を届けることが
出来なくなる。このような事態を避けるための不良品の発生を防止する
                                                   
50 平準化の具体的な実践方法は門田(1991b)の pp.53-60 および，Liker (2004)の邦訳
pp.176-202 と pp.218-241 を参照されたい。 
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品質管理の仕組みが，自働化である。自働化では「機械や生産ラインで
不良品が量産されることを防止する手段を，機械のメカニズムにビルト
インしてある」ので，これは「各工程における異常の自動的チェック装
置」となる(門田, 1991b, p.61)。 
 
＜工程間の相互依存関係の調整：かんばんの利用＞ 
 平準化や自働化といった前提条件が成立しているとき，つまり，工程
ごとの生産能力が適切で，かつ品質不良の製品が自動的に排除される仕
組みがあるとき，かんばんを利用したジャストインタイムな生産が実行
できる51。 
 かんばんは，JIT 生産システムを運用する上での工程間の情報伝達の
手段である52。そこでは，工程間の引取量と生産量に関する情報が伝達
される。このかんばんの情報に従うと，「必要な部品の，必要とされる時
期と数量は最終組み立てラインしか正確には承知していないから，最終
組み立てラインが前工程に行って，車の組み立てに必要な部品を，必要
な時に，必要な量だけ受け取ることになる」(門田, 1991b, p.69)。 
 以上，JIT 生産システムの基本的な管理の構造をみてきた。そこでは，
財務情報やそれらと関連付けられた非財務情報が管理に用いられていな
い点に注目すべきだろう。この生産システムにおいて最も核となる工程
間の調整は，かんばんといった財務情報と結びつかない非財務情報を用
いた管理が行われていたのである。 
 
＜1990 年代以降のトヨタの新しい組み立てシステム＞ 
 ここまで示してきた JIT 生産方式の基本的な枠組みは変わらないが，
より具体的な生産システムは 1990 年代以降も進化し続けている。それ
らは，自立完結工程の導入，インライン・メカニカル自動化，TVAL(組
                                                   
51 かんばん方式とは要するに，各工程の生産量を円滑に管理していく情報システムであ
る。この方式のさまざまな前提条件が完全に満たされていないと，(つまり，各工程のレ
イアウト設計上の工夫，作業の標準化，生産の平準化などが実施されていないと)，たと
えかんばん方式を導入しても，ジャストインタイム生産の実現は困難である(門田, 
1991b)。 
52 「カンバンと呼ばれるカードや空の容器や空の台車による単純な補充シグナル」
(Liker, 2004, p.207)とあるように，かんばんは実際には多様な形態をとる。 
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立作業評価体系)，作業付加軽減のためのロー・コスト設備，人的資源管
理の側面，で変化している(藤本, 1997)。 
 特に，自立完結工程ではセグメント間に「ボディ・バッファーエリア」
を置くなど，従来とはやや異なる構造を持っている。そのため「メイン
の組み立てライン(トヨタの場合キロメートル前後のことが多い)を半自
律的な複数のラインセグメントに分割している点，また各ラインセグメ
ントが機能的にも物理的にも組織的にもお互いにディカップルされてい
る点で異なっている」が，「それぞれのラインセグメントは，コンベア式
の連続移動組み立てラインであり，いわばフォード組み立てラインの短
縮版である」ので，「その意味では，依然として従来のシステムの延長上
にある」ともいえる(藤本, 1997, p.310)。 
 JIT 生産システムは，より詳細な部分では，現在でも進化し続けてい
る。だが，システムの持つ基本的な構造というのは，依然として変わっ
ていないだろう。 
 
＜JIT 生産システムにおける標準原価計算＞ 
 ところで，JIT 生産システムでは，標準原価管理は本当に行われてい
ないのか。門田(1991a)では，ともに JIT 生産システムを実践するトヨ
タとダイハツにおける原価計算の利用の状況についてケーススタディを
行った。このケーススタディによって，JIT 生産システムと従来の原価
計算の関係が，標準原価計算に限らず実際原価計算といった範囲にまで
明らかにされた。 
 「結果的には製品原価はドンブリ勘定でみて実績見込み原価になって
しまうわけである」(門田, 1991b, p.10)という文章が端的に示している
ように，トヨタでは標準原価計算53を管理目的に使用してはいない。ま
た，「車種別の製品原価を正確に把握するために，原価差額を製品別に配
賦するということは行っていない」(門田, 1991a, p.14)とあるように，
車種別の損益計算はそれほど精度の高いものではない。この車種別の損
益は 8 月末と 2 月末の年 2 回の決算期の後，営業部に報告されるが，こ

                                                   
53 トヨタでは標準原価計算を「基準原価計算」と呼ばれている。 
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れは管理会計目的のためである。 
 ただ，トヨタでは原価情報は原価改善に用いられることがある。この
原価改善では，標準原価ではなく実際原価を用いる。実際原価の改善部
分を目標値として示すのだが，これは差額原価が使われる(門田, 1991b, 
p.16)。つまり，原価改善額そのものが目標値となる。なお，原価改善の
具体的な方策とは，「かんばん方式によって間接的には原価改善がもたら
されることになり，これがトヨタ生産方式による原価改善の主なルート
になる」という(門田, 1991b, p.22)。 
 ダイハツでも原価計算はトヨタとほぼ同様の役割のようである。門田
(1991a)によれば，JIT 生産方式のもとでも，財務会計目的のための標準
原価計算ないし実際原価計算は実施されている。だが，「原価管理目的か
らする標準原価管理方式が後退して，JIT の現場管理のもとでフィジカ
ルな目標管理システムが活用されている」ようだ(p.84)。 
 

2.5.3 JIT 生産システムの機能論(2)：有用性の検討 
 ここでは，JIT 生産システムが持つ有用性を検討する。 
 藤本(1997)では，JIT 生産システムが持つ事後的な競争合理性の包括
的な検討が行われた。そして，「理念型としてのトヨタ的開発・生産方式
の競争能力(組織ルーチン)そのものの特徴」(藤本, 1997, p.24)として，
以下の 3 点をあげた。 
 
1. トレードオフの克服 

生産における生産性，製造品質，生産リードタイムの競争優位は同
時に達成し，また，開発における生産性，設計品質(商品力)，開発
リードタイムの競争優位を同時に達成した。 
 

2. フレキシビリティ 
製品の変化と多様性(モデルミックスの多様性，生産総量の変動，モ
デルチェンジなど)に対する柔軟な対応を，最小限のコスト・アップ
で対応した。 
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3. 組織学習と改善 
生産性向上，品質改善，その他の製造問題の解決を継続的かつ全社
的に行う，ある種の組織学習メカニズムがビルトインされていた。 

 
 この競争能力は，生産システムだけでなく製品開発にまで踏み込んだ
ものであり，一概に JIT 生産システムの競争優位性とは言えないが，JIT
生産システムの特徴をよくあらわしている。 
 これを踏まえて，特に JIT 生産システムが標準原価管理の逆機能をど
のように克服したのかに焦点を当てて検討する。 
 工程間の調整は，かんばんによって行われている。具体的には，仕掛
品・在庫の削減が促進されたことになる。仕掛品・在庫の削減は，次の
3 つの意味で重要だった。それらは，仕掛品・在庫そのものの費用の削
減，仕掛品・在庫に伴う費用の削減，品質問題の顕在化，である(門田, 
1991b; 藤本, 1997; Womack et al., 1990; Liker, 2004)。 
 仕掛品そのものの費用の削減とは，文字通り，仕掛品や在庫がないと
きは発生しなかった費用を減らすことができるというものである。仕掛
品や在庫の総量の増加は，もしその製品が売れ残ればその製品の製品原
価もムダになってしまうという機会原価を増加させる。これは，トヨタ
では「最悪のムダ」と考えられている(門田, 1991b, p.44)。 
 仕掛品・在庫に伴う費用の削減とは，仕掛品・在庫が発生してしまっ
たために，新たに発生する費用の削減である。具体的には，余分な倉庫
や，余分な運搬者・設備，余分な在庫管理者・品質維持者といった費用
を削減することが出来るのである(門田, 1991b, pp.44-45)。 
 品質問題の顕在化とは，仕掛品と在庫がほとんどないときは，より早
く品質問題が顕在化するようになったことを指す。例えば，「作業員が問
題を先回りして解決策を探らなければ，工程全体がすぐストップしてし
まう」ので，作業者はより品質に気をつけるようになった(Womack et 
al., 1990)。 
 このような生産管理上の有用性は，標準原価の逆機能を克服するのに
十分だったといえる。標準原価管理の問題点とそれを克服するために



 
77 

JIT 生産システムを分析した小林(1993)では，以下のように標準原価管
理と JIT 生産システムの相違を述べている。つまり，ともに標準的な作
業能率を設定する仕組みだが，JIT 生産システムでは顧客や前後の工程
の流れを円滑にするために行われるのに対して，標準原価管理では個々
の工程での能率の向上や効率性の測定を主たる目的としていたという。
その意味で，「JIT 方式と標準原価計算によるコスト・コントロールは，
基本的な部分で対立的」といえる(p.58)。 
 
＜小括：JIT 生産システムの機能＞ 
 標準原価管理の逆機能のうち，工程間の相互依存関係の構築を阻害す
る点については，JIT 生産システムはそれを克服したと言っていいだろ
う。発生論的な分析を含めて，JIT 生産システムが標準原価管理に対し
て持っていた有用性は以下のようにまとめることが出来る。 
 
1. JIT 生産システムの「構造」は，標準原価管理と違って生産量を

「かんばん」などを用いて直接的にコントロールする。これは，
個々の工程の能率でなく前後の工程や顧客を指向した，自律的な管
理を行うことになる。 

2. JIT 生産システムの「機能」は，工程間の依存関係を適切に管理す
ることによる仕掛品・在庫の削減にある。これはさまざまな費用の
削減につながるし，標準原価管理の抱えていた逆機能のうち，「工
程分断の逆機能」を克服するものであった。 

 
 JIT 生産方式は，管理のための主な情報に非財務情報を用いて，既存
の伝統的な生産管理会計の限界を克服した。さらに，標準原価管理のよ
うな垂直的コントロールではなく，水平的な情報共有によるある程度自
律的な管理が行われていた。この事実は，Johnson (1992)，Johnson 
and Broms (2000)の生産における会計情報からの脱却，という主張を裏
付けるものだった。 
 このように，標準原価管理のような伝統的な生産管理会計の限界を克
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服する上で，主に財務情報を用いたり，あるいは，非財務情報を用いた
りするような複数の方法が存在したといえる。結局，このような現代の
生産システムにおけるマネジメントコントロールの情報選択の条件はど
のようなものなのだろうか。そこで，次節では，コンティンジェンシー
理論にもとづいて実施された生産システムにおける情報選択研究のレビ
ューを実施する。 
 

2.6  生産における情報選択の研究 
 管理会計研究における代表的な文献レビューからも明らかなように，
マネジメントコントロールの情報選択研究に用いられる理論は，心理
学・組織行動論にもとづく理論，経済学におけるエイジェンシー理論，
組織論におけるコンティンジェンシー理論，などの理論であった
(Shields, 1997; Ittner and Larcker, 2001; Luft and Shields, 2003)。
しかし，生産におけるマネジメントコントロールの研究では，それらの
理論のうちコンティンジェンシー理論にもとづく研究が大半を占めてい
たといえる54。 
 前節までが生産のマネジメントコントロールの「機能」に注目したレ
ビューを行ったのに対して，本節の目的は，生産管理会計を取り巻く状
況変数に注目したコンティンジェンシー理論の研究をレビューすること
により，これら研究が構築した「定型化された事実」を明らかにするこ
とにある。それは，それぞれの生産管理会計の機能を前提として，それ
ら機能が選択される条件を特定するためだからである。そして，レビュ
ーの上で，コンティンジェンシー理論が，生産管理会計の分析枠組みと
して持つ意義を批判的に検討する。 
 

                                                   
54 Chenhall (2003)は，生産に限らずマネジメントコントロール全般のコンティンジェ
ンシー理論にもとづく研究についての網羅的なレビューである。本節でレビュー対象と
なるコンティンジェンシー理論の研究の多くは，Chenhall (2003)では技術変数とマネ
ジメントコントロールの関係としてまとめられている。しかし，本節では，生産のマネ
ジメントコントロールを取り巻く環境変数を扱った研究もレビュー対象として含め，生
産のマネジメントコントロールと状況変数についての知識を定型化することを目指す。 
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＜コンティンジェンシー理論による分析＞ 
 コンティンジェンシー理論とは，「組織の環境への適応を重視し，組織
成果に注目しながら，組織特性と環境との適合関係を実証研究を通じて
追求しようとする」理論であり，「組織研究における健全な理論構築と分
析を可能にし，かつ経営実践の改善の指針をも与えるという意味で経営
学的な示唆にも富む」という特徴を持っている(加護野, 1980, p.67)。マ
ネジメントコントロールの分析についても，「コンティンジェンシー理論
は伝統的に用いられており，研究者らはマネジメントコントロール・シ
ステムの有効性を環境，技術，規模，構造，戦略，組織文化といった変
数で説明しようと試みてきた」(Chenhall, 2003, p.127)。また，コンテ
ィンジェンシー理論の研究が満たすべき条件として，ローレンス, P. R. 
とロッシュ, J. W. は次の 4 点を挙げている55。 
 
1. 経験的なデータの収集による組織の研究であること 
2. 複数の変数に注目した研究であること 
3. 異なる条件下にある組織の機能を説明しようとしていること 
4. 特定の調査方法，研究方法論，あるいは理論の概念的枠組みを前提

としないこと 
 

 ここでの生産のマネジメントコントロールの研究のレビューも，この
条件を満たす研究を対象としている。以下では，生産管理会計を対象と
したコンティンジェンシー理論の研究を取り上げ，それぞれの研究がど
のような状況変数を設定し，どのような方法でそれらを検証したのか，
またその研究成果はどのようなものだったのかを明らかにする。そのう
えで，生産管理会計を対象とした一連のコンティンジェンシー理論が構
築した知見を，定型化された事実としてまとめる。 
 
 

                                                   
55 なお，ここでの引用は，1967 年に出版された原本ではなく 1986 年に Harvard 
Business School Press から出版された復刻版である Lawrence and Lorsch (1986)を使
用している。 
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＜環境変数と生産管理会計：Khandwalla (1972)＞ 
 Khandwalla (1972)は，企業が直面する競争環境によってマネジメン
トコントロールの仕組みが異なっていることを発見した，管理会計のコ
ンティンジェンシー理論による分析の古典的な研究である。また，生産
におけるマネジメントコントロールを対象としたコンティンジェンシー
理論の研究で，環境変数を分析枠組みに採用した数少ない研究のひとつ
である。調査は郵送質問票で実施され，有効となったサンプルは米国の
製造業 92 社である。 
 Khandwalla (1972)が調査しようとした環境変数は企業が直面する競
争環境の類型であり，これらの変数と企業が採用するマネジメントコン
トロールの関係を統計的に検証した。採用された競争環境の類型は，価
格 競 争 (price competition) ， マ ー ケ テ ィ ン グ 競 争 (marketing 
competition)，製品品質競争(product competition)の 3 つである。 
 分析結果は，「製品品質競争」下の企業は，標準原価計算や統計的品質
管理のような「(1970 年代において)洗練されたマネジメントコントロー
ルの仕組み(sophisticated management controls)」を採用する傾向が顕
著だった，ということである。検証方法にシンプルな相関分析のみを用
いている点，競争環境はあらかじめ 3 つの類型に限定されて調査をされ
た点，などの限界があることを踏まえても，競争環境が生産管理会計の
採用に有意な差をもたらすことを明らかにしたことは，この研究の重要
な貢献といえる。 
 
＜技術の不確実性と生産管理会計：Hirst (1983), Bownell and 
Merchant (1990)＞ 
 Khandwalla (1972)以降，生産管理会計を対象としたコンティンジェ
ンシー理論による研究は，環境変数ではなく企業内部の技術変数に注目
した研究がほとんどとなる。ここでは，技術変数を「技術の不確実性」，
「相互依存性」，「生産システム」という下位の 3 つの変数にわけてそれ
ぞれの研究をレビューする。まずは，「技術の不確実性」と生産のマネジ
メントコントロールの関係を分析した Hirst (1983)および Bownell and 
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Merchant (1990)を取り上げる。 
 Hirst (1983)は，技術の不確実性が異なれば，マネジメントコントロ
ールに用いられる会計指標に対する組織成員の「信用度(reliance)」が異
なることを発見した。この調査は郵送質問票で実施され，サンプルはシ
ドニー都市区の企業 111 社である。また，Hirst(1983)における技術の
不確実性は，具体的には「技術の困難性」および「技術の多様性」とい
う 2 つの下位尺度からなる。分析結果として，これら技術の不確実性が
高ければ高いほど，組織成員の会計指標(accounting performance 
measures)に対する信用度は低下することを示した。この研究は，彼自
身も指摘しているように，信用度の尺度について限界がある。しかし，
その他の多くのコンティンジェンシー理論の研究がマネジメントコント
ロールの採用度や活用度を対象にしているのに対して，組織成員のマネ
ジメントコントロールに対する認知を調査した数少ない研究であり，そ
の点は研究上の貢献といえる。 
 Brownell and Merchant (1990)は，製造業のマネージャーを対象とし
た予算の研究であり，「生産の標準化」という変数についての興味深い知
見を提供した。この研究は，電機産業 19 社の合計 201 人のマネージャ
ーを対象とした，インタビュー調査・郵送質問票調査として実施された。
この研究では，従属変数として業績変数が採用され，独立変数として
「参加予算の度合い」，「生産の自動化の度合い」，「生産の標準化の度合
い」という変数が採用された。ただし，業績変数は客観的な指標ではな
く，マネージャーたちの自己申告によるものである。業績に影響を与え
るマネジメントコントロールと技術変数の組み合わせとしては，「生産の
標準化の割合が低い」，そして「自動化の割合が低い」企業での「より高
い参加型予算」が業績に正の影響を及ぼすことが明らかになった。業績
指標が自己申告によるものであるという限界を踏まえても，他のコンテ
ィンジェンシー理論が状況変数とマネジメントコントロールとの関係を
分析しようとしたことに対して，どのような状況変数とマネジメントコ
ントロールの組み合わせが業績に正の影響を与えるのかという視点を導
入した意義は大きい。 
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＜相互依存性と生産管理会計：Chenhall and Morris (1986)＞ 
 技術変数として，組織間の相互依存性と生産管理会計の関係を分析し
た研究として，Chenhall and Morris (1986)をあげることが出来る。こ
の研究における相互依存性とは，Thompson (1967)の意味での相互依存
性であり，同一企業内の隣接部門との業務の統合度合いで測定された。
調査はインタビュー調査で行われ，サンプルはオーストラリアの製造業
36 社のマネジャー68 人である。 
 この研究で測定された状況変数は，環境の不確実性と相互依存性であ
り，生産管理会計の特性についての変数は，情報の範囲(broad scope)，
情報の集約度 (aggregated)，情報の適時性 (timely)，情報の統合度
(integrated)である。情報の範囲，集約度，適時性が有用であるとマネジ
ャーが感じたことと統計的に関係があったのは，相互依存性だった。ま
た，情報の範囲，適時性と関係があったのは環境の不確実性だった。し
かし，情報の集約度は，環境の不確実性と有意な関係を示すことがなか
った。また，これら環境の不確実性と相互依存性の間にも統計的な関係
があり，結果として環境の不確実性はマネジメントコントロールの特性
変数の多くに間接的にしか効果を及ぼさなかったという。 
 本研究はインタビューにもとづく統計的調査のため，統計的な処理に
恣意性が介入する余地を含んでしまうという限界があるが，他の研究が
採用しなかった相互依存性という状況変数を導入し，研究上の重要な貢
献を果たしているといえるだろう。 
 
＜生産システム(JIT，TQM，FM)と生産管理会計＞ 
 コンティンジェンシー理論を用いた生産管理会計の研究の多くは，不
確実性のような特性変数ではなく具体的な「生産システム」を状況変数
として採用した研究である。先行研究で採用された主要な生産システム
は， JIT 生産システム，TQM (Total Quality Management)， FM 
(Flexible Manufacturing)だった56。以下では，これら 3 つの生産システ

                                                   
56 Luft and Shields (2003)らが警告しているように，理論ではなく実務によって定義さ
れてきた変数は，それぞれの研究ごとに変数の定義が微妙に異なってしまうという問題
がある(p.187)。ここで，「理論によって定義された変数」とは「技術の不確実性」のよ
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ムのうちいずれかを状況変数として採用した，9 つの生産管理会計の研
究をレビューする。 
 Foster and Horngren (1988) は ， FM (Flexible Manufacturing 
Systems)を採用している企業におけるコストマネジメントと原価計算の
実態についての調査を行った古典的な研究である。ここでの FM は，
「柔軟な組み立てシステム(flexible assembly)」，「柔軟な製造システム
(flexible fabrication)」，「柔軟な機械加工(flexible machining)システム」，
「柔軟な溶接加工(flexible welding)システム」という 4 つの要素からな
るとしている。実際の調査における FM の判断基準は，FM のためのシ
ステムへの投資が 5 百万ドル以上か否かという基準と，それがラインの
10％を超えるかという基準を用いた。Foster and Horengren (1988)の
調査結果は，FM を採用している企業での生産管理会計に用いられる業
績指標が，時間，品質，効率性，柔軟性に関する指標に焦点を当てたも
のになったというものである。 
 Banker et al.(1993)も，Foster and Horngren (1988)と同様に，現代
の製造システムにおける業績指標の選択についての経験的な調査を行っ
た。しかし，その調査方法は Foster and Horngren (1988)のそれに比べ
厳密な調査であった。彼らは，JIT や TQM を「新しい製造実務(new 
manufacturing practices)」と呼び，それぞれの仕組みをオリジナルの
尺度を開発して測定していた57。調査結果として，JIT や TQM といった
新しい製造実務では，品質情報や生産効率などの非財務情報を現場の工
員に伝達することを明らかにした。 
 Abernethy and Lillis (1995) は ， 状 況変数として Foster and 
Horngren (1988)と同様の FM を取り上げて，マネジメントコントロー
ルで用いられる情報の選択についての問題を分析した。しかし，
                                                                                                                                 
うな特性に関する尺度をいい，これらは研究上の操作化された尺度が確立している場合
が多い。後者の「実務によって定義された変数」とは JIT のような生産システムの通称
などを指し，厳密な定義や操作化された尺度が開発されていないことが多い。ここでの
レビューも各生産システムの一般的な定義を採用するのではなく，各研究がそれぞれの
システムをどのように測定したのかを確認していく。 
57 バンカーらが開発したこの尺度は，Hansen and Mouritsen (2007)でのレビューに引
用されているように，その後の生産管理会計研究における支配的な測定尺度となった。
また，本論文の第３章以降の調査においても，これら尺度の翻訳版が使用されている。
詳細は，第３章以降の各測定尺度の解説を参照されたい。 
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Chenhall (2003)も指摘していることなのだが，アバナシーらの FM と
フォスターらの FM には定義にかなりの差異がある。アバナシーらによ
る FM の定義は，顧客の要求に対して柔軟に対応出来る製造システムを
指しており，フォスターらが製造の柔軟性を高めるための技術への投資
を FM の判断基準としたのとはかなり異なっている。アバナシーらの調
査は，オーストラリアの製造業 42 社の合計 81 部門に対して実施され，
その方法は定性的なインタビュー調査とインタビュー結果についての統
計的な分析からなっている。調査結果は Foster らの結果とは対照的なも
ので，FM の普及によって効率性の指標は業績指標の中から減少してい
くというものだった。そのかわり，FM のもとではチーム間の連携を促
進するような情報(タスクフォースの構築による情報共有，部門間の定例
会議など)の重要度が高まったという。 
 Ittner and Larcker (1995)は，TQM と生産管理会計の情報選択や報
酬システムの関係を調査した。彼らは TQM を「製品品質の絶え間ない
システマティックな改善に焦点を当てた，企業の全体に及ぶ哲学と問題
解決の方法論」と定義した。調査は日本，アメリカ，ドイツ，カナダの
自動車会社およびコンピュータ製造業に送付され 249 社からの回答を得
たという。彼らは，TQM の実施の測定に際して 41 の質問を実施したが，
これらは以下のような 12 の因子に収束した(p.7)。 
 
1. 品質管理の訓練はトップマネジメント，ミドルマネジメント，現場

の責任者，あるいは管理職ではない従業員などから教わる 
2. 従業員は顧客関係の意思決定についての権限を委譲されている 
3. 部門と部門横断的な品質改善のためのチームに所属している 
4. プロセス改善のためのツールを組織が採用している 
5. 製品開発に消費者が参加している 
6. 製品開発において消費者が重要な役割を果たす 
7. 製品開発においてサプライヤーが重要な役割を果たす 
8. 品質保証部門が品質管理教育などを実施する 
9. 品質責任を負う 
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10. 製品開発において部門横断的なチームを採用している 
11. 提案制度を実施している 
12. サプライヤーの選択では，価格よりもその他の要素を重視する 
 
 調査結果として，これら TQM の高い度合いでの実施のもとでは，業
績指標や報酬システムはチーム業績及び非財務指標に重点を置くことが
明らかになった。 
 Selto et al.(1995)は，JIT および TQC58のもとでの，生産のマネジメ
ントコントロールにおける権限委譲と管理者の責任についての分析であ
る。彼らの分析で特徴的なことは，「TQC なくして JIT の実施は不可能
である」として(p.665)，基本的には JIT と TQC を区別せずに取り扱っ
ていることだろう。調査は電気機器の製造業 1 社の 406 人の直接工と
19 人のマネジャーに対して実施された。なお，この企業では JIT および
TQC が実施されていることをセルトらはフィールドスタディによって確
認しており，質問票などによって JIT および TQC を測定してはいない。
調査結果として，JIT および TQC のもとでの部門間のパフォーマンス
(原価効率，欠陥率など)の差異は，工員のエンパワメントとマネジャー
の権威の不適合で説明出来ることを示した。 
 Chenhall (1997)は，TQM と業績指標の組み合わせのうち，最もパフ
ォーマンスが高い組み合わせを探索するための調査を実施した。この調
査は，製造業 19 社の 39 事業部に対して行われた。データは郵送質問票
によって収集された。論文内では TQM についての明確な定義が明らか
にされてはいないのだが，彼が TQM の測定に用いた尺度は次の 7 つの
下位次元からなっていた。 
 
1. 部品調達におけるサプライヤーによる品質保証プログラム 
2. 生産における非付加価値活動の削減プログラム 
3. 製品の開発と生産のリードタイム削減プログラム 

                                                   
58 ここで，TQC とは Total Quality Control の略である。セルト, H らは Total Quality 
Management の略称としても TQC を用いていることから(Selto et al., 1995, p.665)，
彼らは TQC と TQM の間に明確な区別をしているわけではないようだ。 
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4. 従業員向けの品質改善プログラム 
5. 戦略策定時における機能部門の従業員の参加 
6. 顧客と従業員の密接なコンタクト 
7. 部品間の品質改善プログラム 
 
 調査結果として，非財務指標と TQM の組み合わせは高いパフォーマ
ンスをあげることが明らかとなった。 
 Perera et al.(1997)は，Abernethy and Lillis (1995)の追試として，
Chenhall (1997)の尺度を含めて実施された研究である。彼らの研究は，
現代の製造実務を「先進的な生産管理 (Advanced Management 
Practices: AMP)」と「先進的な製造技術(Advances Manufacturing 
Technology: AMT)」に分類した点が特徴的である。Abernethy and 
Lillis (1995)では，非原価指標(non-cost efficiency measures)が多義的
なものであるのにそれを無視した点，顧客重視の戦略を一義的に捉えた
点，という 2 つの問題があったことを踏まえて，これを解決するために
AMP および AMT という 2 つの分類を提案したのである。このうち
AMP については，先述の Chenhall (1997)の 7 つの TQM の下位次元尺
度と全く等しいものを用いた。また，AMT とは，自動化やコンピュー
タの利用度などからなる生産管理のハードウェアの先進性についての尺
度だった。調査はオーストラリアの製造業を対象とする郵送質問票調査
であり，サンプル数は 109 社だった。調査結果として，AMP と AMT
の併用が非財務指標の採用と関係していることを明らかにした。また，
AMP を採用しないで AMT を採用する場合，逆に，非財務指標の利用度
が低下する事も明らとなった。 
 Sim and Killough (1998)は，TQM と JIT を状況変数として採用した
研究である。また生産管理会計については，選択される業績指標だけで
なく，それがどのようにインセンティブに結びついているのかも踏まえ
た調査を実施した。TQM や JIT の測定では，Snell and Dean (1992)の
尺度を用いている59。調査は，アメリカの SIC コード 36 に該当する企業

                                                   
59 Snell and Dean (1992)における TQM の測定尺度は，マネージャーやサプライヤー
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(電気機器産業)を対象として実施されて，83 社がサンプルとなった。調
査結果として，JIT や TQM を採用しており，かつ高い顧客・品質のパ
フォーマンスの組織は，固定給ではなく，顧客や品質に関する業績指標
がインセンティブと結びついていることが明らかになった。 
 Kalagnanam and Lindsay (1998)は，JIT を状況変数として採用して，
生産の「マネジメントコントロールの有機性 (organic form of 
management control)」との適合を調査した。有機的なコントロールと
は，機械的なコントロールと対を成す概念である。カラグナナムらは，
伝統的な大量生産システム下の機械的コントロールに対して，JIT では
有機的なコントロールが採用されているという仮説を提唱した。調査は
3 つの工場の定性的な調査と，カナダの 169 工場をサンプルとする郵送
質問票の分析である。有機的なコントロールの測定のために，参加，分
権化，コントロールの構造，など 25 変数が用いられた。調査結果とし
て，JIT のもとでのマネジメントコントロールの仕組は，オープン，非
公式，といった有機的なものだったという。その理由として，高い技術
の不確実性や高い相互依存性に対応するため，という説明を行っている。 
 以上，生産のマネジメントコントロールの様々な側面について，生産
システムを状況変数として分析した研究の概要を明らかにした。Lust 
and Shields (2003)の警告にあるように，いくつかの研究では同一名称
の生産システムを用いていても異なる内容を指しているという問題があ
った。特に，Foster and Horngren (1988)と Abernethy and Lillis 
(1995)における FM の定義は，同一名称の変数でありながら異なる結果
を導出しており，その原因としてそれぞれの研究が FM を異なる尺度で
測定した点をあげることが出来る。また，Chenhall (1997)と Perera et 
al. (1997)の TQM と AMP のように，異なる名称でも同一の尺度を用い
ているという研究も存在した。 
 そこで，上記のような問題点に注意しつつ，コンティンジェンシー理
論にもとづく生産管理会計の研究が構築した知見を，「定型化された知識」

                                                                                                                                 
が品質改善に費やす時間，ラインが統計的品質管理下にある割合など 10 項目であった。
また，JIT の測定尺度は，部品調達のサイズやバッファー在庫のサイズなど 5 項目であ
った。 
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としてまとめたうえで，これらを批判的に検討する。なお，ここまでレ
ビューした論文の概要をまとめると，表 2.6 のようになる。 

 
 

表２.6 コンティンジェンシー理論を用いた生産管理会計研究の概略 
論文 状況変数 状況変数（下位次元） 従属変数 

Khandwalla  
(1972) 

環境の 
不確実性 

競争環境の類型（価格競
争，マーケティング競争，
製品品質競争）[↑] 

標準原価計算[↑]，統計
的品質管理[↑] など 

Hirst (1983) 技術の 
不確実性 

技術の困難性[↑]，技術の
多様性[↑] 

会計指標に対する信頼
[↓] 

Brownell and  
Merchant 
(1990) 

技術の 
不確実性 

予算への参加[↑]，自動化
[↓]，生産の標準化[↓] 業績[↑] 

Chenhall and  
Morris (1986) 

相互依存 
関係 

部門間の相互依存性[↑]，
FM（システムへの投資）
[↑] 

有用性[↑]（情報の範囲
[↑]・集約度[↑]・適時性
[↑]） 

Foster and 
Horngren 
(1988) 

生産 
システム JIT[↑]，TQM[↑] 

業績指標（ 時間[↑]，品
質[↑]，効率性[↑]，柔軟
性[↑]） 

Banker et al. 
 (1993) 

生産 
システム FM（製造の柔軟性）[↑] 

非財務情報 [↑ ]（品質
[↑]，生産効率[↑]） 

Abernethy and 
Lillis (1995) 

生産 
システム TQM[↑] 

効率性指標[↓]，部門間
連携を促進する情報[↑] 

Ittner and  
Larcker (1995) 

生産 
システム JIT および TQC 

チーム業績指標[↑]，非
財務指標[↑] 

Selto et al. 
(1995) 

生産 
システム TQM[↑] 

(工員へのエンパワメント
とマネージャーの権威の
不一致[↑] なら)業績[↓] 

Chenhall (1997) 生産 システム AMP[↑] かつ AMT[↑]， 
（非財務指標 [↑ ] のと
き）業績[↑] 

Perera et al.  
(1997) 

生産 
システム AMP[↓] かつ AMT[↑] 

非財務指標[↑] ，非財務
指標[↓] 

Sim and 
Killough  
(1998) 

生産 
システム TQM[↑] と JIT[↑] 

（固定給ではなくインセ
ンティブに品質や顧客の
指標[↑]なら）業績[↑] 

Kalagnanam 
and  
Lindsay (1998) 

生産 
システム JIT[↑] 

コントロールの有機性
[↑] 

変数の後ろにある[ ]は↑なら増加，↓なら減少を表す。なお，変数間の関係は代表的な
ものだけをまとめた。 
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＜コンティンジェンシー理論の貢献と限界＞ 
 ここまでレビューしたコンティンジェンシー理論の研究が構築した知
見を大まかにまとめると，次の 2 点となる。 
 
1. 生産管理会計において，技術の不確実性，あるいは相互依存性の増

加は，伝統的な会計指標の有用性を低下させる。 
2. 生産管理会計において，現代の生産システム(JIT，TQM，FM など)

のもとでは，非財務指標の重要度が増加する。 
 
 上記のように，生産管理会計の分析枠組みとして，コンティンジェン
シー理論は「定型化された知識」とも呼ぶべき知見を構築することに成
功した。しかし，分析枠組みとしてのコンティンジェンシー理論は次の
限界があるといえる。 
 それは，コンティンジェンシー理論を用いた生産管理会計の研究で，
変数に関する問題である。例えば，選択された変数は必要十分なものな
のかを理論は説明出来ない。あるいは変数同士が単純な線形関係にある
のか，あるいは非線形関係にあるのかを説明出来ない，という問題であ
る。そして，変数間に相関があるとき，分析結果の解釈が困難になると
いう問題もある。これは，例えば Chenhall and Morris (1986)が直面し
た問題でもあるのだが，複数の異なる状況変数を採用したときに，状況
変数間の相関関係がある場合にどちらの状況変数が従属変数に影響して
いるのかを特定できないものである。このため，多くのコンティンジェ
ンシー理論の研究は，異なる状況変数を同時的に分析に含めることが困
難である。これら一連の変数に関する問題は，コンティンジェンシー理
論が説明理論として基盤が弱く，経験的な検証の積み重ねによって知見
を構築していくという帰納的な分析であるという性格上，避けられない
問題である。 
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2.7  小括：生産管理会計研究の課題 
 本節では小括として，既存の生産管理会計研究の残された課題を明ら
かにし，本論文で解決すべきリサーチクエスチョンを明示する。 
 2.3 節から 2.5 節で示された各々の生産管理会計システムについて，
どのような条件のもとで採用されるのかという視点に立った分析の概要
は，2.6 節に示された。だが，2.6 節で明らかとなった定型化された知識
は，生産システムの現代化に伴い，原価情報から非財務情報へと用いら
れる情報が遷移することを明らかにしたものである。だが，2.4 節でレ
ビューしたような利益情報の利用に関する視点が一貫して欠如していた
といえる。この事実は，利益情報を用いた生産管理会計実践が，むしろ
現代の生産システムのもとで実践されている点を踏まえれば，生産管理
会計の情報選択の研究成果について疑義を生じさせることとなるだろう。 
 そこで，本論文では，「生産システムにおける利益情報を含めた会計情
報選択」を研究対象とし，その情報選択の現実を説明し予測することで，
既存の研究の残された課題を解決することを目指す。そして，検証の際
には 2.6 節で明らかにされたようなコンティンジェンシー理論の理論上
の問題を避けるためにも，頑健な理論に依拠して仮説を構築し検証を行
う。なお，本論文において中心的な理論構築の基礎として用いるのは経
済学における比較制度分析のコーディネーション理論とエイジェンシー
理論である。 
 まず次章では，本論文でのリサーチクエスチョンである「生産システ
ムにおける利益情報を含めた会計情報選択はどのように説明可能か」と
いう問題を解決するための研究方法を議論し，基礎となる記述統計デー
タを示す。 
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第３章  研究方法と記述統計 
 

 第２章で示した「生産システムにおける利益情報を含めた会計情報選
択はどのように説明可能か」というリサーチクエスチョンを解決するた
めに，どのような研究方法を採用すれば良いだろうか。本章での議論は，
本研究における研究方法の概要を明らかにするとともに，研究対象とな
るサンプルの基礎的な統計量を示すものである。まず，3.1 節では本研
究が採用する仮説検証型の経験的研究の採用理由とその概要を述べる。
そして，3.2 節では研究対象とした工場単位のサンプルの概要と，そこ
における生産管理会計実践の実態調査的な統計結果を明らかにする。ま
た，3.3 節では，第４章以降の検証に用いられる種々のデータの記述統
計量についてまとめて記載する。 
 

3.1  研究方法論 
 本節での議論は，個別の検証における研究方法(method)ではなく，本
研究全体における研究方法論(methodology)についてのものである。ま
ず，本研究全体における社会科学的立場を再確認した上で，仮説検証型
の経験的研究の必要性を述べる。 
 2.1 節における議論でも触れたのだが，本論文は実証的な立場に依拠
したものである。管理会計研究における方法論的パースペクティブの分
類方法の一つとして「規範的-実証的」，「理論的-経験的」という 2 軸に
よって研究方法論を分類するものがある(門田, 2003; 加登ほか, 2007)。
ここで，「規範的-実証的」研究の軸は，研究者が研究仮説に対して持つ
仮定についての分類軸」である。規範的研究では研究者は現実を改善す
るために研究を実施し，実証的研究では現実を積極的に捉えて現実を説
明し予測するための研究を実施する(加登ほか, 2007, p.3)。また，理論
的研究では先験的な仮説の構築や演繹的な研究を実施するのに対して，
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経験的研究では現実の世界における仮説の検証を実施するものである(加
登ほか, 2007, p.3)。 
 生産における会計情報選択を説明するという研究目的に照らせば，規
範的な研究ではなく実証的な立場に立って研究を実施することになる。
だが，もう一つの「理論的-経験的」な軸については，本論文は双方の
立場に立って研究を実施する。というのも，「規範的-実証的」という分
類は研究の在り方についての相互排他的な立場だが，「理論的-経験的」
という分類は研究へのアプローチ方法についてのもので相互補完的なも
のだからである。よって，本論文での実証的な分析は理論的・経験的双
方のアプローチをもって進める。理論的な分析は仮説の導出までの過程
であり，経験的な分析とは導出された仮説の経験的な検証となる。 
 このような方法論的な立場に立てば，次のように第 4 章以降の議論を
進めることになる。まず，リサーチクエスチョンの解決を，情報量の選
択問題と会計システムの選択問題に分けて考える。これは，2.6 節でレ
ビューした多くの文献がそうだったように，一般に会計研究ではシステ
ムそのものの選択ではなく，情報量の選択が分析されるためである。も
ちろん，だからといって会計システム選択の問題を扱わなくてよいとい
うことにはならない。そこで，分析の一段階目では会計情報量の選択問
題を扱い，二段階目では選択された情報量に基づく会計システム選択の
問題を扱う。 
 一段階目の情報量の分析では，「コーディネーション理論」および「エ
イジェンシー理論」という異なる経済学の理論から仮説を導出し，それ
らを経験的に検証する。比較制度分析は絶対的な情報量の選択問題の分
析に関して，エイジェンシー理論は財務・非財務情報の相対的な情報量
の選択問題に関して，それぞれ仮説を提供する。また，二段階目の情報
量にもとづく会計システムの選択問題では，組織論における「情報処理
パラダイム」(加護野, 1980)のように，必要とされる情報を処理するた
めに会計システムが設計されるという仮定をおいて，仮説の導出とその
経験的な検証を行う。そして，二段階目の分析においては，仮説が設定
可能なほど先行研究の蓄積がないものについて，探索的な検証を実施し
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ている。 
 ここで，前章でコンティンジェンシー理論を批判しておきながら，な
ぜ二段階目の分析でコンティンジェンシー理論の一つである情報処理パ
ラダイムを採用するのかについて，説明を行う必要があるだろう。既存
のコンティンジェンシー理論に対する多くの批判のうち，本論文の研究
目的に関連するのは，第 2 章で指摘した変数の特定化や変数間の関係を
規定することに関連するものである。それ以外のコンティンジェンシー
理論に対して実施されてきった批判の多くは60，管理会計のコンティン
ジェンシー理論研究へは該当しにくいといえる。例えば，非決定論的な
立場にたつ加藤(1999)による情報処理パラダイムへの批判は，組織が単
純に外部環境に対応するための情報処理のシステムとみなしてしまうこ
とへの批判だった。だが，マネジメントコントロールシステムは，正し
くこのような外部から与えられた問題を解決することを支援するための
情報処理システムである。そのため，情報処理パラダイムに立って管理
会計の研究を実施することを，この立場から批判することは困難だろう。 
 よって，既存のコンティンジェンシー理論を用いた生産管理会計研究
への批判は，変数に関連した批判のみが該当するといえる。そこで，決
定論的な視点は維持しつつ，帰納的に変数を特定するのではなく演繹的
に変数を設定するためにコーディネーション理論やエイジェンシー理論
を用いることにする。これは，一段階目の部門が必要とする情報量を特
定するための分析に用いられる理論である。二段階目のシステム選択の
分析においては，環境変数ではなく情報量を説明変数にするため，変数
に関連する一連の問題は発生せず，情報処理パラダイムにたった分析を
実施することは問題ないといえるだろう。 
 これらをまとめると，表 3.1 のようになる。第 4 章において絶対的な
情報量の選択問題についての仮説の構築を行い，第 5 章ではその仮説を
経験的に検証する。なお，他の章と異なり，比較制度分析はこれまで会
計研究に用いられることがほとんどなかった理論であるため，理論的な

                                                   
60 ここでは，非決定論的な立場からコンティンジェンシー理論を批判したものとして加
藤(1997)を，意思決定論の立場からの批判として長瀬(1999)を，それぞれ参考にしてい
る。 
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検討で 1 章分の紙面を割いている。第６章は相対的な情報量の選択問題
についての仮説検証であり，第７章は情報量にもとづく会計システムの
選択問題についての仮説検証となる。 
 

表 3.1 本研究における実証的分析の概要 
 

第一段階の分析：情報量の選択問題 第二段階の分析：会計シス
テムの選択問題 

仮説の導出まで 経験的な検証 仮説の導出と経験的な検証 
・ 絶対的な情報量の選択
(第 4 章，比較制度分析
による) 

 
・ 相対的な情報量の選択
(第６章，エイジェンシー
理論による) 

・ 絶対的な情報量の選択に
関する仮説検証(第 5 章) 

 
 
・ 相対的な情報量の選択に
関する仮説検証(第６章) 

・ 生産における会計システ
ム選択の仮説の導出(第 7
章) 

 
・ 仮説の検証(第７章) 

 

 

3.2  サンプルの概略および記述統計 
 表 3.1 に示された第 5，6，7 章での経験的な検証に際しては，同様の
サンプルから得られたデータを用いる。そこで，本節では，理論的・経
験的検証に先立ち，質問票の開発プロセス，サンプルの概要，およびサ
ンプルから得られたデータの概要をまとめて示しておく。 
 管理会計研究においては，郵送質問票調査によってデータを収集する
ことは一般的であるが，工場単位でのデータの収集はほとんどない(加登
ほか，2008)。だが，本論文の研究課題の解決のためには，利益情報を
利用している工場・事業所のデータだけではなく，それらを活用してい
ない工場・事業所のデータも検証には必要となる。そこで，研究課題の
解決を優先するため，本論文ではこれまであまり実施されてこなかった
工場・事業所を単位として郵送質問票調査を実施する。そのため，本節
で明らかにされる記述統計そのものも，学術上の記述的価値があると考
えることが出来る。 
 なお，本節内で報告される内容は，Van der Stede et al.(2005)や加登
ほか(2008)で議論されたサーベイ研究論文において必要とされる報告事
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項にもとづいている。 
 
＜質問票項目の開発プロセス＞ 
 項目そのものの詳細はそれぞれの検証の際に明らかにするが，まず，
質問票項目の開発プロセスを明らかにしておこう。質問票の構成尺度の
妥当性は次のように確保された。まず，3 名の大学教員と 1 名の公認会
計士資格を持つ大学教員により，概念が尺度に落とし込まれているのか
についてチェックを受けた。続いて，サンプルには含まれない工場経理
の職員といった 2 名の匿名の実務家により，尺度の解釈が研究者の意図
した通りだったのかについての検証を別個に行い，わかりにくい文言に
ついての微調整を行った。こうして完成した質問票は，巻末の付録 A に
ある。 

 
＜サンプルの概要＞ 
 本研究の分析レベルが一貫して工場単位であるため，サンプルも工場
単位となる。データは郵送質問票調査によって収集された。 
 まずは，サンプルの概略である。送付先は，データフォーラム社製
「工場ガイド西日本 I 改訂第２版(CD-ROM 版)」に掲載されていた工
場・事業所のうち，従業員数が 100 人以上で，明石市，芦屋市，尼崎市，
神戸市，西宮市のいずれかに所在する，倉庫や卸拠点をのぞく製造活動
を実施していると推定される工場・事業所である。調査対象となったの
は 399 の工場・事業所送付時期は 2008 年 2 月 19 日であり，神戸市灘
区より送付した。締め切りは 2008 年 2 月 29 日を設定した。ただ，2 月
29 日までの返信状況をふまえて，締め切りを延長し，第 2 回の締め切
り日として 2008 年 3 月 15 日を設定した。これは，返答率を高くする
ためだけではなく，非回答バイアスを低減するための措置でもある(加登
ほか, 2008)。また，質問票には調査謝礼として 500 円分の図書カード
を同封している。そして，質問票は質問紙と CD-R(Microsoft 社製
Office Excel ファイル)の 2 種類を同封しており，いずれかの方法で回答
するよう回答者に依頼した。Excel ファイルでの回答の場合，E-mail の
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添付ファイルにて回答を返送いただいた。これらはいずれも，回答率を
向上させるための措置である。 
 最終的に分析の対象となったサンプル数は 97 である。サンプル選択
や回答者の情報については表 3.2 のようになった。なお，サンプル企業
の基本統計量は表 3.3 の通りである。データベース上は 100 人程度と記
載された工場・事業所の多くは，実際には 100 名を下回る程度の従業員
数だった。 
 
 

表 3.2 サンプルの概要 
(3.2.1)工場・事業所の選択 

送付先工場・事業所数     399 
回答工場・事業所数(回答率：26.8%)    107 

  うち，質問の過半数に未回答の工場・事業所   (10)  
  最終的な分析対象サンプル(有効回答数)     97 
(3.2.2)回答者の職位 

社長，取締役など     8  (8.2%) 
事業所長級(事業部長，工場長など)   8 (8.2%) 
部長級(社長室長，マネジャーなど)   17 (17.5%) 

  課長級(部長代理，次長など)    31 (32.0%) 
  係長級(課長代理，主任，主査など)   15 (15.5%) 
  一般社員など     9 (9.3%) 
   (欠損値)     9   (9.3%)  
       合計  97 (100%) 
 
 

表 3.3 サンプルの基本統計量 
 

 平均 標準偏差 第１四分位 中央値 第３四分位 
総従業員数 416.8 766.35 90.5 175 335 
製造従事者数 278.3 571.46 40 120 200 
外国人労働者数 2.74 7.13 0 0 2.75 
建物のべ床面積 
(平米) 39015 120183 3134.5 11250 29250 

竣工年 1968.5 38.13 1955.25 1977 1990.5 
株式上場企業 30 %     
東証一部上場企業 21 %     
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表 3.4 非回答バイアスの検定 
(3.4.1)産業別回答数と非回答バイアスの検定 
産業分類 送付数 (%) 有効数 (%) 
食品・タバコ 88 (22.1) 25 (25.8) 
繊維・衣服 12 (3.0) 4 (4.1) 
金属製品 35 (8.8) 7 (7.2) 
一般機械 50 (12.5) 16 (16.5) 
パルプ・紙 14 (3.5) 0 (0) 
化学 40 (10.0) 8 (8.2) 
医薬品 11 (2.8) 0 (0) 
ゴム製品 8 (2.0) 3 (3.1) 
鉄鋼 12 (3.0) 6 (6.2) 
ガラス・土石製品 16 (4.0) 3 (3.1) 
非鉄金属 12 (3.0) 4 (4.1) 
電気機器 36 (9.0) 8 (8.2) 
輸送用機器 33 (8.3) 5 (5.2) 
精密機器 12 (3.0) 2 (2.1) 
その他 20 (5.0) 6 (6.2) 
合計 399 (100%) 97 (100%) 
＜適合度検定＞ χ2 = 19.911,  自由度 = 14,  Pr >χ2 = 0.133 

 
(3.4.2)締め切り前後の有効回答企業のプロフィールと非回答バイアスの検定 

 締め切り
前平均値 

締め切り
後平均値 平均の差 t 検定 

(Pr > t) 

ウィルコク
スン検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 470.55 333.89 136.66 0.336 0.934 
製造従事者数 324.54 210.89 113.65 0.297 0.920 
建物のべ床面積 34141 45765 ‒11624 0.742 0.209 
竣工年 1968.5 1968.5 ‒0.04 0.995 0.358 
なお，非回答工場・事業所のプロフィールについて信頼できる情報が入手できなか
ったため，次善策として第一回の締め切り後の回答サンプルを非回答工場・事業所
の代理変数として用いている。 

 

 

 阪神工業地区という地域的限定と，データベース上は 100 人以上の従
業員数という規模的限定が送付先対象にあるとはいえ，サンプルが送付
先対象を偏りなく代表しているのかどうかについての非回答バイアスの
検定を実施する必要がある。産業別のバイアスと，規模などのプロフィ
ール変数によるバイアスの有無について検証行ったが，表 3.4 にあるよ
うにバイアスは検出されなかった。なお，非回答工場・事業所のプロフ
ィールの代理変数として，督促後に回答した工場・事業所の変数を用い
ている。 
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表 3.5 返送方法ごとのバイアスの確認 
(3.5.1)返送方法ごとのサンプル数 
 08/2/29 までに返送 08/3/01 以降に返送 合計 
郵送にて返送 32 34 66 
E-Mail にて返送 26 5 31 

合計 58 39 97 
 
 
(3.5.2)返送方法ごとの有効回答企業のプロフィールのバイアスの確認 

 郵送 
平均値 

E-Mail 
平均値 平均の差 t 検定 

(Pr > t) 

ウィルコク
スン検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 414.13 420.52 -6.37 0.967 0.359 
製造従事者数 274.34 286.86 -12.52 0.912 0.126 
建物のべ床面積 45900 22186 23714 0.295 0.394 
竣工年 1966.2 1974.2 ‒8.00 0.265 0.651 

 

 質問票調査が郵送だけではなく E-mail による添付ファイルでも返送が
可能だった点についても，念のため，返送方法ごとにプロフィールに偏
りがなかったのかを確認しておこう。回答方法によるサンプルの数およ
びバイアスの検定結果は表 3.5 のとおりである。結果としてバイアスの
存在は確認されなかった。 

 なお，ここまでのサンプルの記述統計量およびバイアスの検定に用い
た事項については，報告事項そのものについては Van der Stede et 
al.(2005)および加登ほか(2008)を，検定項目などは Sandino (2007)を
参照している。 
 
＜データの概要＞ 
 第 5 章以降の経験的検証のための基礎となる記述統計のデータのうち，
特に生産管理会計の実態をよく表現しているデータについては，ここで
まとめて報告しておく。なぜなら，そもそも工場・事業所単位で実施さ
れた調査は数少なく，ここで報告される記述統計データそのものが，研
究上の貢献が大きいと判断したためである。そのため，最終的な分析に
は採用しなかったデータについても，部分的にその記述統計結果を報告
している。 
 まずは，原価計算についての記述統計である。そもそもの原価計算の
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実施の有無を産業別に示したものと，実施についてのグループ間の差の 
検定結果が，表 3.6 である。実施していない事業所が 7 事業所，不定期
に原価計算を実施している事業所が 7 事業所，定期的に原価を計算して
いる事業所・工場が 77 事業所，欠損値が 6 事業所だった。これら記述
統計からは，製造従事者数の増加や工場面積の拡大により，定期的な原
価計算がより実施されるということである。 
 具体的な原価計算の仕組みについて記述統計は，次の通りである。個
別原価計算あるいは総合原価計算かという原価計算の形態の産業別の採
用数は表 3.7，原価費目への参入項目の割合については図 3.1，実績値・ 
予定値の計算の割合については図 3.2，原価計算結果の報告相手につい
ては図 3.3，標準原価計算における標準設定のタイトネスについては表
3.8 のようになる。 

 続いて，工場・事業所単位の利益計算についての記述統計である。産
業別の実施状況および実施グループと未実施グループのプロフィールに
ついての差の検定の結果は，表 3.9 のとおりになった。 
 
 

表 3.6 原価計算の実施状況 
(3.6.1)産業別の実施状況 
産業分類 実施せず 不定期に実施 定期的に実施 
食品・タバコ 1 1 21 
繊維・衣服 0 0 3 
金属製品 1 1 5 
一般機械 0 2 14 
パルプ・紙 0 0 0 
化学 2 1 5 
医薬品 0 0 0 
ゴム製品 0 0 3 
鉄鋼 0 1 4 
ガラス・土石製品 1 0 1 
非鉄金属 0 0 4 
電気機器 1 0 6 
輸送用機器 1 1 3 
精密機器 0 0 2 
その他 0 0 6 
合計 7 (7.7 %) 7 (7.7 %) 77 (84.6 %) 
＜統計量＞ χ2 = 20.279,  自由度 = 24,  Pr >χ2 = 0.681 
＜欠損値＞ n = 6 
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(3.6.2)定期的な実施グループと，実施せず／不定期に実施グループとの比較 

 
定期実施
グループ 
平均値 

その他 
グループ 
平均値 

平均の差 t 検定 
(Pr > t) 

ウィルコク
スン検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 463.07 317.29 145.78 0.473 0.792 
製造従事者数 311.89 126.00 185.89 0.034** 0.599 
建物のべ床面積 46604 6141 40463 0.037** 0.099* 
竣工年 1967.4 1962.4 4.9 0.658 0.393 

*, p<0.1; **, p<0.05; ***, p<0.01 
 

表 3.7 産業別の原価計算形態 
 

産業分類 個別原価計算 総合原価計算 両者の併用 
食品・タバコ 4 14 4 
繊維・衣服 1 0 3 
金属製品 1 2 3 
一般機械 8 2 5 
パルプ・紙 0 0 0 
化学 0 5 0 
医薬品 0 0 0 
ゴム製品 0 2 1 
鉄鋼 3 2 1 
ガラス・土石製品 1 0 0 
非鉄金属 0 4 0 
電気機器 2 2 2 
輸送用機器 2 1 0 
精密機器 1 1 2 
その他 5 0 1 
合計 28 (34.1 %) 35 (42.7 %) 19 (23.2 %) 
＜統計量＞ χ2 = 41.594,  自由度 = 24,  Pr >χ2 = 0.014 ** 
＜原価計算を実施していない，あるいは欠損値＞ n = 15 
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図 3.1 製品原価への算入項目 

 
 

図 3.2 実績・予定値の計算割合 

 
※ ただし，複数回答を許可しているため，項目ごとに合計
値が 100%とはならない。 
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図 3.3 原価計算の報告相手 

 
  

表 3.8 産業別標準原価計算の標準の厳密度 
 

産業分類 理想的な原価 現実を反映し
た理論数値 

趨勢を加味した
実績の平均値 

実績平均値 

食品・タバコ 0 11 4 3 
繊維・衣服 0 2 0 1 
金属製品 0 3 3 0 
一般機械 2 5 4 2 
パルプ・紙 0 0 0 0 
化学 0 2 1 2 
医薬品 0 0 0 0 
ゴム製品 0 4 0 1 
鉄鋼 0 4 0 1 
ガラス・土石製品 1 1 0 0 
非鉄金属 0 1 1 10 
電気機器 1 3 0 1 
輸送用機器 0 0 1 1 
精密機器 0 1 0 0 
その他 0 2 0 1 
合計 4 (5.9 %) 37 (54.4 %) 15 (22.1 %) 12 (17.6 %) 
＜統計量＞ χ2 = 30.811,  自由度 = 36,  Pr >χ2 = 0.714 
＜標準原価計算を実施していない，あるいは欠損値＞ n = 29 
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表 3.9 工場・事業所単位での利益計算の実施状況 
(3.9.1)産業別の工場・事業所単位での利益計算の実施状況 
産業分類 実施せず 実施 
食品・タバコ 4 20 
繊維・衣服 1 3 
金属製品 1 6 
一般機械 2 14 
パルプ・紙 0 0 
化学 3 5 
医薬品 0 0 
ゴム製品 1 2 
鉄鋼 0 6 
ガラス・土石製品 0 3 
非鉄金属 0 4 
電気機器 2 6 
輸送用機器 0 5 
精密機器 1 1 
その他 2 4 
合計 17 (17.7 %) 79 (82.3 %) 
＜統計量＞ χ2 = 9.773,  自由度 = 12,  Pr >χ2 = 0.636 
＜欠損値＞ n = 1 
 
 
(3.9.2) 利益計算の実施グループと未実施グループとの比較 

 
実施 

グループ 
平均値 

未実施 
グループ 
平均値 

平均の差 t 検定 
(Pr > t) 

ウィルコク
スン検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 442.41 319.18 123.24 0.381 0.763 
製造従事者数 296.43 207.81 88.62 0.367 0.833 
建物のべ床面積 45270 9367 35902 0.059* 0.227 
竣工年 1977.85 1966.7 -11.2 0.97 0.537 

*, p<0.1; **, p<0.05; ***, p<0.01 
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表 3.10 工場・事業所内部門単位での利益計算の実施状況 
(3.10.1)産業別の部門単位での利益計算の実施状況 
産業分類 実施せず 実施 
食品・タバコ 18 6 
繊維・衣服 4 0 
金属製品 4 3 
一般機械 8 7 
パルプ・紙 0 0 
化学 6 2 
医薬品 0 0 
ゴム製品 1 2 
鉄鋼 2 4 
ガラス・土石製品 1 2 
非鉄金属 3 1 
電気機器 3 4 
輸送用機器 1 4 
精密機器 2 0 
その他 4 1 
合計 57 (61.3 %) 36 (38.7 %) 
＜統計量＞ χ2 = 16.379,  自由度 = 12,  Pr >χ2 = 0.174 
＜欠損値＞ n = 4 
 
 
(3.10.2)部門別利益計算の実施グループと未実施グループとの比較 

 
実施 

グループ 
平均値 

未実施 
グループ 
平均値 

平均の差 t 検定 
(Pr > t) 

ウィルコク
スン検定 
(Pr > Z) 

総従業員数 418.86 435.67 -16.81 0.915 0.328 
製造従事者数 272.06 297.69 -25.64 0.829 0.411 
建物のべ床面積 23446 52999 -29553 0.300 0.818 
竣工年 1968.9 1967.0 0.229 0.820 0.795 

 

 

 
表 3.11 部門別利益計算のための振替価格の設定方法 

 
 度数 ( % ) 

実際原価を設定 15 48.4 
実際原価に一定の割合を加えて設定 4 12.9 
予定・標準原価といった予算数値を設定 6 19.4 
予定・標準原価といった予算数値に一定の 
 割合を加えて設定 3 9.7 

工程や部門間の交渉によって決定 3 9.7 
市価を基準に設定 0 0 
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図 3.4 利益計算の報告相手 

  
 

 これら記述統計から，工場・事業所単位での利益計算について，規模
などのプロフィール変数からの影響が比較的少ないものであるといえる。 

 そして，工場や事業内の部門を単位とした利益計算の実施状況につい
て確認しておこう。産業別の実施状況および実施グループと未実施グル
ープのプロフィールについての差の検定の結果は，表 3.10 のとおりに
なった。 

 この記述統計の結果より，工場・事業所単位の利益計算と同様に，部
門別の利益計算の実施の有無に規模のようなプロフィール変数がそれほ
ど影響していないことが明らかとなった。なお，部門別利益計算のため
の振替価格の設定方法については表 3.11 のとおりである。また，工
場・事業所単位，あるいは部門単位での利益計算の報告相手は，図 3.4
のとおりである。 
 ここまで，生産管理会計の実態報告も兼ねて，サンプルの概略および
データの記述統計結果を報告してきた。特に我が国においては工場単位
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での質問票調査がほとんど実施されてこなかった点をふまえれば，本節
における報告結果そのものの学術的に価値があるものになったといえる。 
 とはいえ，本節の報告により，種々の会計情報の計算においては，規
模のような単純なプロフィール要因ではない他の要因が影響している可
能性も明らかになった。そこで，次章以降は理論的に導出された仮説に
もとづいて経験的な検証を実施することにより，生産における情報選択
問題に取り組むこととする。 
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第４章  生産システムの 

情報選択 (1) :  

コーディネーション理論にもとづく検討 
 

 本章の目的は，生産における情報選択の問題を解決するための基礎と
なる理論仮説を検討することである。第 2 章の先行研究のレビューで明
らかにした通り，コンティンジェンシー理論には，帰納的な理論構築を
指向するが故の問題点が存在した。そこで，本章では，まず他の会計情
報選択研究でよく採用されるエイジェンシー理論の可能性とその問題点
を指摘し，その上で，比較制度分析においてコーディネーション理論と
呼ばれる経済学の理論が仮説の設定に有効であることを明らかにする。
そして，コーディネーション理論を生産管理会計の文脈で解釈すること
により，具体的な研究仮説を設定する。 
 

4.1  情報選択の理論 
 エイジェンシー理論は，契約理論とも呼ばれる経済学の理論であり，
「情報の非対称性が存在する状況において最適なインセンティブを設計
する問題」を取り扱う研究分野である(伊藤, 2003, p.3)。また，エイジ
ェンシー理論は「過去 20 年の間に，管理会計研究における最も支配的
な分析的研究のためのパラダイムとなった」(Baiman, 2006, p.20)。だ
が，生産管理会計の分析において，エイジェンシー理論を用いた経験的
な検証が行われることはほぼ無かったといえる61。 
                                                   
61 生産現場に限定せずとも，トップやミドルに該当しない「現場」の従業員を対象にし
た研究ですら，管理会計の分野ではエイジェンシー理論による経験的な研究はほとんど
行われていない。なお，例外的な研究として，Banker et al.(2001)をあげることが出来
る。彼らの研究は，小売業のセールス担当者を対象に実施された。しかし，彼らの研究
が対象にしたサンプルは，単一業務を担当している，昇進がない，などかなり特殊な状
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 なぜ，生産現場におけるマネジメントコントロールの分析に，エイジ
ェンシー理論が用いられなかったのだろうか。本節では，インセンティ
ブシステムの観点からみた財務・非財務情報の選択についてエイジェン
シー理論が構築した「定型化された知識」を確認した上で，生産管理会
計の分析枠組みとしてのエイジェンシー理論の貢献可能性と限界につい
て検討する。 
 
＜エイジェンシー理論が構築した知見：線形契約下の業績指標の集約＞ 
 伝統的なエイジェンシー理論のモラルハザードの分析モデルは62，比
較静学が困難だったり，利用可能な情報やパラメータの変化に敏感に反
応したりしてしまうなどの問題点があった(伊藤, 2003, p.178)。そこで，
契約を線形の分配スケジュールに限定する Holmstrom and Milgrom 
(1987)のモデルが提案された。このモデルの特徴は，次の 3 点にある(伊
藤, 2003, p.178)。 
 
1. 最適な分配スケジュールは「単純」かつ「頑健」（パラメータの変

化によって大きく変化することがない） 
2. エイジェントの最適行動選択の分析が可能 
3. 比較静学およびさまざまな拡張が容易 
 
 このような，契約を線形の分配スケジュールに限定するモデルは，業
績評価の分析的研究を拡張させることにもなった(Christensen and 
Feltham, 2005, Chapter.19-20)。その中でも，本論文の研究関心である
マネジメントコントロールにおける業績指標の選択についての基礎的な
分析は，Banker and Datar (1989)によって行われた。彼らの分析は，
複数の業績指標についての最適な比重を導出した。その結果は次のよう
なものである。 
 

                                                                                                                                 
況下にあった。 
62 ここでの伝統的なモデルの例として伊藤(2003)の 4.2 節，Baiman (2006)の 2.2.1 項，
あるいは Holmstrom (1979)のモデルをあげることが出来る。 
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＜Banker and Datar (1989)の分析結果と会計情報選択＞ 
 いま，2 つの業績指標 (y, z)の比重を考えるとする。このとき，最適
な契約における業績指標ｙと z の比重を l, m，エイジェントの行動を a
とすると， 
 

€ 

l
m

=
∂E(y) /∂a
Var(y)

Var(z)
∂E(z) /∂a

  (4.1) 

 
となる。 
 (4.1)式において，∂E(x)/∂a は，x (=y,z)という業績指標がエイジェン
トの努力投入である a に対して平均的にどれだけの感度で反応するのか
を示している。また，Var(x)は，x (=y,z)という業績指標の分散であり，
業績指標そのものの精度をあらわしている。つまり，バンカーらは，業
績指標が持つ統計的な性質をもとに業績指標の比重が決定することを示
したといえる。 
 その後の業績評価の分析では，「権限委譲されたエイジェントの業績指
標の選択問題」として業績指標の選択は分析された。これは，権限委譲
されたエイジェントの業績指標をどれだけ「集約(aggregate)」するのか，
あるいは「特化(specific)」するのかという問題の分析である(Moers, 
2006, p.900)。この場合，集約された情報は財務情報と，特化された情
報は非財務情報との関係が強い(Ittner and Larcker, 1998)。つまり，式
における y を財務情報，z を非財務情報と関連付けるというものである。 
 しかし，以上のような理論についての経験的な検証は，主に事業部長
のようなミドルマネジャー以上のクラスを対象に実施されており63，生
産管理会計における業績指標の分析に用いられることはなかった。 
 
＜エイジェンシー理論の貢献と限界＞ 
 なぜ，エイジェンシー理論はエイジェントの業績指標の選択問題につ
いて，頑健な分析によって明確な結論を提供することが出来たのにもか
                                                   
63 例えば，Bushman et al.(1995)および Keating (1997)は事業部長を対象に，Moers 
(2006)はマネージャーを対象に実施された。 
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かわらず，生産管理会計における情報選択の問題の分析枠組みとして採
用されなかったのだろうか。これは，生産に携わる組織成員の業績の測
定が，必ずしもインセンティブの問題だけで説明しきれないことに関係
しているのかもしれない。 
 そもそも，エイジェンシー理論はプリンシパルとエイジェント間の情
報の非対称性にもとづくインセンティブの問題を取り扱うものであった。
しかし，Baiman(2006)が指摘しているように，情報の非対称性はスタ
ッフやマネジャーのような，いわゆる「知識労働者（knowledge 
workers）」をエイジェントとしたときに，より顕著となるものである。
つまり，エイジェンシー理論が提供する理論的な分析結果は，そもそも
情報の非対称性が相対的に低いと推定される直接工といった組織成員を
エイジェントとしたとき，モデルの説明力が低くなってしまうと考えら
れる。 
 もちろん，この点については実際に経験的な検証を経て議論する必要
がある。そこで，第 6 章ではこれらエイジェンシー理論の枠組みに則っ
て生産管理会計における情報選択の分析を実施している。 
 しかし，仮に，エイジェンシー理論が生産管理会計における情報選択
に対して説明力を持っていたとしてもなお，本論文の研究課題からはエ
イジェンシー理論には分析上の問題があるといえる。それは，理論が業
績指標の相対的な重みについての説明や予測に特化している，という問
題である。ミドルマネジャー以上の業績指標選択問題のように，業績評
価を行わない状況を想定しなくても良い場合は，確かにこれら相対的な
重みについての議論でことが足りるかもしれない。しかし，第 3 章の記
述統計で示唆されたように，生産管理会計の文脈では必ずしも職長のよ
うな生産管理者の業績評価が行われていることが保証されない。このよ
うな状況では，相対的な業績指標の重みよりも，絶対的な業績指標の活
用を検討することにより意義があるといえる。 
 以上のことから，本論文の研究課題を解決するための仮説を設定する
うえで，エイジェンシー理論もいくつかの限界を持っていることが明ら
かになった。それは，(1)生産管理会計という文脈においてはエイジェン
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シー理論が説明力を持っていない可能性，そして，(2)仮にエイジェンシ
ー理論が説明力を持っていたとしても研究課題の解決において理論の予
測が適切ではない可能性，の 2 点である。 
 そこで，次節では代替的に情報選択の説明と予測が可能な理論につい
て検討する。そこで扱われるのは，組織をインセンティブの仕組みと捉
えるエイジェンシー理論ではなく，組織をコーディネーションの仕組み
としても捉える理論である。 
 

4.2  比較制度分析の検討 
 研究仮説を設定するために，本節では「比較制度分析（Comparative 
Institutional Analysis: CIA）」におけるコーディネーションのモデルを
採用する。まず，比較制度分析，あるいは組織の経済学における「コー
ディネーション」の位置づけを確認し，その上で青木昌彦と瀧澤弘和に
よって開発された「企業内コーディネーション」の分析モデルをレビュ
ーする。後半では，このモデルが本論文の目指す仮説設定の条件を満た
していることを確認した上で情報選択についての研究仮説を設定する。 
 

4.2.1. 「企業内コーディネーション」モデルの概要 
 組織の経済学における「組織」とは，「コーディネーション」と「イン
センティブ」という 2 つの視点によって分析されてきた(Milgrom and 
Roberts, 1992; 青木ほか, 1996)。「コーディネーション」の視点は，チ
ーム理論的なアプローチであり，組織の構成員の利害関係を仮定せず
「企業を同一の目標を持つ諸個人から構成されるものと見なすことによ
って，構成員の活動をいかにコーディネートすることが望ましいかを考
察する」ものである(青木・瀧澤, 1996, pp.48-19)。対して「インセンテ
ィブ」の視点は，エイジェンシー理論的アプローチであり，情報の非対
称性のもとでの「経済主体が私的情報をもって行動する状況でどのよう
な契約を書くことによって，よりよい結果を実現することが出来るかを
考察する」ものである(青木・瀧澤, 1996, p.48)。 
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 近年の経済学を用いた管理会計研究の多くが，マネジメントコントロ
ールのインセンティブシステムとしての側面に注目してきたのに対して
(Lambert, 2001; Christensen and Feltham, 2005)，本研究ではコーデ
ィネーションシステムとしての側面に注目する。新古典派経済学にもと
づけば最も基本的なコーディネーションのメカニズムは市場における
「価格メカニズム」だが，企業内での資源配分は「情報システム」をも
とにしたマネジャーの意思決定によって達成される(青木・瀧澤, 1996)。
つまり，企業内コーディネーションのためのシステムとして生産管理会
計を分析することによって，研究課題の解決を目指すのである。 
 
＜企業内コーディネーション＞ 
 企業内コーディネーションとは何か，あるいは，なぜ企業内コーディ
ネーションが必要となるのか，という問題については，Milgrom and 
Roberts (1992)の第 4 章に基本的な解説がされている。 
 ミルグロムらによれば，最も基本的なコーディネーションは，「資源配
分問題(resource allocation problem)」であるという。これは，一定量
の資源をさまざまな用途に配分する問題である。ここで，「あらゆる経済
的および業務上の重要な問題は，資源という言葉を出来るだけ広く解釈
することで，資源配分問題として分類出来る」ので(Milgrom and 
Roberts, 1992, p.96)，例えば分業(業務の分配問題)，集権／分権の度合
い(権限の分配問題)といった様々な問題がコーディネーションの問題と
して扱われる。 
 また，ミルグロムらによれば，コーディネーションが重要となるのは，
組織が「デザイン属性(design attributes)」と「イノベーション属性
(innovation attributes)」という 2 つの性質を持っているためである。
デザイン特性によって，さまざまな業務部門の行動を集権的にコントロ
ールすることが効率的になるという問題(シンクロナイズ問題)と，業務
を専門化し各業務単位に割当ることが効率的になるという問題(割当問
題)が発生し，これらを解決するためにコーディネーションが必要となる
という。そして，イノベーション属性によって，ある業務部門で業務の
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効率性・有効性を改善する知識が発生したときに，高度に分権化された
組織では他の業務部門の情報の伝達が非効率になり十分な成果をあげる
ことが出来ないという問題が生じてしまい，これを解決するためにやは
りコーディネーションが必要となる。 
 つまり，企業内コーディネーションとは，基本的には業務や権限とい
った資源配分のことであり，「デザイン属性」と「イノベーション属性」
という性質のもとでは，組織は最適効率の達成ためにコーディネーショ
ンを必要とする。逆に，「デザイン属性」や「イノベーション属性」が相
対的に低い状況では企業内コーディネーションは重要ではなく，最低限
の企業内コーディネーションしか必要としない強く分権化された組織や，
あるいは組織ではなく市場での価格メカニズムによるコーディネーショ
ンが効率的となる。 
 以下では，生産管理会計を上記のような性質を持つコーディネーショ
ンの仕組みとして分析するための，基本的な分析モデルをレビューする。 
 
＜企業内コーディネーションの分析モデル：青木・瀧澤(1996)＞ 
 Marschank and Radner (1972)によるチーム理論の分析結果の発表以
降，コーディネーションの問題は経済学の分野ではそれほど注目される
ことはなかったという(Williamson, 1990)。経済学における企業理論は，
企業をコーディネーションとしての仕組みというよりは，インセンティ
ブの仕組みとして分析してきたのである。しかし，企業を「契約の束
(nexus of contracts)」と捉えてインセンティブの視点からの分析による
知見が蓄積していったことに対して，「協定の束(nexus of treaties)」と
しての企業の理論を拡張することが主張された(Williamson, 1990)。そ
れをうけて，Cremer (1990)では，様々な情報システム下におけるコー
ディネーションを比較分析するための基本的なモデルが提案された。 
 Aoki (1995)および青木・瀧澤(1996)は，クレマーのモデルを発展させ
て，コーディネーションのための情報システムが「情報効率的
(informationally efficient)」かどうかを分析するための基本的なモデル
を提案した。ここで，「モデルにおいて，単位あたりの生産をより低い期
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待費用で実現出来る情報システムをより情報効率的」という(青木・瀧澤, 
1996, p.58)。以下では，青木・瀧澤(1996)のモデルをレビューし，本研
究の仮説設定に利用する64。 
 分析モデルは，次のように抽象化された企業のものである。１つの経
営部門(コスト：0)と２つの業務部門(コスト：

€ 

xi (i = 1,2))からなる企業を

考える。この企業の費用関数を次のように与える。これはより一般的な
費用関数をテイラー展開して近似したものである。 
 

€ 

C = C − (α +γ 1 )x1 − (α +γ 2 )x2 +
1
2

B(x1 + x2 )
2 +
1
2

D(x1 − x2 )
2 (4.2) 

 
ここで，αと

€ 

γ i (i = 1,2)は平均 0，分散がそれぞれ

€ 

σα ,σγの正規分布に従

う確率変数であり，Bと Dは正の定数である。 
 このモデルは，企業の活動成果が確率的な変数によって影響されてい
ることを示している。αは業務部門の業務に影響を及ぼすような不確実
性であり，「システムショック」と呼ばれる。それに対して，

€ 

γ i (i = 1,2)

は各業務部門で発生しそれぞれの部門にのみ影響を及ぼす不確実性であ
り「個別ショック」と呼ばれる。 
 上記のモデルについて，次の仮定をおく(青木・瀧澤, 1996, pp.49-50)。 
 
1. 経営部門は経験を通してこれらのショックの確率変数についてその

分布を知っているが，実現値は観測できない。 
2. 各業務部門はαや

€ 

γ iの実現値を観測可能出来るが，観測は完全では

ないとする。すなわち実現値そのものではなく，必ず誤差をもって
認識される。 

3. 業務部門が複数の情報を観測するときには注意を分散しなければな
らず，情報処理の精度が低下する。 

                                                   
64 Aoki (1995)では，青木・瀧澤(1996)のモデルと同様のモデルについて，活動期間 T
の時間からなり，そのうち tを情報処理活動にあてることでベイジアン的に情報処理の
精度が上昇するように定式化されている。本研究では，管理会計研究への応用を踏まえ
て，よりシンプルに定式化されている青木・瀧澤(1996)のモデルを採用する 
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4. 経営部門は各個別部門に分散された情報(on-site information)を中
央集権化して用いることが出来ない。 

 
 ここで，業務部門間の相互依存性は，定数 B, D によって判断可能と
なる。B > D のとき，業務部門は互いに資源について競合的なケースで
あるといえる。また，B < D のとき，部門が互いに補完的(相互依存性が
強い)ケースとなる。B と D の大小関係は，企業の効率的な資源配分が
「経営部門による効率的な配分」か「部門間のコーディネーション」の
どちらが相対的に重要なのかを示している。 
 そして，経営部門は業務部門が取得する情報を決定するのである。経
営部門が指定した第 i 部門の取得する情報を

€ 

ξ iとする。経営部門は，業
務部門が情報

€ 

ξ iに対してどのように意思決定するのかについてのルール

€ 

xi (ξ i )を決定する。このルールは確率分布を所与として上記の費用の期

待値が最小になるように決定される。 
すなわち， 
 

€ 

E[C − (α +γ 1 )x1 (ξ 1 )− (α +γ 2 )x2 (ξ 2 ) +
1
2

B(x1 (ξ 1 )+ x2 (ξ 2 ))
2

+
1
2

D(x1 (ξ 1 )− x2 (ξ 2 ))
2 ]

  (4.3) 

 
を最小化するように，

€ 

ξ iの関数として

€ 

xi (ξ i )を選択する。ここで，費用

関数が 2 次式で費用関数の確率変数が正規分布に従うので，意思決定ル
ール

€ 

xi (ξ i )は

€ 

ξ iについての 1 次式となる(Marchank and Radner, 1972, 

Chapter. 5)。 
 経営部門は，費用の期待値を最小にするような意思決定ルールをモデ
ル内のパラメータを踏まえて決定する。これらの意思決定ルールは業務
部門に与えられる様々な情報の組み合わせごとに導出される。まず，費
用の期待値を最小化するような意思決定

€ 

xi (ξ i ) は線形なので，

€ 

xi (ξ i ) = λξ iとおく。次に，この

€ 

λξ iを費用関数に代入して，このとき実

現する期待費用を最小化するような

€ 

λを導出する。最後に，導出された



 
116 

€ 

λのもとで各情報の組み合わせを代入して，最小の期待費用を導出する。 
 業務部門が利用する情報の組み合わせごとに，青木・瀧澤(1996)は次
の 5 つの情報システムのタイプを特定65した。 
 
1. 分権的ヒエラルキー（decentralized hierarchy: DH） 
2. 情報同化システム（assimilated information: AI） 
3. 水平的ヒエラルキー（horizontal hierarchy: HH） 
4. 情報分散化システム（decentralized information: DI） 
5. 情報異化システム（differentiated information: D） 
 
 また，それぞれの情報システムごとの意思決定に用いる情報や期待費
用は表 4.1 のようになる。ただし，

€ 

ε 0はシステム全体の，

€ 

ε iは各業務部

門のそれぞれの観測誤差である。これらは平均 0，分散

€ 

σε
2の正規分布に

従うとする。これらは，各部門間で独立であり同一の確率分布に従い，
他の全ての確率ショックとも独立である。また，システムの略称を右上
に付された P は，各システムの情報処理の精度であり，表 4.1 の最右列
がその値となる。 
 これらの分析結果をもとに，青木・瀧澤(1996)は各システム間の比較
分析を行った。つまり，「5 つのタイプの情報システムの情報効率性はモ
デルのパラメーターに依存して決まり，どんな場合でも単一の情報シス
テムが他に比べて優位するということはない」(p.59)ので，どのような
パラメータのもとでそれぞれの情報システムが情報効率的になるかを考
察したのである。これらの分析結果は，図 4.1 のようにまとめられた。 
 この図において，横軸の k はシステムショックに対する個別ショック
の比重であり， γσ ， ασ ，となる。また，縦軸は B と D の相対的比重を

示している。図の中央が B = Dの線を示しており，図の上方が B < Dで，
図の下方が B > Dである。 

                                                   
65 業務部門が一切の意思決定を行わない状況が最適な費用になるという，「古典的ヒエ
ラルキー（classical hierarchy: CH）」については本論文では除外している。というのも，
本論文の分析は情報システムの効率性の分析を目指しており，そもそも情報システムが
存在しないことが最適となる CH については分析の枠外におかれる。 
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表 4.1 情報システムと期待費用 

 各業務部門が 
利用する情報 

期待費用 情報処理の精度 

分権的 
ヒエラルキー 

 
 
 

 
 

情報同化 
システム 

 
 
 

  

水平的 
ヒエラルキー 

 
 
 
 

 

 

情報分散化 
システム 

 
 
 
 

 

 

情報異化 
システム 

 
 
 

 
 

出典：青木・瀧澤(1996)の p.57 の表 1 より。一部省略。 
 
 

図 4.1 情報システムの情報効率性 

 
出典：青木・瀧澤（1996）の p.60 の図 2 より。 
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情報異化システム 
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分権的ヒエラルキー 

分権的 
ヒエラルキー 

システム・ショックの比重大 ⇔ 個別ショックの比重大 

€ 

α+ε0 +γ i +ε i

€ 

C −
P HH (σα

2 +σγ
2 )

(B + D)+ (B −D)P HH (σα
2 +σε

2 )
(σα

2 +σγ
2 )

€ 

σα
2 +σγ

2

σα
2 +σγ

2 + 2σε
2

€ 

α +ε 0

€ 

C − P AIσα
2

2B

€ 

σα
2

σγ
2 +σε

2

€ 

γ i +ε i

€ 

C −
P DHσγ

2

B + D

€ 

σγ
2

σγ
2 +σε

2

€ 

α +γ i +ε i

€ 

C −
P DI (σα

2 +σγ
2 )

(B + D)+ (B −D)P DI σα
2

(σα
2 +σγ

2 )

€ 

σα
2 +σγ

2

σα
2 +σγ

2 +σε
2

€ 

α +ε i

€ 

C − P Dσα
2

(B + D)+ (B −D)P D

€ 

σα
2

σα
2 +σε

2



 
118 

 ここまでの青木・瀧澤(1996)の一連の分析によって，業務部門間の資
源の競合性／補完性，システムショックと個別ショックの比重によって，
情報効率的なシステムがどのような意思決定ルールと情報を用いるのか
についての分析結果が示された。次に，この分析モデルに基づいてコー
ディネーションのシステムとしての生産管理会計の情報効率性について
検討する。 
 

4.2.2 生産管理会計の情報効率性 
 青木・瀧澤(1996)は，コーディネーションシステムの情報効率性を比
較分析するために有用なモデルを提供したといえる。しかし，この分析
モデルは「組織レベル」の分析であったのに対して，本研究は「部門レ
ベル」の分析を目指している。そのため，モデルそのものは変わらなく
とも，モデルが指し示す内容については生産管理会計の文脈に沿った解
釈をする必要がある。 
 そこで，青木・瀧澤(1996)のモデルを生産管理会計の文脈で解釈し直
して，その上で，研究課題を解決するための仮説設定を行う。 
 
＜生産管理会計へのモデルの適用＞ 
 まず分析の対象は，企業内コーディネーションというよりは，工場の
ような生産の拠点単位でのコーディネーションの分析となる。また，モ
デルにおける業務部門

€ 

xi (i = 1,2)は，工場内における「工程」のような生

産要素として捉えることが出来る。そして，モデルにおける「経営部門」
は生産管理を統括する部門(生産管理部門，工場管理部門など)として捉
えることが出来るだろう。 
 つまり，分析モデルは，2 つの生産要素からなる生産拠点内部のコー
ディネーションと，そこでの情報システムの情報効率性を分析するため
のものとなる。では，これらの設定のもとでは，資源の競合性／補完性
(B，D)，システムショック(α)，個別ショック(

€ 

γ i (i = 1,2))は，それぞれ

具体的にはどのようなものなのだろうか。 
 モデルでは，2 つの生産要素が「競合する」のか「補完する」のかと
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いう問題は，B および D の大小関係によって定式化されている。生産要
素間に競合性が存在する場合，部門間でのコーディネーションではなく，
経営部門による統制によって問題が解決されることになる。また，補完
性が存在する場合，2 つの生産要素間によるコーディネーションによっ
て個別的というよりはチーム的な生産が実施されることにより，より効
率的な生産が実施される。ここでは，生産管理会計の文脈におけるチー
ム的な生産の実施というものが，生産要素間の補完性として妥当なもの
かどうかが問題となる。 
 ここで，ミルグロムらの一連の「現代製造戦略」の議論をレビューし
ておくことは重要だろう。彼らは，生産要素間に補完性が存在する状況
における生産を「現代製造戦略」と定義し議論を行っているからである。
Milgrom and Roberts (1992)は，彼らの現代製造戦略に関する議論の概
略を明らかにしている。「1980 年代末と 1990 年代に新たに重要性を増
した事業戦略の 1 つは『現代製造戦略』と呼ばれる(邦訳, p.117)」とし
て，「顧客の需要を『ジャスト・イン・タイム』で満たすよう製品を完成
させるためには，強力なコミュニケーションがつねに重要である(邦訳, 
p.117)」という点を指摘した。なぜ，コミュニケーションが重要となる
かというと，多品種少量生産が進んで製造過程がフレキシブルになる必
要性や，在庫量を最小限にする必要性が増加する。これらの条件は，生
産要素間(工程間や工程と販売スタッフなど)のチーム的で綿密なコミュ
ニケーションによって達成されるという。さらに，「現代製造戦略はまた，
人事政策や賃金政策，部品サプライヤーとの関係，会計システムにも体
系的な影響を及ぼす(邦訳, p.117)」という可能性を指摘したのである。 
 ミルグロムらの議論によって示されたことは，現代の生産システムは，
現代製造戦略と名付けられた生産要素の補完性によって説明可能な形で
定式化されるということである。これはつまり，現代の生産システムの
本質が補完性にある，ということに他ならない。本論文の目的は，現代
の生産システムにおける財務・非財務情報の選択に関する理論的で首尾
一貫した説明を提供することだった。これは，次章以降の経験的な検証
においては，生産要素間の補完性によって定式化される現代の生産シス
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テムにおいて，どのような情報が効率的になるのかということを探求す
ることを示している。 
 このように，青木・瀧澤モデルにおける情報効率性を要約した図 4.1
の縦軸にある生産要素間の補完性は，まさに現代の生産システムを表す
軸といえる。それでは横軸は何を表しているのだろうか。システムショ
ック(α)は，システム全ての業務部門に影響を与える要因をいう。生産
管理会計の文脈では，例えば需要の変動は，一律に全ての工程の生産活
動に影響を与える要素として考えることが出来るだろう。また，ある特
定の工程で発生した問題によって，全ての工程の活動が停止する事態は，
これもシステムショックの 1 つとして捉えることが出来る。あるいは，
大規模な生産システムの革新によって，全ての工程の業務効率が改善す
るような場合，これもシステムショックとなる。 
 個別ショック(

€ 

γ i (i = 1,2))は，各業務部門に個別に影響を与える要因を

いう。生産管理会計の文脈では，例えば工程改善，工程の能率の変動，
工程内の生産問題などによって，他の工程に影響を及ぼさない範囲でコ
ストあたりの生産量が変化するようなとき，これが個別ショックとなる。 
 以上のように，生産管理会計の分析においても，青木・瀧澤(1996)の
情報効率性の比較分析モデルはそれぞれの要素を具体的に解釈可能であ
り，経験的な検証に適応可能といえる。そこで，次に，5 つの情報シス
テムの情報の特性を踏まえて，情報システムごとに生産管理会計の仕組
みを議論する。 
 
＜生産管理会計における「情報システム」＞ 
 ここまでで，青木・瀧澤(1996)の分析モデルを生産管理会計の文脈に
沿って解釈し直した。以下では，モデルが提示した情報システムを生産
管理会計におけるシステムと具体的に対応させる。システムが利用する
情報と，その情報を観測する単位から，実際の生産管理会計の仕組みと
関連させることになる。 
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情報同化システム: AI 
 情報同化システム（AI）は，相互依存性が存在する状況下で(B < D)，
個別ショックに対してシステムショックの比重が大きいときに情報効率
的となるシステムである。また，観測される情報は

€ 

α+ε0である。つま

り，システムショックについての情報をもとに各生産要素は意思決定を
行うのだが，観測誤差が

€ 

ε 0であることから，これら情報は生産要素別に

観測されるのではなくシステム全体が観測し生産要素に伝達される。 
 現実の生産管理会計において，システム全体が単一の観測誤差を伴っ
てシステムショックを伝えるシステムとして，JIT 生産システムをあげ
ることが出来るだろう。門田(1991b)によれば，JIT 生産システムにおけ
る「生産の平準化」は，情報システムである「かんばん方式」などの手
段によって達成される。この際，各工程の作業量を決定する情報は，理
想的には販売速度によって決定されるという。つまり，工程の業務量の
意思決定には，各工程における確率ショック

€ 

γ iではなく，需要量という

システム全体に影響する単一のショックαが利用されているといえる。
他にも，工員が生産ラインで問題が発生したときにラインそのものを止
める仕組みである「アンドン」は，システム全体に影響を与えるような
問題を伝達する情報システムに該当するだろう。 
 このように，JIT 生産システムの要素となる仕組みの多くは，システ
ムショックのαを伝達するためのシステムとしての性格が強い。よって，
生産管理会計における AI の代表的な事例として，財務情報がマネジメ
ントにおいては比較的重視されない，典型的な JIT 生産システムを当て
る。 
 
水平的ヒエラルキー: HH 
 水平的ヒエラルキー（HH）は，相互依存性が存在する状況下で（B < 
D），個別ショックとシステムショックの比重がほぼ同様であるときに情
報効率的となるシステムである。システム全体が単一の観測誤差を伴っ
てシステムショック(

€ 

α+ε0 )を業務部門へ伝達し，各業務部門もそれぞれ
の観測誤差を伴って自部門に影響を与える個別ショック(

€ 

γ i +ε i )を観測す
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るというシステムである。このシステムにおいては，業務部門は様々な
集約された情報(

€ 

α+ε0 +γ i +ε i )にもとづいて意思決定を行うことが最適

となる。 
 現実の生産管理会計において，さまざまな情報を集約して業務部門が
意思決定を行うシステムとして，MPC をあげることが出来る。MPC で
は，前後の工程との取引を通じて市場の需要変動などが情報として伝達
されるし，各工程内でのさまざまなショックも情報として観測される。
そして，これら情報は利益として集約された財務情報に反映されている。 
 このように，HH に該当する生産管理会計のシステムは，MPC のよう
に高度に集約された情報システムか，複数の情報システムのもとで多様
な情報を用いる生産管理会計の仕組みが該当するといえる。 
 
情報異化システム，情報分散化システム：DI 
 Aoki (1995)は青木・瀧澤(1996)とは異なり情報異化システムと情報分
散化システム(DI)を区別せずに扱っている。つまり情報異化システムを
DI の特殊ケースとして包括したモデルになっている。本論文においても，
情報異化システムを DI の特殊ケースとして扱う。 
 DI は，資源の競合性が存在する状況下で（B > D），個別ショックとシ
ステムショックの比重がほぼ同様であるか，個別ショックに対してシス
テムショックの比重が大きいときに情報効率的となるシステムである。
HH と同様に，DI においてもシステムショックと個別ショックの 2 つの
情報にもとづいて意思決定が行われるが，HH とは異なり DI では，これ
らの情報は全て業務部門ごとに観測誤差をもって観測される(

€ 

α+γ i +ε i )。 

 現実の生産管理会計において，工程のような生産要素単位でシステム
ショックや個別ショックを観測するシステムとして，標準原価管理シス
テムをあげることが出来る。このシステムが HH と異なる点は，情報の
観測が唯一，工程単位であることである。工程別原価計算を実施してい
る場合の標準原価管理では，原価の差異分析はどのような費目も工程単
位となる。そういう意味では，例えば材料費の変動といったシステムシ
ョックも，事前の標準との差異分析として観測され，工程単位で把握さ
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れる。 
 もっとも，工程別原価計算を実施していなくとも，標準原価管理のも
とでは全ての差異が何かしらの部門の責任に帰着させることが可能とな
る。これが MPC と標準原価管理の顕著な違いとなる。というのも，
MPC では材料費の高騰や需要の変動といった工程では管理不能な要因に
よるショックも，工程に情報として伝達される。これは，自工程の管理
可能な要因についての情報と混在して伝えられるので，MPC では管理不
能な要因と管理可能な要因を区別しにくいという問題が生じる。これを，
モデルでは次のように表現している。MPC のような HH では，システ
ムショックはシステム全体が，個別ショックは工程が観測する。その上
で，それらの情報を混合して工程に伝達する。そのため，2 つのショッ
クの区別が困難となる。また，標準原価管理のような DI では，システ
ムショックも個別ショックも工程単位で観測されるので，工程はこれら
を区別が出来るようになる。 
 このように DI に該当する生産管理会計のシステムは，標準原価管理
のように工程単位の管理を基本とする生産管理会計の仕組みが該当する。 
 
分権的ヒエラルキー：DH 
 分権的ヒエラルキー(DH)は，資源の競合性や補完性に関係なく，シス
テムショックに対する個別ショックの比重が大きいときに情報効率的と
なるシステムである。観測される情報は(

€ 

γ i +ε i )である。この情報システ

ムが他のシステムと比べて最も特徴的なことは，DH において情報は全
て自部門の情報であり，かつ，それらは自部門で観測誤差を伴って観測
されるということである。つまり，情報とその観測の仕組みが，自らの
部門内で閉じているのである。 
 現実の生産管理会計において，このように自部門の情報のみにもとづ
いて意思決定する，あるいは他の部門や全体の情報を考慮しない，とい
った生産システムとして，伝統的なクラフト生産をあげることが出来る。
この情報システムに該当する生産システムは，自部門の情報のみにもと
づく意思決定が最も効率的なため，そもそも情報システムは未発達なの
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かもしれない。 
 とはいえ，このように需要量の変動のようなシステムショックが，ほ
とんど存在しないという状況は，近代的な工場内の部門レベルにおいて
は，ほとんど無視出来るものと推測出来る。よって，仮説の設定の際に
は，これら DH が存在しないものと仮定し，より簡略化した状況のもと
で仮説設定を行う。 
 

4.3  小括：理論仮説の導出 
 ここまで，青木・瀧澤(1996)で展開された分析モデルを生産管理会計
に適用するための議論を行ってきた。これらの議論にもとづいて，本論
文の研究課題を解決するための研究仮説の設定を行う。これら仮説は，
生産関数の補完性とシステム／個別ショックの比率という 2 つの要因に
もとづいて最適な情報量が選択されるものである。 
 生産関数の補完性とは，工程単位のような生産諸部門の保有する資源
が生産活動で競合する度合いとして定式化されている。また，システム
／個別ショックの比率という不確実性のパターンは，全ての生産諸部門
の生産業務に同様に影響するシステムショックと，各部門の生産業務に
個別に影響する個別ショックの比率としてモデル化されている。本論文
が前提としている事業所や工場単位では，需要量の変動や全ての工程が
停止するような品質問題などがシステムショックに，個別工程の改善活
動による生産能力の向上などが個別ショックに該当する。 
 なお，事業所や工場といった分析単位では，需要量の変動のようなシ
ステムショックは無視できるものではないため，システムショックが常
に存在するときの個別ショックの相対的な割合を考慮し仮説を設定する。
つまり，常にシステムショックが存在する状況のみを考慮することによ
り，モデル上でのシステムショックと個別ショックの割合が同程度のと
きというのは，仮説上では相対的に個別ショックの比率が高い状況とな
る。 
 青木・瀧澤(1996)の分析モデルが示していることは，現代製造戦略の
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ような補完性が存在するとき，個別ショックとシステムショックの割合
が同程度ならば，システム全体の情報と工程のような各生産部門の情報
それぞれについてシステム全体，各工程のいずれでも観測可能となる情
報システムが効率的となる，ということである。このように，複数の情
報を集約する状況では，既存の会計研究は財務情報が用いられることを
明らかにしてきた(Bouwens and Van Lent, 2007; Moers, 2006 など)。
前節においても，これに MPC のような仕組みが該当する可能性を検討
している。これにより，次のような仮説 H1-1a を設定する。 
 

H1-1a：現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの比率が
相対的に高いとき，生産管理において工程別の利益情報が用いられ
る 

 
 なお，水平的ヒエラルキーについてのモデルの解釈は，工程別利益情
報に限らず，さらに追加的に工場や事業所全体の利益情報を用いること
も示唆してくれる。リサーチクエスチョンに照らせば，検証上の重要性
が高いのは H1-1a であるが，集約された情報の範囲を拡大することも可
能かもしれない。そこで，工程別利益情報や工場・事業所単位の利益情
報を合わせて，単に利益情報と表現し，次の仮説 H1-1b を設定する。 
 

H1-1b：現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの比率が
相対的に高いとき，生産管理において利益情報が用いられる 

 
 また，利益の情報ではなく，財務・非財務情報との関連で集約された
情報を一般的な財務情報を仮定し仮説として示せば，次の H1-1c となる。 
 

H1-1c：現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの比率が
相対的に高いとき，生産管理において財務情報が用いられる 

 
 対して，能率情報や品質情報のような集約されていない非財務情報は，
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先行研究が指摘するように，現代製造戦略のもとで多用されている
(Banker et al., 1993; Ittner and Larcker, 1995 )。 
 ただし，本章でレビューした青木・瀧澤(1996)のモデルでは，集約さ
れていない非財務情報の利用についてはほとんど何も示唆していない。
というのも，集約された情報が必要となる状況では，複数の非財務情報
を併用することでも情報効率性は達成可能であると推定出来るからであ
る。そのため，それぞれの情報選択についての仮説の理論的根拠は，
H1-1a, b, c に対して理論的な基礎が脆弱である点に注意が必要である。
なお，それぞれの情報についての仮説は次のようになる。 
 

H1-2a：現代製造戦略の程度が高いとき，生産管理においては能率
情報が用いられる 

 

H1-2b：現代製造戦略の程度が高いとき，生産管理においては品質
情報が用いられる 

 
 先ほどと同様に，財務・非財務情報との関連で仮説として示せば，次
の H1-2c となる。 
 

H1-2c：現代製造戦略の程度が高いとき，生産管理においては非財
務情報が用いられる 

 
 本章では，情報選択問題を理論的に検証する上で伝統的に用いられて
きたエイジェンシー理論の問題点を指摘した上で，それに代替する理論
としてコーディネーションの理論を検討してきた。そして，コーディネ
ーション理論の分析結果を生産管理会計の文脈に解釈し直すという作業
を通して理論的に仮説を導出したのである。もっとも，会計研究の文脈
では，コーディネーション理論は情報の集約についての仮説を提供する
ものだったが，非財務情報についての示唆には乏しいものだった。 
 次章では，これらの仮説について，実際の工場・事業所を対象とした
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郵送質問票調査より得られたデータをもとに，経験的な検証を行うこと
とする。 
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第５章  生産システムの 

情報選択 (2) :  

コーディネーション理論にもとづく 

経験的検証 
 
 本章では，前章で提示された仮説を，実際の工場・事業所に対して実
施した郵送質問票調査によって得られたデータをもとに，経験的な検証
を行う。まず仮説を検証するための分析モデルの概要を明らかにした上
で，続いて分析結果を示し，最後に結果についての議論を実施する。な
お，分析のもととなるサンプルに関するデータは既に第 3 章で示されて
いるため，サンプルの概要についての記述統計の報告は省略している。
記述統計は測定項目に関する報告にとどめている。 
 

5.1  仮説と分析モデル 
 まず，前章で示した仮説を再確認しておこう。検証すべき仮説は次の
6 つである。 
 

H1-1a：現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの比率が
相対的に高いとき，生産管理において工程別の利益情報が用いられ
る 

 

H1-1b：現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの比率が
相対的に高いとき，生産管理において利益情報が用いられる 
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H1-1c：現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの比率が
相対的に高いとき，生産管理において財務情報が用いられる 

 

H1-2a：現代製造戦略の程度が高いとき，生産管理においては能率
情報が用いられる 

 

H1-2b：現代製造戦略の程度が高いとき，生産管理においては品質
情報が用いられる 

 

H1-2c：現代製造戦略の程度が高いとき，生産管理においては非財
務情報が用いられる 

 
＜分析モデル＞ 
 これら仮説は，次のようなモデルを最小二乗法(ordinary least square, 
以下 OLS とする)で推定することによって検証できる。 
 

€ 

INFO _ n = β
0

n + β
1

n ⋅MM + β
2

n ⋅ IS + β
3

n ⋅MM ⋅MM + β
4

n ⋅MM ⋅ IS + β
5

n ⋅ IS ⋅ IS +ε n

 
 INFO_n：各情報の利用度合い。n=1,…,5 をとり，それぞれ，工程別

利益情報，利益情報，財務情報能率情報，品質情報，非財
務情報をさす。 

 MM：現代製造戦略 
 IS：生産諸部門の個別ショックの度合い 
 
 MM は，現代製造戦略の度合いを測定している。なお，第 4 章でレビ
ューしたミルグロムらの議論に従い，生産関数の補完性と現代製造戦略
はほぼ同一の概念として取り扱っている。IS はシステムショックに関連
する項目の平均値を逆転させた変数である。この変数の測定尺度は本論
文においてオリジナルに開発したものである。被説明変数には，工程別
利益情報，利益情報，財務情報，能率情報，品質情報，非財務情報のそ 
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表 5.1 尺度の概要(1) 
 

 因子負荷量 質問項目の記述統計 
質問項目 現代製造 

戦略 
システム 
ショック 平均値 標準偏差 

工場は問題を解決するためにチーム・小集
団を組織する 0.862  5.12 1.46 

過去の数年間，多くの生産に関する問題は
小集団によって解決されてきた 0.680  5.11 1.71 

生産に関する改善活動の際に，チームのメ
ンバー全員から意見を集めるように努める 0.464  4.38 1.56 

作業員は新しい技能・資格を身につけると
報酬が増える 0.402  3.96 1.65 

ある工程の生産に関する問題によって，前
後の工程の生産活動は停止する  0.694 4.63 1.66 

ある工程で問題が発生したとき，前後の工
程の作業員がすぐに補助に入る  0.642 5.19 1.23 

ある工程の作業改善によって，前後の工程
の生産能率も向上する  0.575 4.69 1.89 

製品需要の変動は，全ての工程の作業計画
に毎日反映されている  0.471 4.30 1.36 

因子寄与 (回転後) 2.00 1.92 
説明された分散 (回転前，抽出後) 28.35% 9.60% 

クロンバックのα 0.694 0.668 

  

＜適合度検定＞ χ2 = 18.900,  自由度 = 13,  Pr >χ2 = 0.126 
最尤法，プロマックス回転。因子負荷量は 0.4 以上のもののみ記載。因子間相関は 0.50。
各項目は，「全く異なる(1)」から「全くその通り(7)」の７点リカートスケールにて測定。
現代製造戦略因子に負荷した質問項目は，結果として，すべて Banker et al.(1993)で用
いられた質問項目の翻訳だった。システムショック因子に負荷した質問項目は，すべて

システムショックを測定するためにオリジナルに開発された質問項目だった。 
 

 

れぞれの利用度合いを想定している。 
 仮説の検定のために交互作用項を含めた回帰モデルの推定を行うのだ
が，MMおよび ISについては，Cronbach (1987)に従い，多重共線性を 
避けるために平均値で差し引いた値を使用している。また，Aguinis 
(1995)によって明らかになったリカートスケールを用いた分析に交互作
用項を挿入した場合の検出力低下の問題点を回避するため，それぞれの
二乗の項(MM・MM，IS・IS)も回帰モデルに含まれている。 
 
＜測定尺度と記述統計＞ 
 次に，モデル内の変数の測定尺度について詳細を明らかにしておこう。 
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 まず，説明変数は，7 点リカートスケールによって測定した複数の顕
在項目から潜在変数を推定した。表 5.1 は顕在変数の質問項目，因子分
析の結果，およびそれらの記述統計量を示している。測定尺度の信頼性
を保つために，固有値が 1 以上となるように因子分析（最尤法，プロマ
ックス回転）を実施した際に，複数の因子に 0.4 以上の負荷量を示した
項目や，逆に全ての因子に 0.4 以上の負荷量を示さなかった項目を排除
している。結果として，MM および IS に該当する測定尺度を 1 因子ず
つ抽出することに成功している。なお，MM に該当する尺度は，多くの
生産管理会計を対象とする先行研究で採用された (Hansen and 
Mouritsen, 2007)，Banker et al. (1993)の尺度を翻訳して用いている。
生産関数の補完性の代理変数としての MM の測定項目は，「強力なコミ
ュニケーション」によって特徴づけられる生産活動という Milgrom and 
Roberts (1992)の主張を良く表現しているといえるだろう。また，シス
テム／個別ショックの比率については，個別ショックとシステムショッ
クが同次元上の両極であるという仮定を，つまり，あらゆるショックは
個別的かシステム的かの両極の間のいずれか位置づけることが出来ると
いう仮定のもとで測定されている。そのため，システムショック尺度の
測定結果の反転した値を個別ショック尺度の値として用いている。これ
は，測定項目の簡単化のための措置である。 
 被説明変数は，工程別利益情報，工場・事業所全体の利益情報，原価
情報，能率情報，品質情報の各情報について，「工程や部門の管理者(い
わゆる職長)は，どのような情報を用いて評価されていますか」という質
問項目で測定した。尺度は「全く重要な情報ではない(1)」から「非常に
重要な情報である(7)」の７点リカートスケールでの回答である。利益情
報は，上記測定値のうち工程別利益情報と工場・事業所全体の利益情報
の単純平均値を用いている。財務情報には，同様の測定方法によって測
定した原価情報の利用度と，工程別利益情報，事業所全体の利益情報の
各利用度の単純平均値を用いている。非財務情報は，能率情報と品質情
報とを単純平均した値を用いている。 
 変数の記述統計量は表 5.2，相関分析の結果は表 5.3 のようになった。 
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表 5.2 変数の記述統計量(1) 
 

 平均値 標準偏差 最小値 第一 
四分位 中央値 第三 

四分位 最大値 

工程別利益
情報 4.86 1.99 1 4 5 7 7 

事業所全体
の利益情報 5.14 1.87 1 4 6 7 7 

原価情報 5.46 1.45 2 5 6 7 7 
利益情報 4.98 1.45 1 4 5.5 6.38 7 
財務情報 5.12 1.71 1.33 4 5.33 6 7 
能率情報 5.83 1.37 2 5 6 7 7 
品質情報 6.39 0.91 2 6 7 7 7 
非財務情報 6.12 0.98 2 5.5 6 7 7 
MM 0 1.18 -2.88 -0.88 0.12 0.87 2.37 
IS 0 1.12 -2.31 -0.81 0.19 0.69 2.44 

MM･IS -0.48 1.48 -4.82 -1.06 -0.13 0.13 4.47 
MM･MM 1.38 1.77 0.02 0.14 0.76 1.89 8.27 
IS･IS 1.23 1.52 0.00 0.09 0.48 2.42 5.98 

工程別利益情報，事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報は，7 点リカ
ートスケールの得点のため，1~7 までの値をとる。利益情報および非財務情報は，2 種
類の情報の単純平均であり，財務情報は 3 種類の情報の単純平均のため，やはり，1-7
の値をとる。MM および IS は既に平均値を差し引いた値であるため平均値は 0 となる。 
 

 
表 5.3 変数間の相関分析(1) 

 
 工程別 

利益情報 利益情報 財務情報 能率情報 品質情報 非財務 
情報 

工程別 
利益情報 ―      

利益情報 0.89** ―     
財務情報 0.87** 0.95** ―    
能率情報 0.21 0.26 0.30** ―   
品質情報 0.11 0.11 0.17 0.50** ―  
非財務情報 0.19 0.23 0.29* 0.92** 0.80** ― 
MM -0.02 -0.08 0.02 0.21* 0.32** 0.28* 
IS -0.07 -0.12 -0.16 -0.38** -0.35** -0.40** 

MM･IS 0.24* 0.25* 0.22* 0.03 0.17 0.08 
MM･MM -0.07 -0.06 -0.05 0.09 -0.15 -0.01 
IS･IS 0.03 0.01 0.03 0.08 -0.04 0.07 

 
 MM IS MM･IS MM･MM 

IS -0.36** ―   
MM･IS -0.22* -0.06 ―  
MM･MM -0.19 -0.19 -0.22* ― 
IS･IS -0.06 -0.14 -0.34** 0.27* 

**, p<0.5; *, p<0.1。回帰分析に直接は投入されない事業所全体の利益情報と原価情報に
ついては，分析から除外してある。 
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5.2  仮説の検証 
 これら変数を用いての OLS による推定結果は，6 つの仮説ごとに表
5.4 から表 5.9 のようになった。なお，工程別利益情報，能率情報，品
質情報の被説明変数は単一のリカートスケールによる測定結果を用いて
いる点をふまえ，結果の頑健性を確認するために順序ロジット回帰によ
り同様のモデルを推定している。 
 

表 5.4 推定結果 (H1-1a) 
 

 工程別利益情報 
 OLS 順序ロジット回帰 
 係数 t 値 係数 z 値 
MM -0.032  -0.14  0.029  0.13  
IS -0.150  -0.63  -0.122  -0.50  

MM･IS 0.624  2.61**  0.800  2.74***  
MM･MM 0.100  0.60  0.150  0.97  
IS･IS 0.300  1.66  0.466  2.18** 
(定数項) 4.687  14.46***  - - 
R2 0.102 - 

adj_R2 0.041 - 
対数尤度 - -138.030 
pseud_R2 - 0.041 
推定方法は OLS と順序ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, 
p<0.1。被説明変数は工程別利益情報の活用度合い。R2 は決定
係数，adj_R2 は自由度調整済み決定係数，pseud R2 は順序ロ
ジット回帰における擬似的決定係数。 

 
 
表 5.5 推定結果 (H1-1b)     表 5.6 推定結果 (H1-1c)  

 
 利益情報   財務情報 
 係数 t 値   係数 t 値 
MM -0.177  -0.91   MM 0.069  0.44  
IS -0.289  -1.44   IS -0.182  -1.14  

MM･IS 0.523  2.60**   MM･IS 0.388  2.42**  
MM･MM 0.081  0.58   MM･MM 0.084  0.75  
IS･IS 0.228  1.50   IS･IS 0.193  1.60  
(定数項) 4.865  17.85***   (定数項) 5.044  23.24***  
R2 0.127  R2 0.107 

adj_R2 0.069  adj_R2 0.046 
(表 5.5，表 5.6 共通の注釈) 推定方法は OLS。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。表 5.5
の被説明変数は利益情報，表 5.6 の被説明変数は財務情報のそれぞれの活用度合い。R2
は決定係数，adj_R2 は自由度調整済み決定係数。 
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表 5.7 推定結果 (H1-2a) 

 
 能率情報 
 OLS 順序ロジット回帰 
 係数 t 値 係数 z 値 
MM 0.159  1.04  0.265  1.21  
IS -0.380  -2.47** -0.553  -2.49** 

MM･IS 0.066  0.59  0.051  0.31  
MM･MM 0.056  0.60  0.087  0.67  
IS･IS 0.034  0.32  0.077  0.52  
(定数項) 5.694  27.69*** - - 
R2 0.159 - 

adj_R2 0.105 - 
対数尤度 - -115.023 
pseud_R2 - 0.060 
推定方法は OLS と順序ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, 
p<0.1。被説明変数は能率情報の活用度合い。R2 は決定係数，
adj_R2 は自由度調整済み決定係数，pseud R2 は順序ロジット
回帰における擬似的決定係数。 

 

 
表 5.8 推定結果 (H1-2b) 

 
 品質情報 
 OLS 順序ロジット回帰 
 係数 t 値 係数 z 値 
MM 0.180  2.06**  0.382  1.66** 
IS -0.190  -2.12**  -0.483  -1.89** 

MM･IS 0.109  1.64  0.119  0.65 
MM･MM -0.052  -0.99  -0.100  -0.73 
IS･IS 0.021  0.35  0.157  0.92 
(定数項) 6.518  53.58***  - - 
R2 0.219 - 

adj_R2 0.170 - 
対数尤度 - -78.535 
pseud_R2 - 0.081 
推定方法は OLS と順序ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, 
p<0.1。被説明変数は品質情報の活用度合い。R2 は決定係数，
adj_R2 は自由度調整済み決定係数，pseud R2 は順序ロジット
回帰における擬似的決定係数。 
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表 5.9 推定結果 (H1-2c)  
 

 非財務情報 
 係数 t 値 
MM 0.159  1.51  
IS -0.271  -2.53**  

MM･IS 0.082  1.05  
MM･MM -0.005  -0.08  
IS･IS 0.041  0.58  
(定数項) 6.104  42.85*** 
R2 0.193 

Adj_R2 0.141 
推定方法は OLS。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。被説明変
数は非財務情報の活用度合い。R2 は決定係数，adj_R2 は自由
度調整済み決定係数。 

 

 

 なお，表 5.4，表 5.7，表 5.8 の OLS による回帰分析の推定結果と順
序ロジット回帰の推定結果より，変数の有意水準が極端に変化するなどの結

果の頑健性に問題がある結果はなかったといえる。よって，以下の議論につ

いては，OLSによる回帰分析の推定結果にもとづいて議論を進める。 

 

5.3  小括：分析結果についての議論 
 本節では，前節までの分析結果を踏まえて，仮説の検証結果について
の議論を行う。仮説の検証結果をまとめると表 5.10 のようになる。 
 H1-1a，H1-1b，H1-1c については，交互作用項である MM・IS の係
数が正で有意となった。これは，工程別利益情報や利益情報，あるいは
財務情報が「生産関数が補完的であり，かつ，個別ショックの比率が相
対的に高い」ときにより活用されるという仮説を 5%水準で支持してい
る。もっともこの点については，生産関数が補完的であるということを
現代製造戦略によって測定している点に注意が必要ではある。いずれに
せよ，MMと ISについて，工場・事業所の財務情報の活用度合いは統計
的に有意で非線形的な関係があるといえる。また，MMや ISなど一次の
項の係数が有意でないことから，これら関係は交互作用のみで観察され
る関係であるといえる。 
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表 5.10 第 5 章の検証結果の要約 
 

 
H1-1a 

(工程別利益情報) 
H1-1b 
(利益情報) 

H1-1c 
(財務情報) 

 仮説 結果 仮説 結果 仮説 結果 
MM N.P. N.S. N.P. N.S. N.P N.S. 
IS N.P. N.S. N.P. N.S. N.P. N.S. 

MM･IS   ＋     ＋  ＋ ＋  ＋  ＋ 
 

 
H1-2a 
(能率情報) 

H1-2b 
(品質情報) 

H1-2c 
(非財務情報) 

 仮説 結果 仮説 結果 仮説 結果 
MM ＋ N.S. ＋ ＋  ＋ N.S. 
IS N.P. -  N.P. -   N.P. -  

MM･IS N.P. N.S. N.P.  N.S. N.P. N.S. 
「＋」や「-」は係数の符号を示している。「N.P.」は，仮説が当該項目について符号の
予測をしていないことを示している。「N.S.」は推定値が 5%以下の有意水準で有意とな
らなかったことを示している。なお，ここでは分析上の主要な変数のみを記載している。 
 
 
 なお，H1-1a の被説明変数を，「工程別利益情報」に替えて「工場・
事業所全体の利益情報」や「原価情報」を設定すると，交互作用項であ
る MM・IS の係数が有意とはならなかった。具体的には，それぞれ，
t=1.44 (p=0.154), t=1.25 (p=0.213)であり 5%有意水準で有意とはなら
なかった。これらの結果が示していることは，H1-1a においての工程別
利益情報が，他の利益情報の擬似的な相関によって有意になっているの
ではない，ということである。また，H1-1b および H1-1c は，H1-1a
の推定結果の頑健生を保証するものとしてもの性格があるということで
もある。 
 H1-2a は支持されなかった。しかし，現代製造戦略については有意で
はなかったが，個別ショックについては負で有意となった。これは，生
産関数の補完性に関係なく，システムショックの比率が大きい環境では
能率情報がより用いられることが明らかとなった。だが，第 4 章で既に
指摘した通り，もともと非財務情報については，理論的な基礎がそれほ
ど頑健なものでなかった。また，先行研究の間でも能率情報は Banker 
et al.(1993)と Abernethy and Lillis(1995)のように正反対の研究成果が
でていた。このような点を踏まえれば，現代製造戦略ではなくシステム
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／個別ショックの比率のような不確実性のパターンに影響受けるという
事実は，発見事実としては研究上の価値があるといえる。何より，現代
製造戦略とシステム／個別ショックの比率がある程度相関している状況
であるため，このような事実は，本研究のようなアプローチでなければ
発見が難しいものだったといえる。 
 H1-2b は支持された。つまり，現代製造戦略が品質情報の活用につい
て正の影響を及ぼすことが 5%水準で支持されたのである。また，それ
以外にも，システムショックの比率が上昇すると品質情報の活用が進む
ことが明らかとなった。 
 H1-2c には支持されなかった。H1-2a と同様に非財務情報は現代製造
戦略ではなく，システム／個別ショックの比率に影響を受けることが明
らかとなった。 
 本章の最後に，ここまでの分析結果がどのような研究上の貢献をもた
らしたのかを整理しておこう。本章の分析結果がもたらした貢献は次の
3 点である。 
 もっとも重要な貢献は，生産システムにおいて利益情報を含む会計情
報が，現代の製造戦略のもとで活用されていることを理論的に予測し，
経験的に検証した点にある。既存の生産管理会計の研究成果は，理論的
な予測が不十分であり，利益情報を会計情報に含めていない，といった
問題があった。だが，ここまでの分析結果をそれら残された課題を克服
し，新しい研究成果を蓄積したのである。既存のコンティンジェンシー
理論を用いた研究がこれら研究成果を明らかに出来なかったのは，2 つ
の要因の交互効果という非線形的な関係によって情報の活用が特徴づけ
られてきたことによるだろう。このため，理論的な仮説を予測に用いず，
探索的に分析を繰り返してもこの事実の発見が困難になってしまうので
ある。 
 2 点目の貢献は，会計研究，特に会計情報選択の研究において，コー
ディネーションについての比較制度分析が理論的な基礎として有効であ
ると示した点である。これは，エイジェンシー理論が説明理論として適
していない議論を行う上で，他の経済学の理論が活用可能であることを
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示している。 
 3 点目の貢献は，生産管理会計において，財務情報の活用と非財務情
報の活用の問題が，比較的独立した問題であることを明らかにした点で
ある。これは，推定された係数の符号から，財務情報やそれに関連する
情報は非線形的な関係でその活用が特徴づけられるのに対して，非財務
情報やそれに関連する情報は線形的な関係で特徴づけられることからも
明らかである。これも，既存の業績指標の相対的な重要度を議論する研
究では明らかにされなかった点であるといえるだろう。今後の研究では，
単純に，財務情報か非財務情報かという相対的な情報の活用度ではなく，
絶対的な情報の活用度を経験的に調査していく必要がある。 



 
139 

第６章  生産システムの 

情報選択 (3) : 

エイジェンシー理論にもとづく検証 
 
 本章では，エイジェンシー理論にもとづいて，財務・非財務情報の活
用比率についての議論を行う。生産システムにおける情報選択について，
ここまで検討した理論と異なる理論も現実に対する説明力を持つのかを
検討するのが，本章の主要な議論の内容である。 
 第 4 章では，エイジェンシー理論を用いずに比較制度分析におけるコ
ーディネーションの理論を採用した理由を次の 2 点に求めた。それは，
(1)生産管理会計という文脈においてはエイジェンシー理論が説明力を持
っていない可能性，そして，(2)仮にエイジェンシー理論が説明力を持っ
ていたとしても研究課題の解決において理論の予測が適切ではない可能
性，である。実際，(2)に関して，第 5 章の分析からも相対的な業績指標
の比率を検討することには，研究課題の解決に対して問題があることが
明らかとなった。つまり，利益のような財務的指標と品質のような非財
務的指標の絶対的な利用度合いは比較的独立したものであり，実践的な
インプリケーションを相対的な利用度合いに求めることは困難である，
という問題である。 
 しかし，このような問題があるとはいえ，(1)の可能性についても検討
することには意義があるといえる。それは，エイジェンシー理論そのも
のの会計研究における理論的な頑健性を確認するためでもあるし，また，
エイジェンシー理論と比較制度分析のコーディネーション理論の説明力
が補完的なものか代替的なものかを明らかに出来るからでもある。そこ
で，次節ではエイジェンシー理論にもとづいて，業績指標の活用度合い
についての仮説を導出する。6.2 節では，これら仮説を経験的に検証す
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る。そして，本章の分析結果と貢献などを小括として議論する。 
 

6.1  仮説の設定と分析モデル 
 エイジェンシー理論は，管理会計における業績指標の相対的な活用度
を決定する要因について，伝統的な管理界可能性原則ではなく，エイジ
ェントの努力がどれほど業績指標に影響するのかというインフォーマテ
ィブ原理(informative principle)にもとづいて決定するとした(Holmstrom, 

1979)。このような業績指標へのエイジェントの努力の影響に，さらに影
響を与える要因として，既存の会計研究は相互依存性のようないくつか
の要因を指摘してきた。本節では，エイジェンシー理論から予測される
業績指標の相対的な活用度合いについての仮説を設定し，それら仮説を
経験的に検証するための分析モデルを示す。 
 

6.1.1. 相互依存性：感度・精度にもとづく業績指標選択 
 既に第 4 章で明らかにしたように，Banker and Datar (1989)は，線
形契約においては複数の業績指標の最適比率が，エイジェントの努力に
対する指標の感度と精度の積によって表現されることを明らかにした。
そして，この結果をもとにした情報選択の先行研究では，部門間の相互
依存性の存在がその部門マネジャーを評価する財務的指標や非財務的指
標の感度や精度に影響を与えるとして，経験的な調査を実施してきた。
というのも，相互依存性が増大すると，自部門の業績に他部門の努力も
影響するようになるからである。 
 これら経験的研究が示したことは，部門間の相互依存性が高まること
によって，自部門業績についての非財務的指標の割合が上昇し
(Bouwens and Van Lent, 2007; Moers, 2006)，あるいは，より集約的
な全社的な財務的指標の割合が上昇し(Bushman et al., 1995; Keating, 
1997)，結果として自部門業績についての財務的指標の割合が減少する
(Abernethy et al. 2004)，ということである。ただ，これらの研究のほ
とんど全ては，事業部長のようなミドルマネジャーの文脈における研究
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成果である。では，これらの分析結果はどのように生産という文脈に適
用出来るだろうか。 
 第 2 章で明らかにしたように，生産においては原価情報が重要な役割
を果たしていたことを前提に，生産の文脈における仮説を設定しよう。
Bouwens and Van Lent (2007)が主張するように，相互依存性の上昇は，
利益情報ほど集約されていない原価情報のような財務情報の感度や精度
を低下させるとしたら，より他部門の影響を受けにくい非財務的指標の
利用度が相対的に高まると予測される。もっとも，生産という文脈にお
いては，非財務的指標ですら相互依存関係に影響される恐れもあるかも
しれない。実際，梶原(2008)では，相互依存性が上昇すると品質に関す
る非財務的指標より品質コスト情報の精度や感度が上昇し，財務的指標
の利用度合いが上昇することを明らかにしている。このように，生産と
いう文脈における非財務情報が，相互依存性によってどのように精度や
感度へ影響を受けるのかについて，先行研究はその正負いずれの方向性
の影響を生じるのかを特定化出来ていない。よって，影響の有無につい
てのみの弱い仮説 H2-1a を設定する。 
 

H2-1a：工程間の相互依存性の程度は，非財務的指標の相対的な活
用度合いに影響を与える。  

 
 ただ，利益情報の利用については，Bushman et al.(1995)や Keating 
(1997)といったエイジェンシー理論を用いた研究の分析結果が，生産と
いう文脈においても適用出来るだろう。つまり，相互依存性の上昇とと
もに利益に関係する財務的業績指標の相対的な利用度は上昇すると考え
られる。というのも，このような主張はエイジェンシー理論に依拠して
いないいくつかの研究でも既に指摘されていることだからである。例え
ば，Chenhall and Morris (1986)では生産において相互依存性が上昇す
ると情報の集約度も上昇することを経験的に明らかにした。また，窪田
ほか(2004)では，部門別利益計算を実施している企業のケーススタディ
を通じて，MPC は部門間の相互依存性のマネジメントを強化する仕組み
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であると指摘した。よって，次のような仮説 H2-1b を設定する。 
 

H2-1b：工程間の相互依存性の程度は，利益指標の相対的な活用度
合いに正の影響を与える。  

 

6.1.2. マルチタスク化：整合性にもとづく業績指標選択 
 エイジェンシー理論にもとづく管理会計研究は，相互依存性以外にも
多様な要因を業績指標の相対的な活用度合いに影響を与えるものとして
想定してきた。例えば，投資権限を有するかどうかといった分権化の程
度などである。だが，生産の文脈ておいて重要でありながらだが，既存
の業績評価研究ではあまり考慮されてこなかった要因もある。それが，
エイジェントの努力の次元が多次元であるか，いわゆるマルチタスクの
程度である。 
 Feltham and Xie (1994)は，エイジェントの努力が多次元になった状
況での業績指標の問題を扱った分析的研究である。彼らの研究が示しこ
とは，ある業績指標が「整合的(congruent)」ではない状況においては，
他の業績指標を追加することが効率的である，ということである。ここ
で，彼らの文脈における整合性とは，2 つの課業に対して，エイジェン
トの努力に対する期待利益の感度と，期待利得の感度の比率が，課業間
で等しい状況をさしている66。 
 ただ，生産の文脈においては，現実的に整合的な業績指標を想定する
ことは出来ないと思われる。つまり，複数の生産活動や品質活動への努
力に対して同様の感度で反応する業績指標を想定することは困難である
といえる。このような場合，Feltham and Xie(1994)に従えば，課業に
応じて追加的な業績指標が効率的となる。このとき，集約的な財務的業
績指標ではなく，より課業への努力投入に感度が高い非財務的業績指標
が追加されると想定される。よって，非財務的業績指標の相対的な活用
度合いは上昇し，その結果として利益指標の相対的な活用度合いは低下

                                                   
66 Feltham and Xie (1994)における整合性の概念については，Scott (2006)の邦訳
pp.376-379 が詳しい。参照されたい。 
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するだろう。これらは，次のような H2-2a と H2-2b という仮説によっ
て表現出来る。 
 

H2-2a：マルチタスクの程度は，非財務的指標の相対的な活用度合
いに正の影響を与える。  

 

H2-2b：マルチタスクの程度は，利益指標の相対的な活用度合いに
負の影響を与える。  

 

6.1.3. 分析モデルと尺度 
 本節では，前節までで示された仮説を検証するための，統計的な分析
モデルおよび変数の測定尺度についての議論を行う。なお，仮説の検証
のために，前章と同様に，郵送質問票調査による経験的検証を実施する。
なお，サンプルについては既に第 3 章で示しているので，ここではその
内容についての詳細な報告は省略する。また，第 4 章と第 5 章とは，独
立した分析であり，尺度の構成については，部分的に異なる構成を行っ
ている点にも注意されたい。 
 
＜分析モデル＞ 
 これらの関係を分析する上では，回帰分析による統計的な検定を行う
ことが，通常考えられる分析方法だろう。ただ，Nagar (2002)が指摘し
たように，業績評価指標とエイジェントの分権化の程度の決定は，組織
の経済学の文脈では同時的なものとして想定されている(例えば，
Milgrom and Roberts, 1992 など)。そのため，Nagar (2002)の問題提
起以降，Abernethy et al.(2004)や Moers (2006)などの分析では，連立
方程式モデルによって分析モデルが表現されてきた67。ここでは，分権
化の程度として多能工の程度を仮定して分析モデルを構築しよう。分析
モデルは次のような連立方程式モデルになる。 
                                                   
67 同時方程式による推定以外にも構造方程式モデル(SEM)によって分析を行っている論
文もある。例えば，Bouwens and Van Lent (2007)では，SEM の一つである偏相関回
帰分析(partial least square; PLS)を用いて分析を実施している。 
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€ 

INFOWEIGHT _ n =α 0 +α1 ⋅ INDEP +α 2 ⋅MTASK
+α 3 ⋅SIZE +α 4 ⋅LISTED +εweight

  (6.1) 

 

€ 

MTASK = β0 + β1 ⋅ INFOWEIGHT _ n + β2 ⋅ INDEP
+β3 ⋅LABORINT +εmtask

  (6.2) 

 
 INFOWEIGHT_n：各情報の比重。なお，ここでの各情報とは非財務

情報(n=1)と利益情報(n=2)の 2 つ。 
 INDEP：工程間の相互依存性の度合い 
 MTASK：マルチタスクの度合い 
 SIZE：工場・事業所の製造に携わる従業員数(自然対数による変換済) 
 LISTED：証券取引所へ上場している企業ならば 1 を，さもなくば 0

をとるダミー変数 
 LABORINT：労働集約度合いであり，工場・事業所の建物延べ床面積

(平米)当たりの製造に関わる従業員数によって算出 
 
 仮説で議論した変数以外にも，規模(SIZE)や上場の有無(LISTED)，労
働集約度(LABORINT)をコントロールするための変数を採用している。
これらコントロール変数は，2 種類の意味で採用されている。1 つ目は
通常の回帰分析の際に用いられるのと同様の理由であり，仮説が想定し
ていない様々な要因を統制し，仮説に関連する変数の影響をより明瞭に
判断するためのものである。もう 1 つの理由として，連立方程式が識別
可能68かどうかという計量経済学的問題から，それぞれの式にコントロ
ール変数が含まれている。 
 仮説の検証は，各情報の利用度合いを被説明変数としたときの INDEP
および MTASKの係数の有意水準と符号によって検証する。 

                                                   
68 「識別可能性」とは，連立方程式のパラメータが「一意的に定まるかどうか，あるい
は複数の解があるか，または解を求めることができないのか」という問題に関するもの
である(松浦・マッケンジー, 2001, p.194)。なお，ここでの方程式においては外生変数
が識別可能なほど含まれている。 
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＜測定尺度＞ 
 コントロール変数を除いた変数は，測定尺度を用いて測定している。 
 被説明変数については，まず，第 5 章で示した尺度で工程別利益情報，
事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報，といった 5 項
目を測定している。その上で，全ての情報の活用度の合計値に対して，
利益情報(工程別利益情報と事業所全体の利益情報の合計値)の業績指標
としての比重や，非財務情報(能率情報と品質情報の合計値)の業績指標
としての比重を算出し，被説明変数としている。 
 説明変数のうち，MTASK は次の表 6.1 のような顕在項目で測定され
た値の平均値を用いている69。これらは Banker et al.(1993)での現代の
生産システムの特徴を測定するための顕在項目のうち，間接的にであれ
マルチタスクに関連したものを抽出した翻訳尺度である。また，INDEP
については，代理変数としてシステムショック尺度(IS のリバース尺度)
を用いている。尺度の詳細については第 5 章の表５.1 を参照されたい。 
 

表 6.1 尺度の概要(2) 
 

質問項目の記述統計 質問項目 
平均値 標準偏差 

生産に関する改善活動の際に，チームのメンバー全員から意見
を集めるように努める。 5.11 1.50 

作業員はほとんどの作業を管理者の指示を仰ぐことなくこなす 4.55 1.32 
作業員は多様な作業・工程に対応出来るように訓練されている 4.75 1.16 
工場は問題を解決するためにチーム・小集団を組織する 5.10 1.72 
作業員は新しい技能・資格を身につけると報酬が増える 3.94 1.69 
過去の数年間，多くの生産に関する問題は小集団によって解決
されてきた。 4.35 1.58 

生産計画は作業員に毎日伝達される 5.55 1.39 
この工場は作業員自身が意思決定するのに適している 3.92 1.30 
管理者の決定がないと作業員はほとんど作業が出来ない(R) 5.33 1.30 
クロンバックのαは 0.640。各項目は，「全く異なる(1)」から「全くその通り(7)」の７
点リカートスケールにて測定。(R)は逆転項目であり，統計量は逆転済み。 

                                                   
69 本論文の全体を通じた議論では，第 4 章および第 5 章の分析が主要なものである。そ
れに対して本章では，業績指標の相対的な利用を分析したり，エイジェンシー理論と比
較制度分析との理論的な代替性／補完性を明らかにしたりと，研究目的の達成において
は比較的重要度が低い分析を実施している。これらの点を踏まえ，尺度の構成について
は，前章とは異なり因子分析によって尺度の信頼性を確認出来なかったにも拘らず，分
析に用いている。また，信頼性係数自体も 0.64 と充分とはいえない。これらの点より，
本章における分析の信頼性が限定的となることを注意されたい。 
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＜記述統計量＞ 
 変数の記述統計量は表 6.2，相関分析の結果は表 6.3 のようになった。 
 

表 6.2 変数の記述統計量(2) 
 

 平均値 標準偏差 最小値 第一 
四分位 中央値 第三 

四分位 最大値 

利益情報の
比重 0.352 0.087 0.087 0.308 0.387 0.408 0.467 

非財務情報
の比重 0.451 0.087 0.269 0.400 0.429 0.482 0.778 

INDEP 4.722 1.107 2.250 4.000 4.500 5.500 7.000 
MTASK 4.746 0.727 2.889 4.222 4.667 5.167 6.333 
SIZE 4.821 1.197 1.386 4.042 4.868 5.298 8.294 
LISTED 0.302 0.462 0 0 0 1 1 
LABORINT 0.016 0.016 0.000 0.007 0.011 0.018 0.087 
「利益情報の比重」は，(工程別利益情報＋事業所全体の利益情報)/(5 つの情報の合計
値)。「非財務情報の比重」は，(能率情報＋品質情報)/(5 つの情報の合計値)。なお，工程
別利益情報，事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報は，7 点リカート
スケールで測定。これらの記述統計は表 5.2 にある。SIZE および LABORINT の欠損値
にはそれぞれ中央値を代入して処理している。ただし，分析においては，主要な変数が
欠損値の場合リストごと除外されている。 
 

 
表 6.3 変数間の相関分析(2) 

 
 非財務情

報の比重 
利益情報
の比重 

INDEP MTASK SIZE LISTED 

非財務情報
の比重 ―      

利益情報の
比重 -0.88** ―     

INDEP   0.45 -0.22 ―    
MTASK   0.28* -0.35** 0.55** ―   
SIZE   0.13 -0.26* -0.11 0.01 ―  
LISTED   0.11 -0.16 0.05 -0.03 0.32** ― 
LABORINT   0.04 -0.02 -0.13 -0.14 0.27** -0.02 
**, p<0.5; *, p<0.1。 
 

6.2  仮説の検証 
 本節では，分析モデルについてサンプルから得られたデータをもとに
統計的な推定を実施し，仮説の検証を行う。 
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＜推定結果＞ 
 ここでは，同時性バイアスを避けるため，３SLS(三段階最小二乗法)に
よる推定を実施した。 (6.1)式および(6.2)式の推定結果を示しておく。
仮説の検定は(6.1)式の推定によってのみ実施されるが，参考までに(6.2)
式の推定結果も記載しておく。それぞれの推定結果は表 6.4，表 6.5 の
ようになった。 

 
 

表 6.4 推定結果 (H2-1a，H2-2a) 
 

 INFOWEIGHT_1 MTASK 
 係数 z 値 係数 z 値 

INDEP 0.241 0.54 0.297 5.40***  
MTASK -0.140 -0.52   

INFOWEIGHT_1   0.699 0.16 
SIZE 0.008  0.72   
LISTED 0.014 0.88    
LABORINT   -5.662 -1.57 
(定数項) 0.592 1.71** 2.126 5.40*** 
R2 -0.385 0.372 

推定方法は 3SLS。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。被説明変数は非財
務情報の比重である INFOWEIGHT_1 とマルチタスクの程度である
MTASK。R2 は決定係数。 

 
 

表 6.5 推定結果 (H2-1b，H2-2b) 
 

 INFOWEIGHT_2 MTASK 
 係数 z 値 係数 z 値 

INDEP 0.021 2.09 0.299 5.83***  
MTASK -0.072 -3.63   

INFOWEIGHT_2   -0.785 -0.38 
SIZE -0.150  -1.45   
LISTED -0.027  -0.79    
LABORINT   -4.929 -1.41 
(定数項) 0.622  2.3** 3.563 10.17*** 
R2 0.271 0.393 

推定方法は 3SLS。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。被説明変数は利益
情報の比重である INFOWEIGHT_2 とマルチタスクの程度である
MTASK。R2 は決定係数。 
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6.3  小括：分析結果についての議論 
 本節では，前節までの分析の結果を踏まえて，仮説の検証結果につい
て要約し，これら分析の研究上の貢献と今後の方向性などを明らかにす
る。仮説の推定結果をまとめると，表 6.6 のようになる。結局，全ての
仮説は支持されなかった。これは，生産という文脈においてはエイジェ
ンシー理論による説明がそれほど有効ではない可能性を示唆している。
もちろん，コントロール変数が有意ではないために，適切なコントロー
ル変数を設定出来なかったことによる統計的な要因により有意にならな
かった可能性も排除出来ない。いずれにせよ，コーディネーション理論
による説明に比べて，生産という文脈においてのエイジェンシー理論の
説明力は著しく低いことが示されたといえる。 
 

表 6.6 第 6 章の検証結果の要約 
 

 非財務情報情報の比重 利益情報の比重 
 仮説 結果 仮説 結果 

INDEP N.P. 
(H2-1a) N.S. ＋ 

(H2-1b) N.S. 

MTASK ＋ 
(H2-2a) N.S. - 

(H2-2b) N.S. 

「N.P.」は，仮説が当該項目について符号の予測をしていないことを示している。
「N.S.」は推定値が 5%以下の有意水準で有意とならなかったことを示している。
なお，ここでは分析上の主要な変数のみを記載している。 

 
 
 仮説と直接は関連しないが，MTASK を被説明変数とする(6.2)式の推
定結果からも，興味深いインプリケーションを得ることが出来たといえ
る。それは，相互依存性の上昇は一貫してマルチタスク化の度合いを上
昇させることが明らかになったことである。 
 以上のような検証結果は，どのような研究上の貢献をもたらすといえ
るだろうか。ここでは，次の 2 点の貢献が特に意義があるものと考える。 
 1 点目は，エイジェンシー理論にもとづく情報選択の分析は，ほとん
ど生産の文脈においては，説明力を持っていないものだったということ
である。本章の冒頭で指摘した，「生産管理会計という文脈においてはエ
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イジェンシー理論が説明力を持っていない可能性」，についてはそれを無
視出来ないと言っていいだろう。それはまた，これまでエイジェンシー
理論によってのみ分析されてきた管理会計研究に対しても有用な示唆を
与えるものとなるだろう。 
 2 点目は，情報選択研究において，比較制度分析におけるコーディネ
ーションの理論とエイジェンシー理論が説明力について代替的であると
いうことであるが明らかとなった点である。コーディネーションの理論
は情報の選択について，絶対的な情報量の活用について部分的に説明力
を持つ。同時に，エイジェンシー理論は，相対的な情報量の活用につい
て部分的に説明力を持つと考えられる。しかし，生産という文脈におい
ては，業績評価情報の利用そのものが絶対的ではないため，もはや相対
的な情報利用についての説明はほとんど意味をなさない可能性があると
いえる。 
 とはいえ，これらの研究成果と研究貢献は，比較的信頼性の低い構成
尺度によって測定された変数を用いている点に特に注意しなければなら
ない。この点によって，ここまで述べた研究成果と研究貢献の外的妥当
性が限定的となってしまうだろう。ただ，このような限界を有している
とはいえ，既存のエイジェンシー理論を用いた管理会計研究があまり対
象としてこなかった生産という文脈において，これら理論の説明理論と
しての有効性についての疑義を明示出来た点は意義があるものといえる。 
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第７章  生産における 

会計システムの設計 
 

 第 4 章から第 6 章までの分析によって，生産における会計情報選択の
理論的基礎とその経験的な検証結果が明らかにされた。しかし，これら
分析は会計情報の量に関する分析であり，実際の会計システムの選択ま
で踏み込んだ分析とはならなかった。 
 本章では，これら会計情報の量が，実際の会計システム選択にどれほ
ど影響を及ぼすのかを明らかにする。ここでは，加護野(1980)の組織論
の情報処理パラダイムのように，会計情報の絶対的な必要量を処理する
ために組織が会計システムを設計する，という仮定をもとに分析を進め
ることになる。 
 本章の議論は次のように進める。まず，生産管理会計システムの要素
ごとに，本章の仮説を設定する。仮説設定の対象となる会計システムは，
工場・事業所の利益計算システムである。続いて，第 5 章と第 6 章と同
じサンプルから得られたデータをもとに，仮説の検証を行う。また，原
価計算システムの諸要素についても分析の対象とするが，これらは仮説
が設定可能なほど先行研究の蓄積がないため，探索的な分析を実施して
いる。そして，本章の小括として，分析結果の要約と研究上の貢献や限
界についての議論を行う。 
 

7.1  仮説の設定と分析モデル 
 情報処理パラダイムと呼ばれる組織論研究は，組織を情報処理のシス
テムとみなした(加護野, 1980)。会計研究の文脈では，会計システムは，
必要とする財務・非財務情報を処理するために設計されることになる。
本節では，組織が財務・非財務情報の必要性に従って生産管理会計シス
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テムを設計するという仮定のもと，仮説を設定する。主要な分析対象と
なる会計システムは工場・事業所における利益計算システムと原価計算
システムである。利益計算システムは，それらがどのような情報量の要
請に応じているのかを検討し，仮説を設定している。ただし，原価計算
システムは，仮説を設定可能なほど先行研究が存在しない点を踏まえて，
仮説を設定せず探索的なアプローチを採用する。 
 

7.1.1. 利益計算システム設計についての仮説 
 利益計算システムの要素としては，そもそもの利益計算の実施につい
てを挙げることが出来る。ここでは，工場・事業所全体での利益計算の
実施の有無，および全体での利益計算を実施している工場・事業所の場
合は工程別利益計算の実施の有無，を決定する要因についての仮説を設
定する。 
 工場や事業所を単位とした利益計算システムは，通常，利益計算をす
るのかしないのか，という 2 種類に分類される。もし，計算結果につい
て工場や事業所の代表者が責任を負っている場合，前者はプロフィット
センター，後者はコストセンターとなる(例えば Atkinson et al.,2004 な
ど)。ただ，工場や事業所の内部の工程や部門単位での利益計算について
も実施の有無を検討する必要がある。上總・澤邉(2005)によれば，工程
や部門の利益計算は「利益連鎖管理(PCM)」の一環として実施される。
そのため，工程別利益計算は工場・事業所全体の利益計算のもとでのみ
実施されているといえる。 
 以上より，利益計算の実施については，次の 3 つのタイプを設定でき
る。つまり，(1)工場・事業所全体の計算をしていない(以下 CC と略す)，
(2)工場・事業所全体の利益計算をしているが，工程別利益計算を実施し
ていない(以下 PC と略す)，(3)工場・事業所全体の利益計算をしており，
工程別利益計算も実施している(以下 MPC と略す)の 3 タイプである。ま
た，PC と MPC に対する必要な情報量は，事業所全体の利益情報，工程
別利益情報とに対応している。そこで，次の H3-1a，H3-1b の 2 つの情
報量の利用度と利益計算の実施タイプの関係についての仮説を設定する。 
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H3-1a：工場・事業所全体の利益情報の活用度合いと，工程別利益
計算を実施せず工場事業所全体の利益計算を実施するタイプの利益
計算システムの採用は正の関係にある。  

 

H3-1b：工程別利益情報の活用度合いと，工程別利益計算システム
の採用は正の関係にある。  

 
 なお，利益計算を実施していないタイプの工場・事業所については，
単純に原価情報の活用度合いと結びつけることが困難なため，仮説を設
定出来ない。というのも，利益計算をしていないからといって，原価情
報を活用しているとは限らず，むしろ非財務情報を活用している場合も
想定出来るからだ。 
 この仮説は，次の分析モデルで検証可能となる。 
 
Pr(CHOICE=CC, PC, MPC) = f(INFO_n (n=1,..., 5), CONTROLS )
        (7.1) 
 
INFO_n：各情報の利用度合い。n=1,…,5 をとり，それぞれ，工程別利

益情報，事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情
報をさす。 

CONTROLS：コントロール変数。具体的には下記の 5 つの変数をさす。 
 ・MM：現代製造戦略 
 ・IS：生産諸部門の個別ショックの度合い 
 ・SIZE：製造に携わる従業員数(自然対数による変換済) 
 ・LISTED：証券取引所へ上場している企業ならば 1 を，さもなくば 0

をとるダミー変数 
 ・LABORINT：労働集約度合いであり，工場・事業所の建物延べ床面

積(平米)当たりの製造に関わる従業員数によって算出  
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図 7.1 (7.1)式の分析 
 

 
 
 
 
 Pr(CHOICE=・)は，(・)内の変数のうち一つが説明変数に応じて選択
されることを示している。(7.1)式は，被説明変数が 3 つの質的変数であ
るため，推定方法は多項ロジットによる。ここで，多項ロジット分析で
は，図 7.1 にあるように，少なくとも 3 つの利益計算システムのタイプ
ごとの選択問題について係数を推定する。つまり，図中のパスの p1 で
は CC ではなく PC が選択されるという分析が(以下これを Choice 
(PC/CC)と表現する)，パスの p2 では PC ではなく MPC が選択されると
いう分析が(以下これを Choice (MPC/PC)と表現する)，パスの p3 では
CC ではなく MPC が選択されるという分析が(以下これを Choice 
(MPC/CC)と表現する)，一回の推定の際にそれぞれ実施されることにな
る。 
 

7.1.2. 原価計算システムの設計：探索的アプローチ 
 利益情報や原価情報の活用度合いは，利益計算システムだけではなく
原価計算システムにも影響すると考えられる。ここでは，原価計算シス
テムの諸要素として，E1.製品原価の範囲，E2.原価計算における予定値
の採用数，E3.原価計算における実際値の採用数，E4. (予定値の採用数)
／(実際値の採用数)で計算される予定・実際比率，E5.総合原価計算か個
別原価計算か，E6.原価標準の設定タイトネス，の 6 つを取り上げる。 
 Gosselin (2007)が示したように近年 ABC のような間接費配賦の問題
が実証的に分析されてきたのに対して，製品原価計算システムの他の要
素が実証的な分析の対象となることはほとんどなかった。だからといっ
て，原価計算システムの設計についての研究は意味がないとは言えない

CC MPC 

PC 

p3 

p1 p2 
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だろう。というのも，情報量の活用度合いがどのように原価計算システ
ムの諸要素に影響を与えるのかを探索することは，実務における生産管
理会計システムの設計に対して有用な研究成果を提供すると考えられる
からである。 
 
＜計算項目数：E1. E2. E3.＞ 
 具体的な分析モデルを示していこう。E1.製品原価の範囲，E2.原価計
算における予定値の採用数，E3.原価計算における実際値の採用数，に
ついては，それぞれの費目がいくつ測定されているのか，という計数デ
ータが被説明変数となる。そのため，次のような分析モデルによって影
響を推定する。 
 
Count(ITEM) = f(INFO_n (n=1,..., 5), CONTROLS )  (7.2) 
 
 なお，(7.2)式の説明変数リストは，(7.1)式と同様のため省略する。被
説明変数の Count(ITEM)は，費目数であり，このモデルでは説明変数に
応じて項目数が決まることを示している。(1)の製品原価の範囲について
の分析の場合，材料費，労務費，外注加工費，消耗品費，水道光熱費，
償却費，工場事務・管理費，保険料，物流費，本社管理費，販売費，金
利の 12 項目のうち何項目が製品原価に含まれているかが Count(ITEM)
となる。また，(2)や(3)の分析の場合，材料単価，材料消費量，賃金率，
作業時間，製造間接費，製品原価，半製品原価の 7 項目のうち予定や実
績が計算されている項目数が Count(ITEM)となる。このように被説明変
数が計数データの場合，ポアソン回帰による推定を実施する70。 
 
＜予定・実際比率：E4.＞ 
 E4.の(予定値の採用数)／(実際値の採用数)で計算される予定・実際比
                                                   
70 「ある事象の生起回数の期待値が一定の期間内(あるいは空間内)であれば，たとえば
ポアッソン分布を仮定することが出来る．この期待値が一定ではなく，期待値に系統的
に影響を与える要因があれば，ポアッソン回帰モデルになる」(蓑谷, 2007, p.815)。こ
こでは，異なる費目についての合計数を「項目の採用」という同一事象の計数データと
仮定している。 
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率については，次のモデルにて推定が可能である。 
 
ITEMRATE = f(INFO_n (n=1,..., 5), CONTROLS )  (7.3) 
 
 ここで，ITEMRATE は(予定値の採用数)／(実際値の採用数)である。
他の変数は(7.1)式と同様のため省略する。このモデルは，通常の OLS
によって推定を行う。 
 
＜原価計算形態：E5.＞ 
 E5.の総合原価計算か個別原価計算かという問題についての分析は，
(7.1)式と同様の多項ロジットによる検証が適している。というのも，総
合原価計算(以下 PCOST と省略する)と個別原価計算(以下 JCOST と省略
する)以外にも，両者を併用するという実務(以下 BCOST と省略する)が
存在するからである。よって，分析モデルは次のようなものになる。 
 
Pr(CHOICE=PCOST, JCOST,BCOST) 
 = f(INFO_n (n=1,..., 5), CONTROLS )    (7.4) 
 
 (7.1)式と同様に，Pr(CHOICE=・)は，(・)内の変数のうち一つが説明
変数に応じて選択されることを示している。(7.4)式も，被説明変数が 3
つの質的変数であるため，推定方法は多項ロジットになる。ここでも，
多項ロジット分析では，図 7.2 にあるように，少なくとも 3 つの利益計
算システムのタイプごとの選択問題について係数を推定する。つまり，
図中のパスの p1 では JCOST ではなく PCOST が選択されるという分析
が(以下これを Choice (PCOST/JCOST)と表現する)，パスの p2 では PC
ではなく MPC が選択されるという分析が (以下これを Choice 
(PCOST/JCOST)と表現する)，パスの p3 では JCOST ではなく BCOST
が選択されるという分析が(以下これを Choice (BCOST/JCOST)と表現
する)，一回の推定の際にそれぞれ実施されることになる。 
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図 7.2 (7.4)式の分析 
 

 
 
 
 
＜原価標準の設定タイトネス：E6.＞ 
 E6.原価標準の設定タイトネスについては，次のようなモデルによっ
て推定可能となるだろう。 
 
Order(TIGHT) = f(INFO_n (n=1,..., 5), CONTROLS )  (7.5) 
 
 (7.5)式の説明変数リストは，(7.1)式と同様のため省略する。被説明変
数の Order(TIGHT)は，標準設定のタイトネスについての順序変数であ
り，このモデルでは説明変数に応じてタイトネスが決まることを示して
いる。タイトネスは，実績平均値，趨勢を加味した実績平均値，現実を
反映した理論数値，理想的な製品原価，という 4 つの変数で順序づけら
れている。なお，この測定尺度は李(1999)および Lee(2000)で用いられ
た尺度である。このように被説明変数が順序変数の場合，通常の OLS で
はなく順序ロジット回帰による推定を実施するのが望ましい。 
 

7.1.3. 記述統計 
 ここまでの分析モデルについて，実際の分析を行う前に，一連の変数
についてまとめて記述統計量を明らかにしておく。なお，分析対象とな
るサンプルは，第 4 章や第 5 章と同様のものである。 
 (7.1)式の被説明変数である，CC，PC，MPC の該当数は次の表通りで
ある。なお，これらは計算の有無についてのみ質問しており，それら計
算結果の責任の所在までは明らかにしていない点に注意が必要だろう。
これは，教科書的で厳密な意味でのコストセンターやプロフィットセン

JCOST BCOST 

PCOST 

p3 

p1 p2 
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ターの概念よりも弱い測定方法となっている。というのも，回答者にと
って比較的曖昧である責任の所在よりも，計算の有無という客観的な事
実のほうが，測定誤差が少ないと判断した上での処理である。 
 また，製品原価の範囲に含める項目数，実績値を計算する項目数，予
定値を計算する項目数，ITEMRATE，TIGHT の各変数のき記述統計量
は表 7.2 のとおりである。なお，TIGHTは順序尺度の変数である。そし 
 

表 7.1 CC, PC, MPC の該当数 
 

 
工場・事業所が 
コストセンター 

工場・事業所が 
プロフィットセンター 

 CC PC MPC 
該当数 15 42 36 

＜欠損値＞ n = 4。工場・事業所がコストセンターで，工程別利益計
算を実施しているサンプルは存在しなかった。 

 
 

表 7.2 変数の記述統計量(3) 
 

 平均値 標準偏差 最小値 第一 
四分位 中央値 第三 

四分位 最大値 

製品原価の範
囲に含める 
項目数 

7.094 2.039 2 6 7 8 11 

実績値を計算
する項目数 4.393 1.908 0 3 5 6 7 

予定値を計算
する項目数 2.619 2.206 0 1 2 4 7 

ITEMRATE 0.655 0.628 0.000 0.1429 0.667 1.000 4.000 
TIGHT 2.485 0.855 1 2 3 3 4 

「製品原価の範囲に含める項目数」については，材料費，労務費，外注加工費，消耗品
費，水道光熱費，償却費，工場事務・管理費，保険料，物流費，本社管理費，販売費，
金利の 12 項目のうち何項目が製品原価に含まれているかで測定。「実績値を計算する項
目数」および「予定値を計算する項目数」は，材料単価，材料消費量，賃金率，作業時
間，製造間接費，製品原価，半製品原価の 7 項目のうち何項目について実績値や予定値
が計算されているかで測定。ITEMRATE は(予定値を計算する項目数)／(実績値を計算す
る項目数)。TIGHT は，1=実績平均値，2=趨勢を加味した実績平均値，3=現実を反映
した理論数値，4=理想的な製品原価，という 4 つの変数で順序づけられている。 
 

 
表 7.3 JCOST, PCOST, BCOST の該当数 

 
 JCOST PCOST BCOST 

該当数 28 35 19 
＜原価計算を実施していない，あるいは欠損値＞ n = 15 
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表 7.4 変数間の相関分析(3) 

 
 <1> <2> <3> <4> <5> 
製品原価に 
含める項目数 <1> ̶     

実績値の計算
項目数 <2> 0.37** ̶    

予定値の計算
項目数 <3> 0.12 -0.09 ̶   

ITEMRATE <4> -0.01 -0.48** 0.65** ̶  
TIGHT <5> 0.05 -0.09 0.16 0.02 ̶ 
INFO_1 <6> 0.08 0.11 0.01 -0.13 0.27** 
INFO_2 <7> -0.08 0.08 -0.04 -0.11 0.07 
INFO_3 <8> 0.30** 0.14 0.00 -0.30** 0.34** 
INFO_4 <9> 0.11 0.25** 0.12 -0.29** 0.11 
INFO_5 <10> 0.20* 0.15 0.03 -0.05 0.17 
MM <11> 0.10 0.06 0.16 -0.02 0.02 
IS <12> 0.07 -0.09 0.04 0.16 0.17 
SIZE <13> 0.18 0.08 0.15 0.02 0.06 
LISTED <14> -0.10 0.14 0.04 -0.15 0.15 
LABORINT <15> -0.09 -0.11 -0.02 0.08 0.05 
 
 
 <6> <7> <8> <9> <10> 
INFO_2 <7> 0.55** ̶    
INFO_3 <8> 0.47** 0.35** ̶   
INFO_4 <9> 0.21* 0.24* 0.30** ̶  
INFO_5 <10> 0.11 0.08 0.26** 0.50** ̶ 
MM <11> -0.02 -0.09 0.25** 0.21* 0.32** 
IS <12> -0.07 -0.16 -0.18 -0.38** -0.35** 
SIZE <13> -0.06 -0.25** 0.13 0.05 0.07 
LISTED <14> -0.03 -0.16 0.04 0.11 0.14 
LABORINT <15> 0.03 -0.19 -0.11 -0.04 -0.11 
 
 
 <11> <12> <13> <14> 

IS <12> -0.36** ̶   
SIZE <13> 0.09 0.09 ̶  
LISTED <14> 0.06 -0.06 0.32** ̶ 
LABORINT <15> -0.06 0.11 0.27** -0.02 
**, p<0.5; *, p<0.1。ITEMRATE は(予定値を計算する項目数)／(実績値を計算する項目
数)。TIGHT は，1=実績平均値，2=趨勢を加味した実績平均値，3=現実を反映した理
論数値，4=理想的な製品原価，という 4 つの変数で順序づけられている順序尺度なので
相関分析結果の解釈は注意が必要である。INFO_1 から INFO_5 までは，ぞれぞれ，工
程別利益情報，事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報を指し，1-7 の
7 点リカートスケールで測定。INFO_1 から INFO_5 までの記述統計量は，すでに表
5.2 に示してあるため省略している。 
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て，(7.4)式における JCOST，PCOST，BCOST の該当数は，表 7.3 のと
おりである。なお，それぞれの項目の詳細は，第３章で既に示してもあ
る。製品原価の範囲については，図 3.1 に項目ごとの該当サンプル数が
示されている。実績値および予定値の項目ごとの該当サンプル数につい
ては，図 3.2 に示されている。TIGHT の各順位の産業別の該当サンプル
数は表 3.8 に示されている。 
 これら，第 7 章で分析される順序尺度以上の一連の変数について，相
関分析を行った結果は，表 7.4 のようになった。 
 

7.2  仮説の検証および探索的分析の結果 
 本節では，前節で示された仮説および探索的分析のためのモデルにつ
いて経験的に検証する。まずは，利益計算システムの実施タイプについ
ての選択問題を分析する。続いて，原価計算システムの諸要素について
の探索的な分析を実施する。 
 

7.2.1. 利益計算システムについての仮説検証 
 利益計算システムについての仮説 H3-1a および H3-1b を検証するた
め，(7.1)式を多項ロジットによって推定した。推定結果は，次の表 7.5
の通りである。 
 被説明変数が Choice(MPC/・)のとき，いずれも INFO_1 の係数が正
で有意であることから，工程別利益情報の利用度合いは，明らかに MPC
の選択に影響がある。よって H3-1a は支持された。また，被説明変数が
Choice(PC/CC)と Choice(MPC/PC)のとき，INFO_2 の係数が正，負で
それぞれ有意であることから，事業所全体の利益情報の利用度合いは，
明らかに PC の選択に影響する。よって H3-1b は支持された。そして，
仮説検証とははずれるが，PC や MPC のような利益計算の実施の有無に
ついては，一貫して，SIZE が正の影響を，LISTED が負の影響を与える
ことが示された。 
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表 7.5 推定結果 (H3-1a，H3-1b) 

 
 Choice(PC/CC) Choice(MPC/PC) Choice(MPC/CC) 
 係数 z 値 係数 z 値 係数 z 値 
INFO_1 0.242  0.67 0.916  2.93*** 1.158  2.82*** 
INFO_2 0.668  2.10** -0.619  -2.08** 0.048  0.15 
INFO_3 -0.467  -1.14 -0.113  -0.39 -0.580  -1.40 
INFO_4 0.695  1.65* -0.246  -0.84 0.449  1.09 
INFO_5 -1.578  -1.70* 0.260  0.56 -1.318  -1.41 
MM -0.479  -0.69 0.170  0.52 -0.310  -0.44 
IS -0.374  -0.60 0.343  1.01 -0.031  -0.05 
SIZE 1.358  2.37** 0.097  0.31 1.455  2.46** 
LISTED -3.062  -2.18** -0.632  -0.85 -3.694  -2.49** 
LABORINT -32.350  -0.96 -23.627  -1.11 -55.977  -1.64 
(定数項) 1.390  0.24 -1.216  -0.47 0.174  0.03 
対数尤度 -55.175 
pseud R2 0.284 
推定方法は多項ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。被説明変数は，
Choice(PC/CC)は CC から PC が選択されることを，Choice(MPC/PC)は PC から MPC
が選択されることを，Choice(MPC /CC)は CC から MPC が選択されることを，それぞ
れ示す。INFO_1 から INFO_5 までは，ぞれぞれ，工程別利益情報，事業所全体の利益
情報，原価情報，能率情報，品質情報を指す。pseud R2 は多項ロジット回帰における
擬似的決定係数。 
 
 

7.2.2. 原価計算システムについての探索的分析 
 利益計算システムの仮説検証に続いて，ここでは原価計算システムの
諸要素についての探索的分析を実施する。 
 製品原価に含まれる項目数，実績値の計算項目数，予定値の計算項目
数をそれぞれ被説明変数とする(7.2)式の推定結果は，まとめて表 7.6 に
示してある。これらはポアソン回帰による推定である。また，実績値の
計算項目数と予定値の計算項目数の比率である ITMERATE を被説明変
数とする(7.3)式の推定結果は，表 7.7 に示してある。これは OLS によ
る推定である。そして，JCOST，PCOST，BCOST という 3 つの原価計
算システムの形態を被説明変数とする(7.4)式の推定結果は，表 7.8 に示
してある。これは多項ロジット回帰による推定である。最後に，標準設
定のタイトネスである TIHGT を被説明変数とする(7.5)式の推定結果は，
表 7.9 に示してある。これは順序ロジット回帰による推定である。 
 (7.2)式の推定結果から，E1.について以下の点が示された。製品原価 
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表 7.6 推定結果 (E1. E2. E3.についての探索的分析) 

 
 製品原価に含める 

項目数 
実績値の 
計算項目数 

予定値の 
計算項目数 

 係数 z 値 係数 z 値 係数 z 値 
INFO_1 0.014  0.51  0.013  0.36  0.051  1.02  
INFO_2 -0.019  -0.60  -0.009  -0.20  -0.080  -1.16  
INFO_3 0.029  0.71  0.019  0.36  -0.020  -0.38  
INFO_4 0.002  0.04  0.082  1.42  0.122  1.68  
INFO_5 0.072  0.99  -0.037  -0.39  -0.015  -0.12  
MM 0.003  0.05  0.031  0.43  0.265  2.77***  
IS 0.047  0.88  0.028  0.40  0.187  2.11**  
SIZE 0.087  1.78*  0.005  0.08  -0.006  -0.070  
LISTED -0.142  -1.32  0.067  0.48  0.153  0.87  
LABORINT -5.569  -1.74*  -1.216  -0.30  -0.705  -0.140  
(定数項) 1.043  2.19**  1.041  1.74*  0.574  0.72  
対数尤度 -149.778 -144.245 -142.924 
pseud R2 0.036 0.016 0.051 
推定方法はポアソン回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。ここでは，「製品原価に含
まれる項目数」，「実績値の計算項目数」，「予定値の計算項目数」の 3 つの被説明変数に
ついてまとめて記載している。INFO_1 から INFO_5 までは，ぞれぞれ，工程別利益情
報，事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報を指す。pseud R2 はポア
ソン回帰における擬似的決定係数。 
 

 
 

表 7.7 推定結果 (E4.についての探索的分析)  
 

 ITEMRATE 
 係数 t 値 
INFO_1 0.035  0.71 
INFO_2 0.024  0.44 
INFO_3 -0.166  -2.44** 
INFO_4 -0.149  -2.15** 
INFO_5 0.216  1.86* 
MM 0.084  0.89 
IS 0.088  0.91 
SIZE 0.010  0.12 
LISTED -0.152  -0.79 
LABORINT -0.108  -0.02 
(定数項) 0.750  1.00 
R2 0.217 

adj_R2 0.077 
推定方法は OLS。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。ITEMRATE
は(予定値を計算する項目数)／ (実績値を計算する項目数)。
INFO_1 から INFO_5 までは，ぞれぞれ，工程別利益情報，事業
所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報を指す。R2 は
決定係数，adj_R2 は自由度調整済み決定係数。 
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表 7.8 推定結果 (E5.についての探索的分析) 

 
 Choice(PCOST/ 

JCOST) 
Choice(BCOST/ 

JCOST) 
Choice(BCOST/ 
PCOST) 

 係数 z 値 係数 z 値 係数 z 値 
INFO_1 -0.053  0.26 0.116  0.54 0.170  0.76 
INFO_2 0.541  1.93* 0.199  0.75 -0.342  -1.07 
INFO_3 0.064  0.21 0.036  0.12 -0.028  -0.08 
INFO_4 0.167  0.51 -0.004  -0.01 -0.171  -0.50 
INFO_5 -0.273  -0.52 -0.110  -0.23 0.163  0.30 
MM -0.341  -0.88 0.391  0.98 0.732  1.75* 
IS 0.443  1.12 0.516  1.33 0.073  0.18 
SIZE 0.533  1.37 -0.132  -0.36 -0.665  -1.54 
LISTED -0.759  -0.99 -0.857  -1.13 -0.098  -0.11 
LABORINT 9.291  0.48 -32.784  -1.11 -42.075  -1.40 
(定数項) -5.089  -1.52 -0.094  -0.03 4.996  1.45 
対数尤度 -62.325 
pseud R2 0.151 
推定方法は多項ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。被説明変数は，
Choice(JCOST/PCOST)は PCOST から JCOST が選択されることを，Choice(BCOST/ 
JCOST)は BCOST から JCOST が選択されることを，Choice(BCOST/PCOST)は
PCOST から BCOST が選択されることを，それぞれ示す。INFO_1 から INFO_5 までは，
ぞれぞれ，工程別利益情報，事業所全体の利益情報，原価情報，能率情報，品質情報を
指す。pseud R2 は多項ロジット回帰における擬似的決定係数。 

 
 

表 7.9 推定結果 (E6.についての探索的分析)  
 

 TIGHT 
 係数 z 値 
INFO_1 0.149  0.88 
INFO_2 -0.023  -0.11 
INFO_3 0.440  1.89* 
INFO_4 0.081  0.35 
INFO_5 0.154  0.36 
MM 0.027  0.09 
IS 0.552  1.53 
SIZE -0.038  -0.13 
LISTED 0.404  0.65 
LABORINT 5.200  0.31 
対数尤度 -58.127 
pseud_R2 0.106 

推定方法は順序ロジット回帰。***, p<0.01; **, p<0.5; *, p<0.1。
TIGHT は 1=実績平均値，2=趨勢を加味した実績平均値，3=
現実を反映した理論数値，4=理想的な製品原価，という 4 つ
の変数で順序づけられている順序尺度。INFO_1 から INFO_5
までは，ぞれぞれ，工程別利益情報，事業所全体の利益情報，
原価情報，能率情報，品質情報を指す。pseud R2 は順序ロジ
ット回帰における擬似的決定係数。 
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に含まれる項目数と，工場・事業所で用いられる情報量について，統計
的に有意な関係を持っているかどうかは明らかとならなかった。ただし，
10%の有意水準にまで議論を拡大すれば，製品原価に含まれる項目数に
ついて，SIZE が正の影響を，LABORINT が負の影響を与えることが示
されてもいる。 
 また，E2.の実績値の計算項目数についても，工場・事業所で用いら
れる情報量とは統計的に有意な関係を持っているかどうかは，明らかと
はならなかった。 
 そして，E3.の予定値の計算項目数についても，上記 2 つと同様に，
工場・事業所で用いられる情報量との統計的に有意な関係については，
明らかとならなかった。ただし，現代製造戦略の度合いである MM や個
別ショックの度合いである IS は，5%の有意水準で正に影響しているこ
とが明らかとなった。これは，生産システムが現代化している状況や，
工程間の不確実性についての相互依存関係が低い状況では，原価計算に
おいて予定値が多く採用されている，ということである。 
 E2.や E3.の分析結果がそれほど統計的に有意にならなかったことに対
して，E4.の分析結果は 5%の有意水準で原価情報と能率情報といった情
報量の利用が負で有意となった。これは，原価情報や能率情報が活用さ
れる場合，予定値に対する実績値の計算項目が増加することを意味して
いる。原価情報や能率情報にもとづいて管理を行う上で，実績値計算の
重要性が上昇するためだと考えられる。逆にまた，これらの情報が活用
されるないときには，わざわざ実績値を計算することはせず，予定値の
計算のみで原価計算が設計されている可能性も示唆されている。 
 E5.の分析結果より，総合原価計算と個別原価計算と情報量活用の関
係について，統計的にはほとんど何も明らかにされなかった。ただし，
有意水準を 10%まで拡大した場合，総合原価計算の採用は，事業所全体
の利益情報の活用と正の関係にあることが示された。これは，事業所単
位の期間損益計算のためには，特定の期間ごとに原価を計算する総合原
価計算の適合性が高いことを示唆しているかもしれない。 
 E6.の分析結果もそれぞれの情報量の活用度合いが標準設定のタイト
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ネスに影響するのかを，統計的には明らかに出来なかった。ただし，こ
こまでの議論と同様に有意水準を 10%まで拡大すれば，原価情報の活用
度合いと標準設定のタイトネスは正の関係にあるといえる。これは，効
果的に原価情報を管理目的に使用するためには，より厳密な原価標準の
設定が要請されていることを示唆している。 
 

7.3  小括：分析結果についての議論 
 本章においては，工程別利益情報，事業所全体の利益情報，原価情報，
能率情報，品質情報の活用度合いが，どのように生産管理会計システム
の設計に影響するのかについて，仮説検証や探索的な分析を通じて明ら
かにしてきた。ここでは，各情報についての研究成果を要約し，本章全
体の貢献を明らかにする。なお，ここでの議論は 5%の有意水準を基準
にしている。 
 工程別利益情報は，H3-1a の検証を通じて，実際の工程別利益計算の
実施に影響することが明らかにされた。また，同様に事業所全体の利益
情報の利用は，H3-1b の検証を通じて，実際の事業所単位の利益計算の
実施に影響することが明らかにされた。また，これら利益情報の活用度
合いは，原価計算システムへ影響することはほとんどないといえる。 
 原価情報や能率情報の活用は，E.4 についての探索的な分析を通じて，
実績値の計算項目数に対する予定値の計算項目数の比率に影響すること
が明らかとなった。これは，原価情報や能率情報を重視する上では，差
異分析のように両者を計算する必要が相対的に高いことに対して，これ
ら情報を重視しないときには，予定値のみの計算で原価計算を実施する
ことを示唆している。 
 品質情報の活用は，生産管理会計システムの設計について，それほど
体系的な影響を与えることはほとんどないといえる。 
 以上が本章における研究成果のようやくである。では，これら研究成
果にはどのような貢献があったといえるだろうか。ここでは，次の 2 点
の貢献を指摘する。 
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 1 点目の貢献は，情報量の選択だけではなく生産管理会計システムの
選択にまで踏み込んだ，数少ない研究としての価値である。財務会計に
おける会計方針と異なり，管理会計システムの選択は制度的な制約がな
いために非常に自由度が高いものであるといえる。だからといって，こ
れらの選択問題の分析は全く不可能ではないということを，本章の分析
は主張しているだろう。もちろん，情報処理パラダイムのように，必要
な情報量を処理するために会計システムが設計されるという仮定は，現
実の会計システム選択を検証する上で，強すぎる仮定かもしれない。そ
れでも利益計算システムだけでなく，原価計算システムの要素が情報量
の活用に影響される可能性を統計的に明らかにした点は，今後の管理会
計研究への示唆に富むものである。 
 2 点目の貢献は，工程別利益情報と事業所全体の利益情報の弁別性が
明らかになった点である。言い換えると，工程別利益情報にはそれ自体
で固有の情報内容があり，また，その情報は固有の管理会計システムの
設計を必要とすることが示唆されたといえる。この点は，特に表 7.5 の
Choice (MPC/PC)の分析における工程別利益情報の係数が正で，かつ，
事業所全体の利益情報の係数が負で有意になっていたことから明らかで
ある。工程別利益計算を実施する工場・事業所では，全てのサンプルに
おいて事業所全体の利益計算も実施されていた点を踏まえれば，工程別
利益情報と事業所全体の利益情報は，同じ利益情報とはいえ補完的とい
うよりは代替的な利用実態があるのかもしれない。 
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第８章  結 論 
 
 本章は，ここまでの議論を総括し，本論文全体の貢献と限界，そして，
インプリケーションや今後の研究の方向性を示す。 
 そもそも，本論文の研究目的は，生産という文脈におけるさまざまな
マネジメントコントロールシステムのもとで選択される財務・非財務情
報の選択基準を実証的に示すことであった。第 2 章の先行研究のレビュ
ーを通じて，特に工程別利益情報を含めた情報選択の分析が必要である
点を指摘した。第 3 章では，この問題を解くための方法論的立場を明示
し，サンプルの概要を明らかにした。 
 第 4 章以降は，研究課題の解決のための分析を実施している。第 4 章
では，比較制度分析におけるコーディネーションの理論が，本論文の研
究課題を解決する可能性があることを示し，情報量選択についての研究
仮説を設定した。続く，第 5 章ではこれら仮説の検証を実施した。また，
第 6 章では，相対的な情報量選択について，おもにエイジェンシー理論
をもとに設定した仮説の検証を行った。第 7 章では，選択された情報量
をもとにどのように会計システムが設計されるのかについての仮説検証
や探索的な分析を実施した。 
 このように展開したここまでの議論によって，本論文ではどのような
発見事実を得ることが出来たのだろうか。まずは，8.1 節において発見
事実を要約する。8.2 節では，それら発見事実がもたらす研究の貢献と
今後の課題を整理する。8.3 節では，実践的なインプリケーションを示
した上で，さらなる研究の展望を示す。 
 

8.1  本論文の発見事実の要約 
 本論文では，基本的には理論仮説の導出と，その仮説の経験的検証を
通じて，研究課題の解決を目指してきた。ここで，研究課題は，生産と
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いう文脈における会計情報選択を説明することであった。もちろん，仮
説については支持されたものも支持されなかったものもある。そこで，
以下では，理論的に導出された仮説のうち支持された 6 項目について，
発見事実としてまとめておく。 
 
発見事実. 1 
工場・事業所の現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの
程度が高いとき，工程別利益情報の活用度合いが高まる。 

 
発見事実. 2 
工場・事業所の現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの
程度が高いとき，利益情報の活用度合いが高まる。 

 
発見事実. 3 
工場・事業所の現代製造戦略の程度が高く，かつ，個別ショックの
程度が高いとき，財務情報の活用度合いが高まる。 

 
発見事実. 4 
工場・事業所の現代製造戦略の程度が高いとき，品質情報の活用度
合いが高まる。 

 
発見事実. 5 
工場・事業所において，工程別利益情報の活用度合いが高く，かつ，
工場・事業所全体の利益情報の活用度合いが低いときは，工程別利
益計算システムが採用される。 

 
発見事実. 6 
工場・事業所において，工場・事業所全体の利益情報の活用度合い
が高く，かつ，工程別利益情報の活用度合いが低いとき，工場・事
業所全体の利益計算システムが採用される。 
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 ここで，現代製造戦略とは，チーム的な生産や綿密なコミュニケーシ
ョンに特徴づけられ，伝統的な大量生産システムに対して登場した，現
代の生産システムである。個別ショックとは，ある工程内で発生した生
産の効率に影響を与える不確実な事象が比較的他の工程に及びにくい状
況を指す。具体的には，正の事象としては生産イノベーションなどの改
善が，負の事象としては事故による作業停止などがある。また，相互依
存性とは，生産の効率に影響を与える不確実な事象が，比較的他の工程
に及びやすい状況を指す。そして，多能工とは，現代の生産システムに
おいて特徴づけられる，複数の課業を受け持つ作業員を指す。 
 発見事実のうち研究目的に関連して重要な点は，部門別の利益情報が，
個別ショックが強いという限定付きながら，現代の生産システムにおい
て積極的に採用されているという点である。伝統的な原価情報と非財務
情報という対立軸では明らかにすることができなかった，工程別利益情
報という新しい生産管理会計情報の利用実態とその規定要因を示した点
こそは，本論文の最も重要な発見事実であるといえる。 
 

8.2  本論文の貢献と限界 
 個別の分析結果がどのような研究上の貢献をもたらすのかについては，
すでに各章末において小括という形式で述べてきた。そこで，ここでは
本論文全体を通じての研究上の貢献を次の 3 点に総括する。 
 1 点目の貢献は，工程別利益情報の利用実態とその規定要因を明らか
にしたことである。クーパーによる MPC の概念化以降，MPC について
の多くのケーススタディが蓄積した。だが本論文は，ケース研究とは異
なる立場から，それら MPC 採用の規定要因について，情報選択の分析
と会計システム選択の分析という 2 段階の分析を通じて，理論的な基礎
付けを実施したものといえる。このような分析は，MPC のように工程別
利益情報を活用する事例だけではなく，それら情報を活用しない事例を
も含めたサンプルによる分析を実施しなくては検証出来ないものでもあ
る。その点で，本論文の研究成果は既存の MPC 研究の系譜に新しい知
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見を加えたものと位置づけることが出来るだろう。 
 2 点目の貢献は，財務・非財務といった情報量の選択問題だけではな
く，それらを踏まえた上で会計システム選択の問題にまで踏み込んだ分
析を実施した点である。レレバンスロストが指摘されてからは，工場・
事業所単位や工程別単位の利益計算はもとより，原価計算システムその
ものを扱った分析が希少になっている。とはいえ，本研究の発見事実や
探索的分析の結果は，いまだにこれら生産管理会計の諸要素について研
究すべき内容が残されている，ということを示した。この点は，情報量
の選択問題だけではなく，より実践的な管理会計システム選択の分析が
有用であることを示唆してもいる。 
 3 点目の貢献は，管理会計研究において新しい説明理論を導入した点
である。業績指標の比重について支配的な説明理論であるエイジェンシ
ー理論に対して，比較制度分析にもとづくコーディネーション理論が説
明理論としての有用性を持っていることを明らかに出来た。さらには，
コーディネーション理論が，エイジェンシー理論が説明力を持たない文
脈において代替的な説明力を有している可能性も示唆されている。これ
ら検証結果は，現在までエイジェンシー理論をもとに検証された種々の
業績評価研究の研究対象を拡大することを可能とするし，コーディネー
ション理論のような異なる理論が説明力を持つものが拡大された研究対
象の中に含まれる可能性を示唆しているのである。 
 このような研究の貢献の一方で，本論文にはいくつかの限界がある。
これら限界は分析結果の持つ一般化可能性を制約するものであるため，
注意が必要だろう。一般化可能性を制約すると考えられる限界は，次の
3 点である。 
 1 点目は，利益情報の内容である。表 3.11 に示されているように，工
程別の利益計算システムを採用している工場・事業所の半数弱が，振替
価格に実際原価を採用している，という実態がある。これは，例えば実
績値としての実際原価の改善額を計算擬制的に「利益」と表現している
ものかもしれない。このようなサンプルを含んだ上での工程別利益情報
の利用を分析している点は，本論文全体の研究成果について，その一般
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化を制約するものとなる。 
 2 点目は，構成尺度の問題である。第 5 章の分析に対して，第 6 章の
分析に用いられた構成尺度は，その頑健性を因子分析で確認出来なかっ
たばかりか，クロンバックのαも低い値となっている。これは，第 5 章
の結果の一般化可能性に疑義を生じさせるだけでなく，エイジェンシー
理論が，比較制度分析におけるコーディネーション理論と代替的な説明
理論なのかどうかの判断にも影響してしまうだろう。 
 3 点目は，サンプルの問題である。サンプル数そのものが少数である
点については，発見事実がこのような少数サンプルでありながら有意と
なっている点からも，それほど問題はないだろう。ただし，これらサン
プルが尼崎市，西宮市，芦屋市，神戸市，明石市の工場・事業所を代表
している点には注意が必要だろう。つまり，非回答バイアスの検定結果
から，発見事実はこれら地域の工場・事業所の状態をよく代表している
とえるのだが，これら地域が必ずしも全ての工場・事業所をよく代表し
ているとはいえない。より端的に言えば，阪神工業地区という地域性に
ついては，分析において統制されてはいないのである。発見事実に，こ
れら地域性が体系的に影響するとは考えにくいが，それでも研究成果の
一般化の度合いには影響を与える可能性がある点を指摘しておく必要が
ある。 
 

8.3  実践的インプリケーションと今後の 
     研究の展望 
 
 本節では，本論文の結びとして，本論文による研究貢献とその限界を
踏まえた上で，実践的なインプリケーションと今後の研究の展望を明ら
かにする。 
 実践的なインプリケーションは，生産システムにおいて，管理目的の
ための最適な情報などは存在せず，これらは多様な要因によって規定さ
れる点を明らかにした点にある。本論文で「ショック」と呼んだ工程間
の不確実性についての相互依存関係や，現代製造戦略の度合いのような
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要因は，生産管理会計システムの設計に体系的な影響を与える。生産管
理者，あるいは生産管理会計システムの設計者が，自工場・事業所の生
産管理会計システムを内省するとき，これら要因との適合関係を考察す
ることには十分に意義がある。 
 続いて，今後の研究の展望を示す。具体的な研究の方向性としては，
少なくとも次の 2 つの方向性が考えられる。それらは，研究対象のさら
なる深化と，理論の適用範囲の拡充である。 
 1 点目の「研究対象のさらなる深化」とは，生産管理会計の実証的分
析は，まだまだ未成熟な研究分野であるということに関連している。利
益計算システムだけではなく，原価計算システムについても今後の一層
の研究の進展は実りある成果をもたらすだろう。例えば，本論文では探
索的にしか扱えなかった原価計算システムの設計原理を明らかにする研
究が必要である。「どのような要因に影響されて，総合原価計算，個別原
価計算，両者の併用という原価計算形態を工場・事業所は選択するのだ
ろうか」というような問題は，教科書的な解説に対しての実証的な証拠
が不足していると言わざるを得ない。本論文ではこれら分析の端緒を開
いたのかもしれないが，残念ながらこの点については満足な研究成果を
出すことが出来ていない。生産管理会計における利益計算・原価計算シ
ステムの問題は，情報処理パラダイム的立場の再検討を含めて，今後の
より一層の研究を進展する必要がある研究対象である。 
 2 点目の「理論の適用範囲の拡充」とは，比較制度分析におけるコー
ディネーション理論を用いて，他の管理会計システムの分析を実施して
いくという方向性である。本論文で明らかにしたように，この理論は情
報選択について一定の説明力を持っているだけでなく，既存のエイジェ
ンシー理論にもとづく研究が説明出来なかったような研究対象に対して
新しい理論的な根拠を提供可能といえる。本論文の研究対象とはならな
かった予算管理や分権的組織の業績評価，振替価格問題，あるいは組織
間管理会計などを対象としたとき，特に情報選択の理論的根拠としてこ
の理論は有効であり，より一層の知見をもたらすことが期待出来るだろ
う。
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付録 A  質問票 
 ここでは送付した質問票を記載する(1 頁のみ一部改変有り)。ただし，

Excel バージョンについては質問項目が同様のため省略し，ここでは質問紙

のみ記載する。 

- 1 -

貴社名 貴工場・事業所
名

記入者氏名 記入者役職

貴工場・事業所
住所

貴工場・事業所
電話番号 ( Tel )                                               ( Fax )

E - MAIL

わが国製造業における工場会計システムの現状と課題
についてのアンケート調査

■　ご回答にあたって
(1) 本調査票は，工場の経理担当責任者あるいは工場長など，貴工場・事業所における会計シ

ステムに詳しい方にご回答願います。
(2) 回答は本質問票か同封のCD-R内のExcelファイルのいずれかにご回答願います。
(3) ご回答に際して，判断を要する質問が有るかもしれませんが，理想ではなく，貴工場・事

業所の実情，および実情に対する判断でお答えください。
(4) 本調査の回答結果については統計的な処理を行います。そのため，貴工場・事業所のご回

答を個別に公表することはございません。
(5) 本調査についての疑問点などご不明な点がございましたら，下記連絡先までご連絡願いま

す。

■　ご返送上のお願い
(1) ご記入いただいた本調査票は同封の封筒にてご返送ください。切手の必要はございませ

ん。Excelファイルに回答をした場合は，調査連絡先宛にE-mailにて送付願います。

(2) ご記入済みの質問票は，恐れ入りますが，平成２０年２月２９日（金）までに
ご返送いただきますようよろしくお願いいたします。

【調査関係連絡先】新井康平（神戸大学大学院経営学研究科博士課程後期課程加登豊研究室）

送付先住所：■■■-■■■  ■■■■■■■■■■■■

（※実際の質問票は神戸大学内の住所を記載。また，携帯電話番号とkobe-uドメインの

　　メールアドレスも記載。）

博士論文作成用調査
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【調査関係連絡先】新井康平（神戸大学大学院経営学研究科博士課程後期課程加登豊研究室）

送付先住所：657ー8501　兵庫県神戸市灘区六甲台町２-１　神戸大学大学院経営学研究科
　　　　　　　　　　　　  加登豊研究室　新井康平　　

携帯：090-6162-2149，e-mail：044b001b@stu.kobe-u.ac.jp

問１　回答時点での貴工場・事業所の現状について，お答え出来る範囲内で，お答えください。選択形
式の質問は□の中に√をいれて選択してください。
日中の工場敷地内の総従業員の平均数　　　　　
（他社の従業員を含む）

（　　　　　　　　）人

上記の総従業員数のうち
製造活動に従事する人数

（　　　　　　　）人 上記の総従業員数のうち
自社のパート・期間工

（　　　　　　　）人

上記の総従業員数のうち
他社から派遣された人数

（　　　　　　　）人 上記の総従業員数のうち
外国人労働者数

（　　　　　　　）人

通常の工場勤務体系 □ 日勤（昼勤）のみ　□ 日勤・夜勤の二交代　□ その他（　　　）交代制

工場・事業所の年額出荷
額（生産額）

（　　　　　　　　）千円　　　　　□ わからない　□ 答えられない

工場・事業所の年額利益
額

（　　　　　　　　）千円　　　　　□ わからない　□ 答えられない

工場の総資産額　　　
（直近決算時点で）

（　　　　　　　　）千円　　　　　□ わからない　□ 答えられない

工場の建物のべ床面積 （　　　　　　　　）平方メートル　□ わからない　□ 答えられない

工場・事業所の現在の住
所への竣工年

 西暦（　　　　　　　　）年　　　  □ わからない

導入済みのISO（当ては
まるものを全て選択）

□ ISO9000シリーズ　□ ISO14000シリーズ　　　　　　　　　　　　　　
□ その他ISO（ISO　　　　　　）

問２　貴工場・事業所の最高責任者（以下，責任者）についてお聞きいたします。 お答え出来る範囲内
で，お答えください。選択形式の質問は□の中に√をいれて選択してください。

責任者役職 □ 社長　□ 工場長　□ 事業所長　□ 事業本部長　□ 事業部長　　　　　　　
□ その他（　　　　　　　　　　　）

責任者の会計責任範囲 □ 原価責任　□ 出荷額責任　□ 利益責任　□その他（　　　　　　　）

責任者年齢 （　　　　　　）歳 現在の責任者在任期間 （　　　　　　）月

平均的な責任者の　　　
在任期間

（　　　　　　）月　□ わからない

責任者の以前の所属先　　　　
（一つ選択）

□ 工場内管理部門　　□ 工場内製造部門　　　　□ 他工場の管理部門　　　　　　　
□ 他工場の製造部門　□ （工場外の）本社部門　□ 親会社　　□ 子会社　　　
□ 関連会社　　　　　□ その他（　　　　　　　　　　　）

責任者の経験した職種
（当てはまるものを全て
選択）

□ 製造　□ 開発　□ 営業　□ 購買　□ 生産管理　□ 品質管理・保証　　　
□ 経理・財務　□ 人事　□ 総務　□ 広報　□ 法務　□ 経営企画　　　　　
□ 海外事業所　□ その他（　　　　　　　　　　　）

問３　貴工場・事業所は以下のいずれの業種に該当しますか。最も近いものを一つだけ選び□の中に√
をいれて選択してください。

□ 食品・たばこ　　□ 繊維・衣服　　　　□ 金属製品　　　　　□ 一般機械　　　　　□ パルプ・紙　
□ 化学　　　　　　□ 医薬品　　　　　　□ ゴム製品　　　　　□ ガラス・土石製品　□ 鉄鋼　　　　
□ 非鉄金属　　　　□ 電気機器　　　　　□ 輸送用機械　　　　□ 精密機器 　　　　　　　　　　　　
□その他（　　　　　　　　　　　　　　）
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問４　貴工場・事業所で採用している原価計算の仕組みについてお答え下さい。 選択形式の質問は□の
中に√をいれて選択してください。

原価計算の実施の有無
□ 原価計算を実施していない →（次の問５へお進みください）　　　　　　　　　　　　 
□ 不定期に原価調査を実行している　　　　　　　　　　　　　　　　 
□ 経常的に原価計算を実施している  

　以下の質問は，原価計算を「実施している」とお答えいただいた方のみお答え下さい。　　　　　　　　 　
原価計算の利用目的をお答え下さい。それぞれの項目ごとに「全く重要な利用目的ではない (1)」から
「非常に重要な利用目的である (7)」のいずれかの数字を○で囲んでください。

全く重要な　　                                               非常に重要な  わから
利用目的ではない　　　　　　　　　　　　　  利用目的である   ない

税金の計算 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
財務諸表の作成 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
本社・事業本部などへの報告 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
棚卸資産価格の算定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
予算編成（予算の作成） 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
予算統制（予算と実績の比較） 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
販売価格の交渉 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
販売価格の決定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
内部振替価格の交渉 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
内部振替価格の決定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
原価管理 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
差異分析 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
品質管理 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
在庫管理 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
納期管理 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
作業員の管理 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
作業管理者の管理 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
経営意思決定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
設備投資の意思決定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
自製か外注の意思決定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
製品ミックスの意思決定 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
製品開発への活用（原価企画） 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
その他 ① （内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

重要度：１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7       
その他 ② （内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

重要度：１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7       
その他 ③ （内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

重要度：１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7       
その他 ④ （内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

重要度：１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7       

問４は次ページに続きます
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　（問４の続きです）引き続き原価計算を実施している工場・事業所の担当者の方にご回答願います。
原価計算を担当する部門名（部
や課，係まで含めてお答え願い
ます）とその人数

部門名（　　　　　　　　　　　）　　　　部門の人数（　　　　）人　　　　
そのうち，原価計算業務に関わる人数（　　　　）人

原価計算の対象となる製品種類 （　　　　　　　　）種類　　□ 答えたくない　□ わからない

原価計算の形態
□ 製品を一定単位生産するたびに原価を計算する（個別原価計算）　　　
□ 一定期間ごとに製品原価を計算する（総合原価計算）　　　　　　　　
□ 両者を併用している　　　　□ わからない

原価計算の期間（一つ選択） □ 日次　□ 週次　□ 月次　□ 四半期　□ それ以上の間隔で実施　　　　　　　　
□ 不定期 

　以下の質問では，当てはまる全ての選択肢の□に√を入れて答えてください。

製品原価の範囲に含める費目
（当てはまるものを全て選択）

□ 材料費  　□ 労務費　  □ 償却費 　 □ 外注加工費　　□ 保険料　　　　　　　
□ 備品・消耗品費　 □ 水道光熱費　   □ 工場事務・管理費　　　　　
□ 本社管理費　□ 販売費　□ 物流費　□ 金利　　　　　　　　　　　
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

製品原価の算定において実績値
を計算している費目（当てはま
るものを全て選択）

□ 賃金率　□ 作業時間　□ 材料消費量　□ 材料単価　　　　　　　　
□ 製造間接費　□ 製品原価　□ 半製品原価

原価計算において予定値（標準
値）を採用している費目（当て
はまるものを全て選択）

□ 賃金率　□ 作業時間　□ 材料消費量　□ 材料単価　　　　　　　　
□ 製造間接費　□ 製品原価　□ 半製品原価

計算期間中の期中統制のための
原価情報の報告相手（当てはま
るものを全て選択）

□ 本社　□ 事業本部・事業部　□ 工場長　□ 職長など工程管理者　　
□ 現場の作業員 □ 原価管理部門 □ 生産管理部門　□ 品質管理部門　　　　　　　　
□ 親会社　□ 取引先

通常時の差異分析結果の報告相
手（当てはまるものを全て選
択）

□ 本社　□ 事業本部・事業部　□ 工場長　□ 職長など工程管理者　　
□ 現場の作業員 □ 原価管理部門 □ 生産管理部門　□ 品質管理部門　　　　　　　　
□ 親会社　□ 取引先

　以下の質問では，もっとも当てはまる選択肢をひとつ選択して，□に√を入れて答えてください。
予定と実績の差を計算する差異
計算の実施の間隔（一つ選択）

□ 日次　□ 週次　□ 月次　□ それ以上の間隔で実施　　　　　　　　
□ 実施していない

製品原価の標準・予定原価の算
定の厳格性について最も当ては
まるもの（一つ選択）

□ 理想的な製品原価　□ 現実を反映した理論数値　□ 趨勢を加味した
実績の平均値　□ 実績平均値　□ 標準原価を計算していない　

部門共通費，管理部門費など製
造間接費の配賦方法（製品原価
への繰り入れ計算の方法）につ
いて適切なもの（一つ選択）

□ 製品原価に配賦していない →（次の問５へお進みください）　　　　　　　　　
□ 単一基準で配賦している →（次の問５へお進みください）　　　　　　　　
□ 部門・場所ごとに配賦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 費目の性格ごとに配賦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 活動ごとに別の勘定に集計して配賦（活動基準原価計算，ABC）

　以下の質問は，上記の質問で複数の製造間接費勘定を採用しているとお答えいただいた方のみお答え下
さい。
工場・事業所全体の製造間接費
を集計した勘定（コスト・プー
ル）の数

（　　　　　）個　　　□ わからない　□ 答えられない

工場・事業所全体で製造間接費
を配賦するための基準の種類

（　　　　　）種類　　□ わからない　□ 答えられない
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問7　貴工場・事業所の経理業務の分業体制についてをお答えください。それぞれの業務について主に担
当している部署を一つ選択してください。なお，「別法人」とはアウトソーシング会社やシャードサービ
ス会社，子会社などを指します。

財務諸表の作成 □ 自工場・事業所内で実施　　　□ 他工場・他事業所や事業本部などが実施　　　　　　　　　
□ 本社が実施　　　□ 別法人が実施　　　□実施していない

原価計算 □ 自工場・事業所内で実施　　　□ 他工場・他事業所や事業本部などが実施　　　　　　　　　
□ 本社が実施　　　□ 別法人が実施　　　□実施していない

差異分析 □ 自工場・事業所内で実施　　　□ 他工場・他事業所や事業本部などが実施　　　　　　　　　
□ 本社が実施　　　□ 別法人が実施　　　□実施していない

給与計算 □ 自工場・事業所内で実施　　　□ 他工場・他事業所や事業本部などが実施　　　　　　　　　
□ 本社が実施　　　□ 別法人が実施　　　□実施していない

問５　貴工場・事業所で採用している利益計算（損益計算）の仕組みについてお答え下さい。 選択形式の
質問は□の中に√をいれて選択してください。
工場・事業所を単位とした利益計
算の実施の有無

□ 利益計算を実施している  □ 利益計算を実施していない → (問６へ)

　以下の質問は，利益計算を「実施している」とお答えいただいた方のみお答え下さい。

工場・事業所単位での利益につい
ての予算値の作成の有無 □ 作成している　□ 作成していない

工場・事業所単位の利益計算の計
算期間

□ 日次　□ 週次　□ 月次　□ 四半期　□ 年次　　　　　　　　　　
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工場・事業所単位の利益計算の報
告相手（当てはまるものを全て選
択）

□ 本社　□ 事業本部・事業部　□ 工場長　□ 職長など工程管理者　　
□ 現場の作業員 □ 原価管理部門 □ 生産管理部門　□ 品質管理部門　　　　　　　　
□ 親会社　□ 取引先

問6　貴工場・事業所内部の工程や部門といった単位での利益計算（損益計算）の仕組みについてお答え
下さい。 選択形式の質問は□の中に√をいれて選択してください。
工場内の工程や部門を単位とした
利益計算の実施の有無 □ 利益計算を実施している  □ 利益計算を実施していない → (問７へ)

　以下の質問は，利益計算を「実施している」とお答えいただいた方のみお答え下さい。
工程や部門単位での利益について
の予算値の作成の有無 □ 作成している　□ 作成していない

工程や部門単位での利益計算の計
算期間

□ 日次　□ 週次　□ 月次　□ 四半期　□ 年次　　　　　　　　　　
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工程や部門単位での利益計算の報
告相手（当てはまるものを全て選
択）

□ 本社　□ 事業本部・事業部　□ 工場長　□ 職長など工程管理者　　
□ 現場の作業員 □ 原価管理部門 □ 生産管理部門　□ 品質管理部門　　　　　　　　
□ 親会社　□ 取引先

工程・部門間の内部振替価格の設
定方法について最も当てはまるも
のを一つ選択

□ 実際原価を設定　　□ 実際原価に一定の割合を加えて設定　　　　　　　　　　　　　　
□ 予定・標準原価といった予算数値を設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 予定・標準原価といった予算数値に一定の割合を加えて設定　　　　　　　　　　　
□ 工程や部門間の交渉によって決定　　□ 市価を基準に設定　　　　　　　　　　
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工程や部門単位の利益計算と会社
全体の財務会計システムとの関連

□ 財務会計システムと関連している　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 財務会計システムとは独立している
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問８　貴工場・事業所での日常の生産活動の結果はどのような情報を用いて測定されていますか。　　
次のそれぞれの情報について，「全く用いられていない（１）」から「非常に頻繁に用いている（７）」
のいずれかの数字を○で囲んでください。なお，工程や部門によって異なる場合は平均値をお答え下さ
い。

全く用いら　　　                                   　　　非常に頻繁に  わから
れてない　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　用いている   ない

納期に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
能率に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
品質に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
原価に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
部門別の利益に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
事業所全体の利益に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0

問９　貴工場・事業所の工程や部門の管理者（いわゆる職長）は，どのような情報を用いて評価されて
いますか。
次のそれぞれの情報について，「全く重要な情報ではない（１）」から「非常に重要な情報である
（７）」のいずれかの数字を○で囲んでください。なお，工程や部門によって異なる場合は平均値をお答
え下さい。

全く重要な　　　                                   　　　非常に重要な  わから
情報ではない　　　　　　　　　　　  　　　　　　情報である   ない

納期に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
能率に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
品質に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
原価に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
部門別の利益に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
事業所全体の利益に関する情報 　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0

次ページからの問１０および問１１は，貴工場・事業所の生産システムについてのものです。
工場経理の仕組みと生産システムの適合関係を判断するための質問項目です。もし，回答者で
はご判断がつきかねる質問の場合，判断がつく方に内容をご確認願えれば幸いです。

問１０　貴工場・事業所の経理の仕組みについて，日頃感じていることをお聞きします。
「全く異なる（１）」から「全くその通り（７）」のいずれかの数字を○で囲んでください。

全く　                                   　　　　　　　　　　　　全く  わから
異なる　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　その通り   ない

私は，現状の工場経理の仕組み
に満足している。

　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0

私は，工場経理の仕組みが業績
に与える影響は強いと思う。

　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0

私は，工場経理は生産管理に口
を出してはいけないと思う。

　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0

私は，現状の工場経理の仕組み
が算出する原価や利益の情報を
信頼している

　　１　　　２　　　３　　　４　　　５　　　６　　　 7           0
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問１１　貴工場・事業所で製造している製品とその生産方法についてお答え下さい。

製品数（型番レベル） （　　　　　　　　）種類　　□ わからない　□ 答えられない

上記製品数に占める３年未満に投入
された新製品の割合

（　　　　　　　　）％　　　□ わからない　□ 答えられない

上記製品数に占める３年前と同じ取
引先に出荷している製品割合

（　　　　　　　　）％　　　□ わからない　□ 答えられない

上記製品数に占めるOEM（相手先ブ
ランドでの生産）の製品割合

（　　　　　　　　）％　　　□ わからない　□ 答えられない

代表的な出荷製品のリードタイム
（材料投入から出荷までの時間）

（　　　　　　　　）時間　　□ わからない　□ 答えられない

生産形態（受注生産・見込み生産）
の出荷額比率

受注生産 (  　 　  ) % + 見込生産 (  　 　  ) % ＝ 100 %

出荷先ごとの出荷額比率

最終完成品 (　     　) % + 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
親会社へ出荷する中間製品 (　     　) % +　　　　　　　　　　　
グループ会社・子会社へ出荷する中間製品 (　     　) % +　　　　　　　
資本関係にない会社へ出荷する中間製品 (　     　) % + 　　　　　　　
その他 (　     　) % 　　　　　　　　　　　　　　　　＝ 100 %

月平均のおよその外段取り替えの回
数（「外段取り替え」とは，生産を
一次休止して行われる段取り替え）

（　　　　　　　　）回　　　□ わからない　□ 答えられない

最も自動化された生産ラインの自動
化の度合いについて最も当てはまる
ものを一つ選択

□ 手動工具を用いる工程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 電動工具を用いる工程　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 作業機械の一部自動化　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 作業機械の全部自動化　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 生産ラインの全部自動化　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ コンピュータ制御の統合生産ライン(CIM, FMSなど)

平均的な生産ラインの自動化の度合
いについて最も当てはまるものを一
つ選択

□ 手動工具を用いる工程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 電動工具を用いる工程　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 作業機械の一部自動化　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 作業機械の全部自動化　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 生産ラインの全部自動化　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ コンピュータ制御の統合生産ライン(CIM, FMSなど)

代表的な出荷製品の検査方法につい
て最も当てはまるものを一つ選択

□ 検査機器を用いた検査はない　　　　　　　　　　　　　　　
□ 部分的に検査機器を用いた検査を実施している　　　　　　　
□ 全品検査を検査機器により実施している

貴工場の代表的な出荷製品の標準化
の特徴について最も当てはまるもの
を一つ選択

□ 特注品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 共通部品を含む異なる製品　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 軽微な差はあるが基本部分が共通な製品　　　　　　　　　　
□ 完全に標準化された製品

工場のERP/MRPのような統合シス
テムのソフトウェアについて最も当
てはまるものを一つ選択

□ 用いていない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 汎用製品のソフトウェアを使用　　　　　　　　　　　　　　　
□ 自社あるいは自工場・事業所専用に開発されたソフトウェア

工場の原価計算システムのソフト
ウェアについて最も当てはまるもの
を一つ選択

□ 用いていない　　　　□ 上記と同様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□ 別のソフトウェアを用いている　　　　　　　　　　　　　
（ソフト名：　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　）
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問１２　貴工場・事業所で採用している生産管理システムについてお答え下さい。 それぞれの項目ご
とに「全く異なる(1)」から「全くその通り(7)」のいずれかの数字を○で囲んでください。

全く　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　全く　
異なる　　　　　　　　　　　　　　　　　その通り

生産計画は，品質問題のせいで生産ラインが止
まった時のことを考慮して作成される    1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

生産に関する改善活動の際に，チームのメン
バー全員から意見を集めるように努める    1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

作業員はほとんどの作業を管理者の指示をあお
ぐことなくこなす    1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

作業員は多様な作業・工程に対応出来るように
訓練されている    1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

工場は問題を解決するためにチーム・小集団を
組織する

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

作業員が扱うどんなに小さい案件でも上司の最
終承認が必要である

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

ある工程の生産に関する問題によって，前後の
工程の生産活動は停止する

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

作業員は新しい技能・資格を身につけると報酬
が増える

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

過去の数年間，多くの生産に関する問題は小集
団によって解決されてきた

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

工程間での連携した改善活動よりも工程内での
個別の改善活動の方が有効な活動である

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

ある工程の作業改善によって，前後の工程の生
産能率も向上する

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

作業員が行う意思決定のほとんどは，管理者の
意見をふまえている

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

生産計画は作業員に毎日伝達される    1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

まったく同様の作業を行う工程が複数存在する    1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

ある工程で問題が発生したとき，前後の工程の
作業員がすぐに補助に入る

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

製品需要の変動は，全ての工程の作業計画に毎
日反映されている

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

管理者の決定がないと作業員はほとんど作業が
出来ない

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7

この工場は作業員自身が意思決定をするのに適
している

   1　　   2 　　  3 　　  4 　  　5 　　  6   　　7
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問１３　研究上必要な場合，１時間程度の面接調査等にご協力いただくことは可能でしょうか。

　　　　□　はい　　　□　いいえ

 ご多忙にもかかわらず，長時間調査にご協力いただき誠にありがとうございました。　　 
記入漏れ，記入誤りなどがないかをご確認の上，平成20年2月29日（金）
までに同封の封筒にてご返送いただけますよう，よろしくお願いいたします。　　　　　　

 本調査あるいはわが国製造業における工場経理業務の現状などについて，ご意見がござ
いましたら，下記の自由記入欄にお書き下さい。　　　　

問１４　返送予定の報告書や学術論文に，調査ご協力工場・事業所として貴社名および工場名・事業所
名を掲載することは可能でしょうか。

　　　　□　掲載可能　□　掲載不可能

＜自由記入欄＞

問１５　今後，神戸大学管理会計研究会が工場経理に関する勉強会を立ち上げるとしたら，ご興味を
持って頂けるでしょうか。

　　　　□ ぜひ参加したい　□ 興味はあるが参加については未定　□　特に興味はない
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本調査における個人・企業情報保護の方針につきまして

平成２０年１月１５日

神戸大学大学院経営学研究科
博士課程後期課程 加登豊研究室
研究責任者：新井康平

　＜第一条：情報の使用目的＞　
本調査結果は，研究責任者によって，研究・教育といった学術目的に使用されます。本調査
から得られた情報は，これら以外の目的には使用されません。　　

　＜第二条：情報の分析方法＞　
個別の質問票およびExcelファイルは，研究責任者によって分析されます。部外者に結果の集
計や分析を依頼することはございません。

　＜第三条：情報の保管方法＞　
研究責任者は個別の質問票およびExcelファイルを，一定期間（１０年間）経過した後に，自
らの責任で処分します。なお，個別の回答結果について複製をとることはありません。

　＜第四条：調査結果の発表＞　
研究責任者は，回答者の皆様への返送資料とは別に，この調査の分析結果を国内外の学会報
告および論文を通じて発表します。ただし，本質問票の問１３において掲載可能と答えた工
場および事業所については協力企業として名前を公表することは有りますが，その際にも個
別のご回答を公表することは有りません。公表されるデータは，全て統計的に集約された
データとなり，個別の企業の回答が特定されることが出来ないようにいたします。

　＜第五条：工場・事業所の選択プロセスについて＞
このアンケートは，データフォーラム社製『工場ガイド　CD-ROM版』のデータベースをも
とに対象企業を選択し，送付させて頂きました。選択基準は，阪神地区の１００人以上の規
模を持つ工場および事業所です。

　＜第六条：情報保護に関する質問など＞
この調査における情報保護の方針について質問などがございましたら，本調査票の１頁に記
載してある連絡先にご連絡願います。
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付録 B  協力企業一覧 
 

 質問票を返送いただいた調査協力企業のうち，実名公表を許可いただ
いた企業は，下記の通りである。匿名にてご協力いただいた企業の方々
をふくめ，彼らの学術研究への深い理解と惜しみない御協力に，記して
深く感謝申し上げる次第である。 

 
 （順不同，敬称略） 

 
・ 六甲バター株式会社 
・ 住友金属テクノロジー株式会社 
・ 小泉製麻株式会社 
・ 株式会社第一食品院外調理システムズ 
・ 積水化学工業株式会社 
・ 川崎重工業株式会社 
・ コベルコクレーン株式会社 
・ 株式会社ロックフィールド 
・ 川重車両テクノ株式会社 
・ 三菱重工業株式会社 
・ 朝日アルミニウム株式会社 
・ 第一電子産業株式会社 
・ 阪神機器株式会社 
・ 東洋コーディング株式会社 
・ 古野電気株式会社 
・ 株式会社ジェイアール西日本テクノス 
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 謝 辞 
 

 本論文の作成にあたり非常に多くの方にご指導，ご支援，ご協力を得
た。本論文が単著であるのは，論文が学位請求論文であるために単著で
なければならないという用件だけでなく，あまりの多くの方に協力いた
だいたために共著者として名前を挙げきれない，という側面もある。 

 慶應義塾大学の吉田栄介先生には，学部ゼミの際から，小生が慶應大
学を離れて神戸大学大学院で学んでいる現在まで，かわらずご指導いた
だいている。そのご恩の深さは一生涯かけても返しきれないものだが，
「研究で恩を返す」という神戸大学出身の研究者に共有された価値観に
従えば，この論文の研究成果で，わずかながらでもそのご恩に報いるこ
とが出来れば幸いである。 

 神戸大学大学院経営学研究科入学後は，浅学非才の小生に対して，実
に多くの神戸大学の教員の方々や先輩にコースワークやセミナー，そし
て共同研究を通じてご指導いただいた。三矢裕先生には，修士論文およ
び博士論文の副査を通じて丁寧なコメントをいただいただけでなく，小
生の人生初の共同研究者としても OJT にてご指導いただいた。そこでは，
インタビューにおける技術的な部分だけではなく，大きく研究者として
の心構えのようなものまで指導していただいた。松尾貴巳先生には，第
二論文の副査を通じて研究に有益なコメントいただいただけでなく，や
はり，共同研究を通じて多くのことを学ばせていただいた。共同研究に
おいては，浅慮で結論を急ぎがちな筆者に対してより深い洞察の必要性
を示唆していただいた。これは研究者としてものごとを考えるときの真
摯な姿勢のロールモデルとして深く心に刻みついている。梶原武久先生
には，博士論文の副査として研究に対して有益かつ示唆に富むコメント
をたくさん頂いただけでなく，コースワークや勉強会を通して，最先端
の研究を理解するための場を提供していただいている。この場がなけれ
ば，未だに先端的な研究に対する理解が滞っていたかと思うと，実に多
くの点について学んだと実感する。國部克彦先生と堀口真司先生には，
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それぞれ別個のコースワークを通じて，小生の会計研究に対する偏狭性
を明らかにしてもらい，新しい視座を提供いただいた。これらコースワ
ークを通じて，本当に会計研究の奥深さを実感させてもらった。元神戸
大学教授の伊藤嘉博先生には，大学院における管理会計特論を通じて，
管理会計学者が生産管理を勉強・研究することについての意義を示唆し
ていただいた。現在は滋賀大学にいらっしゃる大浦啓輔先生には，ゼミ
の先輩として，そして共同研究者として時に厳しく叱咤激励され続けて
きた。大浦先生のように比較的年齢が近い方が優秀な研究者に成長して
いくのは，小生にとって非常に刺激になったし，これからもそうなり続
けていくだろう。 

 そして，何より加登豊先生には，大学院入学以降，研究面だけに限ら
ず多方面で指導教授としてご指導ご鞭撻を賜っている。思い返せば，学
部生のときに神戸大学を見学した際に，たまたまお会いしたときにゼミ
に誘っていただいてからというもの，小生の研究者としての在り方を決
定づけていただいた。指導教授としては常に小生の研究についてより大
きい観点からコメントをいただき，研究者としての基礎をしっかり形作
っていただいた。また，企業に対する社会活動の折には，就業経験に乏
しい小生に対する良き上司として，一社会人としてのマナーなどを丁寧
に教えていただいた。そして，共同研究者としては，いままでの指導と
は比べ物にならないほどの高水準を要求され，指導の際にいかに教育的
な配慮されていたのかを実感しただけではなく，一人の研究者として扱
っていただいたことに感動した。他にも，研究に限らず実に多くのこと
を加登先生からは学んだが，それを全て列挙することは到底出来ないだ
ろう。 

 神戸大学管理会計研究会を通じては，神戸大学内外の多くの方にご指
導いただいた。神戸大学名誉教授で LCA 大学院大学の小林哲生先生には，
いつも小生の論理の綻びを丁寧にご指摘ただいているばかりか，それに
対応するための建設的な意見を賜っている。神戸大学名誉教授で桃山学
院大学の谷武幸先生は修士論文の副査として丁寧にご指導いただいて以
降，学会などの折に触れて研究へのコメントを賜った。 
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 研究会では，普段あまり交流することが出来ない他大学の多くの先生
と，意見の交換が出来た。本論文の作成に関しては，岡野憲二先生（松
山大学），清水信匡先生（法政大学），安井一浩先生（神戸学院大学），李
建先生（京都学園大学），窪田祐一先生（大阪府立大学），島吉伸先生
（近畿大学），安酸建二先生（近畿大学），松木智子先生（帝塚山大学），
福田直樹先生（追手門学院大学），坂口順也先生（関西大学），河合隆治
先生（桃山学院大学），西居豪先生（専修大学）から丁寧なコメントいた
だいた。一橋大学の挽文子先生と成蹊大学の伊藤克容先生には，国民経
済雑誌の共同執筆を通じて研究についての姿勢を学ばせていただいた。
特に坂口先生には，本研究の実施にかかった費用の一部分をご負担いた
だいている。 

 本論文の経営学研究科における論文報告会では，司会の宮原泰之先生
や山崎尚志先生から丁寧なコメントをいただいている。特に，古澄英男
先生には，報告会内でのコメントだけではなく，その後も本論文の統計
的な推定に関わる諸問題についてメールなどで丁寧にご指導いただいた。 

 加登ゼミの後期課程の北尾信夫さんと河合伸さん，前期課程の田中政
旭さんには適切かつ批判的でとても重要なコメントを頂いている。元神
戸大学大学院経営学研究博士課程前期課程の山脇浩平さんには，本研究
の初期の段階で質問票について重要な示唆をいただいた。MBA 加登ゼ
ミの方々にも，折に触れて実務の状態などについての意見交換を求め，
それに快く応じていただいている。そして，慶應義塾大学の博士課程の
福島一矩氏は学部時代からかわらず，小生の研究に対して適切な意見を
頂いている。 

 本論文は，これでもまだほんの一部の方にすぎないが，このように多
くの方のご協力の上に完成した。これらの方のお名前を列挙させていた
だき，記して感謝したい。もちろん，有りうべき誤謬は全て筆者の責任
に帰する。 

  

 本論文の作成とは直接は関係せずとも，博士課程在学中には多くの方
の援助を受けた。一連の心理的契約とマネジメントコントロールについ
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ての研究では，慶應義塾大学の横田絵理先生にご指導賜っている。 

 III-321 院生研究室の仲間は，様々な議論を交わすことが出来るかけが
えのない存在であり，他分野の疑問を答えてくれる専門家であり，そし
て何より良き友人であってくれた。彼らがいなくては，これほど高いモ
ティベーションを保ったまま，かつ，楽しく 5 年間を過ごすことは出来
なかっただろう。感謝している。特に III-321 研究室の室長でもあった服
部泰宏氏とは，組織論と管理会計という関係でありながら共同研究を引
き受けていただき，貴重な経験をさせていただいた。 

 中部イノアック株式会社の杉山芳雄社長，田中文武工場長，浜田信一
マネジャー，品質マネジメントシステム管理責任者村瀬収氏，製造部北
岡勝人氏（いずれも当時の役職）をはじめとする中部イノアックの皆様
には，大変お忙しい中にも拘らずフィールドワークの場所をご提供いた
だき，これによって，小生の原価計算をはじめとする生産管理会計に対
する理解は随分と促進した。彼らの学術研究への深い理解と惜しみない
貢献にほとんど報いることが出来ていない小生の現状は，実に慚愧に耐
えないものである。また，飯田豊彦社長をはじめとする株式会社飯田の
原価計算システムの共同研究も，小生の原価計算に対する理解を著しく
進めるものとなった。忙しい実務の中でも最大限に御協力していただい
た皆様に深く御礼申し上げる。 

 最後に，父孝易，母万知子，姉景子に感謝したい。あれほど反対され
たにも拘らず大学院に進学した小生に対して，あるいは家族が結束して
対処すべき事態に直面したにも拘らず一人のうのうと神戸で大学院生を
続けていた小生に対して，それでも家族として受け入れてくれることを，
本当に嬉しく思う。家族に孝行らしいことは何も出来ていない小生だが，
それでも本論文を父と母，そして姉に捧げることを許して欲しい。 
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